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第 1章 保健指導の基本的考え方

(1)保健指導の目的     ′       
‐

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導の竿
二の目的は、生活習慣病に

移行させないことである。そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解

して体の変化に気づき、自らの生活習慣を振り返り、生活習慣を改善するための行

動目標を設定するとともに、自らが実践できるよう支援し、そのことにより対象者

が自分の健康に関するセルフケア (自己管理)ができるようはなることを目的とし

ている。

(2)保健指導とは               '    ヽ

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導とは、対象者の生活を基盤と

し、対象者が自らの生活習慣における課題に気づき、健康的な行動変容の方向性を

自らが彗き出せるように支援することであるL保健指導め重要な点は、対象者に必

要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定できるように支援することであり、

そのことによつて、対象者が健康的な生活を維持できるよう支援することである。

(3)生活習慣改善につなげる保健指導の特徴         ■

生活習慣病は、①自党症状がないまま進行すること、②長年の生活習慣に起因す

ること、③疾患尭症の予測が可能なことを特徴とすることから、これらを踏まえた

保健指導を行う感要がある。    i
すなわちヾ健診によつて生活習慣病発症のリスクを発見し、自党症状はないが肇
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い。保健指導実施者は、対象者の新たな行動を継続できるようヽ定期的に助言・車
援することや同じ課題に取り組むグループヘの参加の勧奨など、対象者が現在の状

改言T案

(1)保健指導の目的

層尿病等あ生活習慣病の予備群に対する保健指導の第一の目白」は、生活習慣病に

移行きせないことでぁる。そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解

して体の変化に気づき、自らの生汚習慣を振り返り、生活習慣を改善するための行

動目標を設定するとともに、自らが実践できるよう支援し、そのことにより対象者

が自分の健康に関するセルフケア (自己管理)ができるようになることを目的とし
ている。                                ｀

(2)保 健指導とは

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導とは、対象者の生活を基盤とし、

対象者が自らの年活習慣における課題に気づき、健康的な行動変容の方向性を自ら

が導き出せるように支援することである。保健指導の重要な点は、対象者に必要な

行動変容に関する情報を提示し(自己決定できるように支援することであり、その
ことによつて、対象者が健康的な生活を維持できるよう支援することである。

(3)生活習慣改善につなげる保健指導の特徴
: 生活習慣病は、①自覚症状がないまま進行すること、②長年の生活習慣に起因す

ること、③疾患発症の予測が可能なことを特徴とするここから、これらを踏まえた

保健指導を行う必要がある。

すなわち、健診によつて生活習慣病の発症リスク奮発見して自覚症状はないが発

症の1,スクがあることや、生活習慣の改善に■つてリスクを少なくすることが可能

であること豊をわかりやすく講明することが特に重要である。しかし、生活習慣は

個人が長年築いてきたものであるので、改善すべき生活習慣に自ら気づくことが難

しく、また、対象者は、行動変容は難ししヽことであると認識している場合が多いこ

とを念頭に置いてt対象青への支援を行う必要がある.
′対象者は、保健指導の際の個別面接やグループ面接等において、保健指導実施者

やグループメンノ`―等と対話をすることにより、客観的に自己の生活習慣を振り返

ることで改善すべき生活習慣を認識できる。その気づきが行動変容のきつかけとな

る。保健指導実施者は、それをlllに して、とのような生活習慣を身につけることが

必要であるか、また課題や優先順位を対象者と共に考え、実行可能な行動目標を対

象者が自ら立てられるよう支援することが重要である。

対象者がより良い生活習慣に向けた行動目標に沿Pて新たな生活習慣を確立嗽

維持することは容易ではない。保健指導実施者は、対象者の新たな行動を継続でき

るよう、定期的に助言・支援することや同じ課題に取り組むグルァプヘの参加の勧
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とともに、実行していることにヌ」しては、

励ましや賞贅するなど自己効力感を高めるフォローフップが重要となる。行動変容

を可能にするためには、このフオローアツプが特に重要であう。

は:]ti:こ1::]]署ヨ」馨11手を1[Imi][:][::[:
えることが大事である。また、行動変容のステ

ージ (準備状響)が無関lb期にあぅ
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[:「言E[8::営営]::ili[理 z戻52,:[道壇蔓醤増詈F薬5麗ξようなプログラムを提示するなど様々な働きかけが必要である,

(4)必要とされる保健指導技術

ループワニクを支援するためには、グループダイナミックス
1について理解するこ

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成19年 4月 )

とが重要である。保健指導実施者はこれらの技術を口含させ、実
践IF生かすことが

求められている。

できた0、 行動変容がみられたか等を分Tし、指導技術
を評
坪
していくことも六?

上を参照されたい。

`グ
ループダイナミンクス:集団力学。集団の中に働く力であり

=の行動を変化
させる作用がある。

グループにあり,する個々のメンパ

改言T案

奨など、メ」象者が現在の状況を客観面に把握できる機会を提供するととも
に、実行

していることに対しては、励ましや賞贅するなど自己効力慮を高めるフォローアツ

プが重要となる。行動変容を可能にするためには、このフォ甲
ニンップが特に重要

'である。

なお、注意しなければならないこととして、病気の発症や障害を持p可能性につ

いてめ説明においては、対象者に恐怖心を抱かせないよう西己慮すること:生活習慣

の改善によつてリスクを少なくすることが可能であるということを理解してもらえ

ることが大事である。また、行動変容のステージく準備状態)が無関,い■にある場

2Eぁ菖曇房璽籠層猛習IP露蛋薯晋習ζモニ昌Z急雪]2憩樗腫Я言ス1ま
うに文」応することが必要である。
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ような7EDグラムを提示するなど様皮な働きかけが必要である。      

｀

(4)必要とされる保健指導技術

保健指導を行うための技術には、健診デ
ニタやモも変イビ等から合併症等のリスク

必要な情報 (ライフスタイル、

価値観、行動変容のステ=ジ
(準備状態)等)を収集するためのゴミュニケTシ ヨ

単量纏資:警醤ig馨薔誓霧雹負退誓:こ[理裏こま慧理暴薯憲量:8事遅ξ]罫
カウンセリンケ技術、ラゼスメント技術、コーチング樹崎、ティ

ーチング技術、自

己効力慮を高める技術、グループワークを支援する技術などがある。これらの構術

は、行動変容等に関する様
～
なモデルや理論から導き出されたものであり、例えば、

グループワークを支援するために|さ、グル
ニプダイナミックス1について理解する

ことが重要である。保健指導実施者はこれらの技術を統合させ、実践に生かすこと

が求められている。       、
保健指導実施者は、これらの理論や技術を理解した上で、保健指導としての様

"を身につけ、実際の保健指導に適用することが必要である。このためには、保健指

量層服層蒼藝喬虐ζ「II'i3馨幕借言ほ着畳詈種[量号:EE際電理電:iそ舞L
変容がみられたか馨を分析し、1果健指導実施機関

で指
骨
技術を評1面し、保健指導技

鞣毒笏膜滉醐ilE禍よ第3章 3-1を参話されれヽ

グリレープに参力0する個々のメンパ|グループダイサミックス :集団力学。

―の行動を変化させる作用がある。

集団の中に働く力であり
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改訂案

(5)

医療保険者は、健診・保健指導を受けた者の検査結果、質問票、保健指導内容二
データとして管理立ることになる。また、医療保険者はレセプトを有していること
から、これらのデ‐夕を個人B」又は集団として分析することが可能となる

=こ
のた

め、これらのデータ解析から保健指導の成果に関する評価を行い、より効果的な保

健指導方法を開発することが必要である。

このような保健指導の評価は、保健指導実施者個人及び組織として行い、その改

善に努めること、また、保健指導実施者の研1多に活かすことが必要であり、保健指
導実施者は、常に自己研韓に努めることが求められる。     |

(6)ポピ三レーションアプローチや社会資源の活用

保健指導は、健診結果及び質問票に基づき、1固人の生活習慣を改善する方向で支

援が行われるものであるが、個人の生活は家慮 熙場、地域で営まれており、生活

習慣は生活環境、風習、職業などの社会的要因に規定されることも大きい|このた
め、様々な生活の場が健康的な生活への行動変容を支え、又は維持できる環境とな
つていることが必要である。

具体的には、地域や瑚域において、①飲食店や社員食堂での健康に配慮した食事

(ヘルシ上メニュー)‐ の提供や栄費表示の実施、②安全なウォーキングロードや運
動施設、それらを拠点とした総合型地域スポーックラブなどの身近に運動に親しむ
ことができる環境、③敷上凶楚煙を行っている施設、④同じ健康課題を持つ者の仲
間づくり、⑤日常的な健康情報の提供などが整備される必要がある。また、これら
のポピュレ,シヨンアプローチによる健康的な環境づくりとともに、健診後の保健
指導においても:健康増進施設や労働者健康保持増進サービス機関なとめ健康づく
りに資する社会資源を積極的に活用することが望ましい。

(7)地域 `職域におけるグループ等との協働

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導とは、対象者が自らの生活習慣
における課題を認識し、文1象者が主体的|「健康に向けで行動変容できるよう支援す
ることである。特に、糖尿病等の生活習慣病の予備群に文」する保健指導はt生活環
境、労働環境等と関連づけて実施することが必要である。
地域・職i或には、生活習慣病に関する自助グループや健康づ<り推進員等の組織

化されたグループが毎年すう場合,あり、このようなグループの把握や育成に努め、

健診や保健指導の機会に周知することが重要であぅ。
グループに所属する地1或住民 労lll者は、保健指導対象者と同じ、
した生活環境や労働環境である。        ヽ

そのため、類似の体験をしていることも多いことから、

あるいは類似

の行動変容への課

標準的な健診 :保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

(5)効果的な保健指導方法の開発

健診・保健指導を受けた者については、健診結果、質問票、保健指導内容が医療

保険者lごようてデータとして管理壺れることになる。また、医療保険煮はレセプト

を有していることから、これらのデニタを個人別支は集団として分析することが可

能となる。このため、これらのデータ解析から1呆健指導の成果1子間する評価を行い、

より効果的な保健指導方法を開発することが必要である。
・

このような保健指導の3平価は、保健指導実施者個人及び組織として行い、その改

善に努めること、また研修に活かすことが必要であり、保健指導実施者は、常に自

己研鎖に努めることが求められる『                  
・

(6)ポげュレ
ーションアプロT三や社会資源の活用  ′

保健指毒は、健診結果及び質問票に基づき、個人の生活』慣を改善する方向で支

警奮[菫讐曇膚f薔讐「奮業塚合8荘曇醤冨番ヒ畢[と背詈EE署集喜Rβヒ億E
め、様々 な生活の場が健康的な生活への行動変容を支え、又は維持できう環境とな
つていることが必要である。    ■         _
真体的には、■,や職域において、①飲食店や社員食堂での健康に配噂レた食事

(ヘルシーメニュ■)の提供や栄養表示の実施、、②安全なウオ▼キングロードや運

動施設、それらを拠点とL/た総合型地域スポァックラブなどの身近に運動に親しむ

ことができる環境、③罵動里翠Ω鮨上肛策を行っている施設、④同じ健康課題を持

つ者の仲間づくり、⑤日常的な健康情報の提供などが整備される必要がある。また、

これらのポピユレ,ションアプロァチの環境づくりとともに、健診後の保健指導に

おいても、健康増進施設や労働者健康保持増造サービス機関などの健康づくりに資

する社会資源を積極的に活用することが望ましい。

(7)地域
「
職域におけるグル‐プ等との協働      ′

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導とは、対象者が自らの生活習慣

における課題を認識し、対象者が主体的に健康に向けて行動変容できるよう支援す

ることである。特に、精尿病等の生活習慣病の予備群に対すぅ保健指導は、生活環

境、労働環境等と関連づけて実施することが必要である。

地域・llHl或には、生活習慣病に関する自助グループや健康づくり推進員等の組織

イヒされたグループが存在する場合があり、こめようなグループニ健診や保健指導の
機会に周知することが重要である。

グループに所属するllb域住民・労働者は、保健指導対象者と同じ、あるいは類似
した生活環境や労働環境である。

そのため、類似の体験をしていることも多いことから、対象者の行動変容への課

3
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

中 解決のための行動について共に者え、保健行動
2の継続につい

て支援できる環境となりうる。また、これらのグループは、地1或・職1りの集団の健

康課題を解決するためのポピュレ
ニションフプローチに寄与する活動を展開して

いるlplも多い:                 ヽ
これまで地域・職19jにおいては、健康づくりのためにポランティアを育成し、ボ

ランティアも参力0した活動を実施した結果、健診受診率の向上や地域住民や事業者

の行動変容に寄与してきた経緯がある。

このため、保健指導実施者は、糖尿病等の生活習慣病の予備群に文」する保健指導

におしヽても、地域の組織化されたNPOなどのグループ等と協働しヾ 文」象者を支援
することが重要である。

(8)保健指導プログラムの標準イじとは

糖尿病等の生活習慣病あ予備群に対する保健指導は、ID人の生活行動、行動の背

景にある健康に対する認識、そして価値額に働きかける行ゃである。そのため、保

健指導は対象者に合わせた支援方法を面接しながら選lRして対象者に合つた指導を

重二能力が求めら檸る。このため、保健指導の実践過程は個展人に応じて千差万別

であり、この
=3分
を標準化することは困難であるが、保健指導技術として概念イ

`が図られてきている部分については、今後、一定の整理が可能になると思われる。

そこで、保健指導として標準化ができる部分は、保健指導プログラムのプロセス、

保健指導として行うべき内容、保健指導の頻度や方法、体制など【、ここでは効果

があつたと考えられる保健l旨導の事例を基にして、保健指導プログラムの標準化を

図ることとした。 .
保健指導は、基礎学問で●る医学や谷衆衛生学の発展により変化するも

のであ

り、また、指導方法は行動科学、看護学、栄贅学、運動科学、教育学もの研究成果

によつても変化するものである。このため、保健指導プログラムの標準イしについて

は、常に関連する学問の研究成果を確認しつつ改訂していくことが求められる。

2保健行動 ,健康の回復,保持、増進に係る全ての行動.

改訂案

題を共有化し、嬌果題解決のための行動について共に考え、保健行動
2の継続につい

て支援できる環境となりうる。また、これらのグループは、地域・職域の票団の健

康課題を解決するためのポピュレーションアプEl―チに寄与する活動を展開してい

る例も多い。
これまで地1或・職域においては、健康づくりのためにポランデイアを育成L/tパ

ランティアも参加した活動を実施しに結果、健診受診率の向上や地1或住民や事業者

の行動変容に寄与してきた経緯がある。

このため、地域の保健l旨導実施者は、糖尿痛等の生活習慣病の予備群に対する保

健指導においても、地域のソーシャルキヤピタルを活用し、地域の組織1しされたN
POなどのグループ等と協働し、文」象者を支援することが重要である。

ラインを活用 L/t保健指導の効果を上げることも必要である:'

(8)保健獅導プログラムの標準化とは

糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導は、個人の生活行動、行動の背

景にある健康に対する認識、そして1面値観に働きかける行為である。そのためt保

健指導実施者には、対象者に合わせた支援方法を面接しながら選lRし実践する能力

が求められる。
「
のため、保健指導の実践過程は個々人に応レて千差万B」であり、

この部分を標準化することは困難であるが、保健指導技術として概念化が図られて

きている部分については、一定の整理が可能である。

そこで、保健指導プログラムのプロセス、保健指導として行つべき内容、保健指

導の頻度や方法、体制などについて、効果があつたと者えられる保健指導の事例を

基にして、保健指導プログラムの標準化を図ることとした。
保健指導は、基礎学問である医学や公衆衛生学の発展により変イヒするものであり、

また、指導方法は行動科学、詈護学、栄贅学、運動科学、疫学・生物統計学、教育

学等の研究成果によつても変1しするものである。このため、保躍指導ブログラムの

標準化については、常に関連する学問の研究成果を確認しつつ改訂していくことが

求められる。

2保 llt行動 :健康の回復、保持、増進|こ係る全ての行動j

4



改訂案

第2章 保健事業 (保健指導)計画の作成

2ニイ 保健事業 (保健指導)計画作成の進め万   ~ ~
保健事業 (保健指導)計画の作成は、次のような流れで行う。

① 各種データから集団全体の分析と個人、保健事業の単位の分析を行い、その集団
における優先すべき健康課題を明確にする。

② ①において明らかになつた健康課題を解決するために、優先順位を考慮した上
で、保健指導曰標として達成すべき目標や数値目標を設定する。
③ ②におしヽて設定した自標を具体的に達成するために、保lll事業(保健指導)の方
法、実施、評価について計画を作成する。

※図|の保健事業 (保健指導)計画作成の進め方を参照。



改言T案

事業 (保健指導)計画作成の進め方健
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ISt密性O
標準的な健診・保腱指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

玉⊥L現状分析

■と分析が必要な理由    ヽ 
‐
■        1

保健事業 (保健指導)計画を作成するためには、ます、現状奮正確に把握し分析す

ることが重要である。

第一の理由としては、対象者の所属する地域・職域などの集団全体の健康課甲を分

析することにより、その集団においてどのような生活習慣病対策に焦点を当てるのな

としヽうことと、優先すべき健康課題をIB握し、1保健事業全体の目標を設定するためて

ある。このことは、ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ全てを含ん

だ生活習慣病予防対策の全体像を4Ptt tノ、社会資源を有効に活用しながら保健事業を

組み立てていくことにつながる。また、今回の医療制度構造改革においては、医療費

奎適工上ごK≦上コ魁型華望コ塾鳳孤塾金、糖尿病等の生活習慣病の有病者・予備群の

割合や、医療費を分析することによりその増大の原因を明らかにすることが重要とな

′る。

第二の理由として、対象者の的確な担握を行うことにより、対象者に合つた効果

的・効率的な保健事業 (保健指導)を行うことができるためである。さらに、保健指

導文」象者数を概舞することができるため、投入する人的資源や予算を計画することが

できる。また、反対に、決められた予算の中で効率的に保健指導を行う計画 (支援方

法、優先順位などの検討)を作成することができる。

2と分析すべき項目

現状分析は、「集団全体の分析」と「イロ人、保健事業の単位の分析」の双方 か
ら実施する。「集団全体の分析」と「個人、保健事業の単位の分析」は密接な関係が

あるため、計画作成に当たっては情報の共有iヒを図らなければならない。   1
集団全体の分析項目としては、①健診結果等の変イし、生活習慣病の有病率、医療費

の変イし、死亡率等の健康課題を把握するための項目、②健診受診率、保健指導対象者

のうちの保健指導を実施した者の割貪等の効果的な保健事業 (保健指導)を実施して
いるかどうかを判断する項目、③保健 .医療提供体制、保健指導実施者に対する研修

体制と6JI修実施状況警の効果的な保健活動を実施できる体制にあるのかどうかを判

Y酒員「寵量:鼈 日Lし1は、61固人単虚での健底度を把握す:ため
の項目と②保健事業 (保健指導)の効果を把握すぅための項目が挙げられる。
なお、分析項目については、平成20年度においては、老人保lll事業等これまでの

かる事業を進める上で新しく設定するべき分析項目もあるため、保健事業(保健指導)

実施後に把握することが可能な項目もある_したがつて、基準値となるデ■夕の把握

時点が異なることから、保健事業 (保健指導)計画作成の際に、すべての分析項目を

把握することができないため、保健事業 (保健指導)を進めながら、分析項目を整備

してくことが必要となる。

改ET案

2-2 現状分析
(1)分析が必要な理由          .
保健事業 (保健指導)計画を作成するためには、まず、現状を正確に把握t//2析す
ることが重要である。                           …
―の理由とレては、対暑者の所属する地域

・職域などの集団全体の健康課題を分

析することにより、その集団においてどのような生活習慣病対策に焦点を当てるのか

ということと 優ヾ缶すべき健康課題をIB握し、保健事業全体の目標を設定するためて

ある。このことは、ハイリスクァプローチとポピュレーションアプローチ全てを含ん

だ生活習慣病予防対策の全体1象を見据え、社会資源を有効に活用しながら保健事業を

組み立てていくことにつながる。また、社会保1革制度が持続可能となるよう、糖尿病

害の生活習慣病の有病者・予備群の言」合や、医療費を分析することにより医療贅の増

△の原因を明らかにすることが重要となる。   「
第二の理由として、対象者の的確な把握を行うことにより、対象者に含った効果

的・効率的な保健事業 (保健指導)を行うことが挙げられる。さらにヾ保健指導ヌ」象
者数を概算することができるため、投入する人的資源や予算を計画することができ

る。また、反対に、決められた予算の中で効率的に保健指導を行う計画 (支援方法、

優先順位などの検討)を作成することができる。

(2)分析すべき項目      |
現状分析は、「集団全体の分析」と「個人、保健事業の単位の分析」の双方  か
ら実施する。「集団全体の分析」と「個人、保健事業の単位の分析」は密接な関係が
、あるため、計画作成に当たっては情4PRの共有化を図らなければならない。

集口全体の分析項目としては、①健診結果等の変化、生活習慣病の有病率、医療費

の変イし、国2鹿団症塑墜週L死亡率等の健康課題を把握するための項目、②健診受診
―率、保健指導対象者のうちの保健指導を実施した者の割合等の効果的な保健事業 (保

健指導)●寒

"し

ているかどうかを判断すぅ項目、③保健・医療提供体制、保愕指導

実施者に文」する研修体制と研修実施状況等の効果的な保健活動を実施できる体制に

あるのかどうかを判断するための項目が挙げられる。
個人、保健事業の単位の分析項目としては、①個人単位での健康度を把握するため

の項目、②保健事業 (保健指導)対象者把lFEのための項目、③保健事業 (保健指導)
の効果を把握するための項目が挙|プられる。
平成2o年度以降は特定健診デ士夕の蓄積Iさら|ごはt/セプドデ■夕の電71L等の
推進もあうてき健康課題の分析や築団としての保健事業評価が実施じやすぐなぅてき

ている:国や都道府県:'国保中央会等の公表する全国:::県 Bりl'市町村別デニタと●各

保虜者彗におけるデ」夕のLじ較等により集団の特嘔を明らかにしたり11数値め経年変

化をB跡したりすることによ噴 保健事業の目標設定や修正:進捗管理を行づことが
可能とならているt

7



標準的な健診・保健指導プログラム (確定版

'(平

成19年 4月 )

、保健事業の単位の分析頂曰」を

参考として例示 17FL.

計画を策定するための基礎資料を作成する.            :
基礎資料には、次のような分析結果を整理することが者えられ

る。

①「医療費などの負担の大きい疾病等の分析」

重点的に文」策を行うべき病熊や生活習慣を選定する。

②「医療費増力D率、有所見率の増加が著しい疾病等の分析」

背景にある要因 (生活智慣、環境の変化など)を考察し、

ための計画を立案する。

重点的に適正化を図る

③

雛 冨危3霞[をべき性前・年代を選定墜 文」象となる層性 (働き盛り (管理職、

営業職)、 育児中の親など)に受け入れやすい保健事業を計画する。

聾鼈鰺切難鰈
事:I:」i5[盪鶴誦 咤鍵鍮魏
する要因について分析する (第 3編第 4章を参照)。 、

なお‐表■

「

剌]全体の分析項目」と表2「個人、保健事業の単位の分析項目」を

参考として例示二る。

霧 i尊隧熙I嘗]髪轟ょ:ξ:瞥翔と:
い、その結果を整理する。そして、文J象集団の健康課題、保健指導の効果が期待され

る対象者集団及び方法等を明らかにして、その課題解決に向けた保健事業 (保健指導)

計画を策定するための基礎資料を作成する。

基礎資料には、次のような分析結果を整理することが者えられる (第 4編第3章参

暑

°

高医療費などの負担の大きい疾病等の分析」玉壁」上三⊥=上二2L2=上 二2

F炉高品[詣雲看をぅべき病態や生活習慣を選定する.他に、透析導入原因疾患等

の分析も健康課題の抽出に役立つ。

② 「医療費増11率、有所見率の増加が著しい疾病等の分析」(様式1-1、 1‐ 2、

子唇1と分署曇Ft曇彗当番ヽ環境の変イしなど)を考豪し、重点的に適正イしを図る
ための計画を立案する。

③  「属性ごとの分析」
優先的に対象とすべき性別・年代を選定し、文」象となるそれぞれの臓性 (働き盛

り (警理職、営業職り 、育児中の親など)に受け入れやすい保健事業を31画する。

④「環境 (地 1或・職場)ごとの分析」
 、その地域・職場の共通の生活習慣に高窪重点的に対策を行うべき対象を選定し

する問題についてはポピユレ早ションアプロ,チの視点も含めて計画を作成する。

⑤「ス1ヽラクチヤー (構造)tプロセス (過程)、 アウトプツト (事業実

“

量)、 アフ

トカム (結果)の分析」                         i

lょ]播算簗身塾理勇聾尋1:魃笙暴名酎鵞j鍾
たは他の影響する要因について分析する (第 4章参照)。



機密性0

1巴握の時期

計画作成時から
把握可能

事業実施後に把
握可能

事掏の最終的な
評価で
'駆
可能

①健康課題把握のための項目
０

　

０

　

０

　

０

０

　

０

０

０

(O)

○

○

○

０

　

０

　

０
〇
　
　

　

　

　

〇

死亡率
死亡率の変1し
|「準イじ死亡比

標準化死亡比の変化
要介護者等の割合0
要介護者等の割合の変1しい)
要介饉状組の原因疾恵0 ヽ
レセフト
(特に生活習慣病関連医療贅・疾患名)

医療■の変1`     ‐   
′

生活習慣病の悪者数
健診結果等の変化
生活習慣の状況
生活習慣の変化
その他分析に104要な項目

灘 鷺 糖 夢 毅 鴨 薇づけ支
‐

援」、「積極的支援」を実施した者の割

合

保健指導を実施した者のうち、行動変

容のステージ (準備状態)が改善した
者の割8

「轟医痣1対象者のうち、保健指導又
は治療を受けた者の割合
生活習IIBの治療中断者の割じ
効果的で常に運営可能な内容の提供状
況
生活習慣改善指導を希望する者の効果
的な保健事業へのアクセス状況
その他分析に必要な項目

(0)

(0'
(0)

Ｏ

　

　

Ｏ

　

・

○

O
O

O

0効果的な保健事業 (保腱指導)を実
施できる体制であるかどうかを判断す
るための項目

(0)

(0)

(0)
(O)

・

０

　

０

　

０

０

保健・医療提供俸諮」(人的資源、施設

等)
保健増響実施者に対する研修体制と甲
修実施状況
像腱指導のための支援材料等の開発

活用可能な社会資源の状況

その他分析に必要な項目

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版) (平成 19年 4月 )

ヨこ1 項目 (例 )

{→ 市町村国保では分析することが望ましい項目

改訂案

表 1 集団全体の分析項目 (例 )
IE握のB寺期 ヽ

計画作成時から

把握可能
事業実施後に把
握可能

夢業の最終的な
押価で把握可能

①鴨康側題把握のための項目
０

　

０

　

０

　

０

０

　

　

０

０

０

〇
　
〇
　

　

〇

〇

○

○

○
〇

0

死亡率

死亡率の変イじ

標準1し死亡比

標準1じ死亡比の変イじ

要介護者等の憲」含0
要介護者等の害」3の変イヒ0
要介護状熊の原因疾想←)
レセプト

(特に生活習慣病関連医療費・疾患名)

医療賓の変化
生活習慣病の患者数

腱診結果等の変化
生活習慣の体況
生活習慣の変|ヒ
その他分析に麟要な頂日   =
②効果的な保健夢業 (保障指ヨ)の実
施状況を判断するための項目
謀健遺彗受J豪著あうち1‐ 閾 孤づけ蓑

‐

援」t「積極的支援」を実施した者の割

保健指導を実施した者のうち、行動変
容のステージ (準備状態)が改善した
者の割合
牛活習18病

「
ょり高団医療量互量旦【 (0)―

(O)

(O)
(O)

(0)
(〇 )

0

0

０

　

０

０

　

０

いる者の割合

生活習慣病により長期入院している者
の割含             ′

人工透析を受けている者の割合

畳髭塗製監艶n二対象者のうち、保餞指
導又は治療を受けた者の害」合
生活習慣病の治療中断者の雷」含
効果的で常に運営可能な内容の提供状
況

生活習慣改善指導を希望する者の効果
的な保健事業へのアクセス状況

その他分析に必要な項目

③効果的な保健蓼業 (保健l旨導)を実
施できる体制であるかどうかを判断す
るための項目
保健・医療提供体市J(人的資源ず施設
等)
保健指導実施者に対する研修体制と研

修実施状況
保健指導のための支援材料等の開発
活用可能な社会資源の状況
その他分析に囃 項目

(〇、

(0)

(O)
(○ )

O

O

O‐
0

(→ :市町村におしヽては、理介護原因疾患 (性
=J・
年齢
=J)暮
について、国保音「Fg・ 衛生部P3.介I修

ことが望まししヽ項目



標準的な健診 プログラム (確定llR)(平成19年 4月 )

表 2 個人、

半 円

`撻
i多・ 1本1性 r日骨 ノ H

保健事業の単位の分析項目 (例 )

把握の時期

計画作成時から

18握可能

事業鋤 Jt後に把

握可能

事業の最終的な

評価で把握可能

①個人単位での健康度を把握するため

の項目

壮年期死亡や重篤な疾患を起こした蓼

例

その他分析に必要な項目

(0) ○

②保健事業 (保碑指導)対象者理握の

ための項目

腱 診結果等リスク判定表」に基づく

生活習慣病リスクごとの対象者数

保健指導文」象者数 (「情報提供」、「動機

づけ車援」、「積極的事援J)

そのlL分析に必要な項目

○

　

　

○

○

　

　

○

ヽ
Ｏ

０

０

０

○

〇

〇

Ｏ

　

　

Ｏ

lll密性0
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雌一⑩
表2 個人、保健事業の単位の分析項目

把握の3寺期

計画作成時から

把握可能

事業実施後に1巴

握可能

事業の最終的な

脚価で把握可能

①個人単位での健康度を把握するため

の項目

(○〕 0壮年期死亡や重椰な疾患を起こした事

lll   
´

その他分析に必要な項目

②保健事業 (保健指導)ヌ」象者把握の

ための頂日

「健診結果等リスク判定表」に基づく

生活習慣病リスクごとの対象者数

保健指導 」象者数 (「情報提供」、「動機

づけ支援」、「積極的支援」)

その他翁析に必要な項目     、

(0)

(○ )

○

　

　

○

③これまでの保健事業 (保健指導)の

効果の項目

(O)

〇

〇

〇

〇

０

０

Ｏ

　

　

Ｏ

(集団全体)

生活習慣改善の意欲等主観的な指標の

変イじ

生活習慣の変iヒ

健診結果の変イヒ

医療費め変化

その他分析に必要な項目

(事業)

医療費に対する効果

苦幡 トラブルの件数、対応状況
費用対効果

委:モ件数

その他分析に必要な項目



標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

(2)保健事業 (保健指導)の日標設宰

須である」            _                  :

‐
上
を言[言馨i菖[if[[馨雪薯漫」客撃ξ言:言暑潔電富:「gttf蟹喬ξttΥ猶
1するかは、重要な判断を要するものである。・優先課題は」       

｀

ξ罰信言3普漂躙 ][量富曇様魔檀量昌畠垢尋昼Z量繰8幕ぶ言晶盲
かにし、その課題のうち、最も効果が期待できる課題を重点04Jに文」応すべき翠題とし

て日標に掲げる必要がある。

優先課題のうち目標として掲げる内容の選定は、日標を達成するための現実申な手

段が明らかであることや、そのための費用、人的資源、施設の保健事業の実施体制が

可能であるかなど、総合的に判断し、日標を設定することが必要である。   「
保健事業を閲始した当初はt分析すべきデータが十分に整備されない中で曰標を設

定することになるが、年次を追うて健診や保健指導のデータが収築されることから、

これらのデータ分析を加え、適宣、保健事業全体の目標を変えていく必要もある。

また、日標は抽象的な内容ではなく、例えば眺 尿病の新規治療者脅**%に減少
させる」など、できる限り数値目標とし 事業終了後の評価ができる日標を設牢すぅ
ことが必要である。

2)保健指導レベル毎の目標設定
対象者を正確に把握するために、医療保険者は、40歳から74歳までの全対象者
めうち、糖尿病薔の生活習慣病の予備群は:「健診結果等による対象者階層イじ基準」

に基づき、「糖尿病等の生活習慣病保偉指導J文」象者として分類し、各基準に該当す

る人数を求める。保健指導レベル別対象者数p概数を算出し生保健指導にかかる事業

全体のポリュニムを調査レ、対象者数の日標を設定する(全対象者から生活習慣病に

よる受療者を除し`た対象について、前年度の健診結果を判定基準に投入、各保健指導

レベル別の文ゴ象人数の概数を算出する)。 なお、治療中の者について、主治医からの

紹介がある場合は、主治医と連携を図り、その指導のもとに保健指導を実施する。ま

た、冶療を中断している者については、受診勧果を行う必要がある。

であ

ったが、「動機づけ支援Jのみ実施した場合などには、可能な範囲でその害J合も把握

改訂案

2-2 保健事業 (保健指導)の目標設定

(1)保健事業全体の日標設定           
‐

保健事業の目標設定は、前節の現状分析に基づき優先課題を掲げるものであるが、

医療保険者の保健事業に
'ま

する考え方を示すという意味もあり、どのような目標を掲

|プるかは、重要な判断を要するものである。

優先課題は糖属病等の生活習慣病の有病者・予備群を減少させることに寄与すぅも

のであることは前提であるが、医療保険者としての集団全体の健康問題の特徴を現状

分析から明らかにし、その課題のうち、糖尿病等の生活習慣病文」策に最も効果が期待

できる課題を重点的に対応すべき課題として目標に掲げる必要がある。

優先課題のうち目標として掲げる内容の選定は、日標を達成するための現実的な手

段が明らかである|とや、そのための費用、人白1資源、施設の保健事業め実施体制が
可能であつかなど、総合白]に判断レ、日標を設定するこ|が必Fである。

保健指導のデータの分析結果を踏まえ、保健事業全体の目標を変えていくことも必要

である。            1
また、日標は抽象的な内容ではなく、例えば「糖尿病の新規治療者を**%に減少
`させる」など、できる限り数値目標とし、事業終了後の評価ができる目標を設定する
ことが必要である。

(2)保健指導レベル毎の日標設定
対象者を正確に把握するために、医療保険者は、40歳から74歳までの全対象者
のうち、糖尿病等の生活習慣病の予備群は、対象者の選申・階層イしを行い、保健指導

L/人ル月」対象暑撃の概数を算出することで、保健指導にかかる事業全体のポリューム

を担握し、文」象者数の日標を設定する(全対象者から生活習慣病による受療者を除い
た対象について、前年度の健診結果を判定基準に投入、各保健指導レベル別の対象人

数の概数を算出する)。 なお、治療中の者について、主治医又は産業医からの紹介が

ある場合は、主治医又は産業医と連携を図り、その指導のもとに保健指導を実施する。

また、治療を中断している者についてはt受診勧奨を行う必要がある。

現案を反映した記載になづて

いないため削除 :



―ム可ま腹囲、危険因子の減少をめざす。
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機密性0
改冨T案

・ 保健指導対象者のO割以上0人に■いて、判定の改善をめさす。
・ 「要治療」への移行率を〇%以下とする。

(3)保健指導の対象者の優先順位にかかる基本的な考え方
糖尿病等め生活習慣病の有病者・予備群を減少させるためには、効果的・効率的な

保健指導の実施が必要である。そのため、保健指導対象者に優先順位を,けて、最も

熾暑3島菫亀鋭う嘉習霞I房」尋籠E編『祠 :筵霧霊算輩≧
例えば、,

8 檀鬱僣翼腎標種稽磐ラ更ルが惜塩提供レベルふg動機ち|:豊援レスル、動機づ
Jブ支援レベ′しから積極的支援レベルに移行するなど、健診結果が煎年度とlヒ較し

て悪化し、より緻密な保健指導が必要になつた対象者

○ 第2編第2章別紙旦の質問項目 (標準的な質問票8～ 20番)の回答により、
ヽ生活習慣改善の必要性が高い対象者

○ 前年度、積極的支援及び動機づけ支援の対象者であったにもかかれらず保健指
導を受けなかつた対象者

標準的な健診・保健指導プログラム:(確定版)(平成19年 4月 )

子の減少をめざす。                    i
保健指導対像者のO割以上の人において、判定の改善をめざす。

「要治療」への移行率を◇%以下とする。         ヽ

病者・予備群め25%を減少させるためには、効果自り,効率的な保健指導の実施が必要
である。1そのため、保健指導対象者に優先順位をつけて、最も必要な、そして効果のあ

がる文」象を選定して保健指導を行う必要があるL例えば、凛健指導の料暑者の優先川耳位

のつけ方としては、下さ3の方法が者えられる。            .
〇年』)が比較的若い対象者                       

｀

O健診結果の保健指導レベルが情報提供レベルから動機づけ支援レベル、動機づけ支
援レベルから積極的支援レベルに移行するなど、健診結果が前年度と比較して悪イヒ

し より緻密な保健指導が必要になつた対象者
・ 0第2館第2事■■質問項目 (標準的な質問票ヱ～19番)の回答により、1活習慣

。酪葦昌祠 俎誓薔稔づけ支援の対象者であつたにもかかわらな保健指導を'
受けなかった対象者

13



機密性〇 
｀

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成
19年 4月 )

(3)保健事業 (保健指導)計画作成

選定方法の見直しを行う。

目標を達成するために、保健揮導全体、実施、評価について具体
的な計画を作,す

ることが望ましい。    ―

吻      :ζ崎議
:][を11:啓[2譲81〒響管[t・殺量僧暑重禄総ξ薔「蹴電]をさf留言13
よいものを作成することをめざす。

予謳  盤鼈語免黎
①保
早膚覇僣漫F7ふ機,ι塁加 は健参争古果の進罰時にあわせて実施するなど、参

加者の負担を軽減豆登方法を計画する。

会岬曇亀 1雉 雲鎌i曇濯『ξg皿ih冨意透離
ような方法を考慮する。         ヽ

l②
実
慣鰹基籠震濯L憲嘉遅皇翼嘉J場議醜 計 毀雖 れ
録の方法などを徹底する。

i型言房参捕響魔稽黒亡ぢ厭署婚其薯花3暑喜2ヒ冠%に
行う
]ま

た
I~謙

鷹L導ゐァうトソーシングを行ぅ場合ぃ、医療保険者との役害」分担、責年
を

「  詳細にわたつて明確にしておく、
°周
個蓼¬巣腱指導あ差り方や保健指導の目的、高谷、効果菅IFIllFヽ 智

域

=辱

F
職員全員に十分周知しておく。また、地域住民や職員への同知がポピュ

レーション

2-3 保健事業 (保健指導)計画作成          ,   ′

目標を達成するために、保健指導全体、実施、評価について具体的な計画1作成す

ることが望ましい。              1   '  ´

1抒彗握搬
‐
肇駆笏獣lは冬驀憲」:鵬精

の状況や既存の社会資源等を総合的に莉断して、ァゥトツーシング
の必要性について

途

撃量テ箭年度までの評価 (実施状況 効ヽ果・問題点など)を踏まえ、より効果的な

内容となるよう血がける。さらに、保健指導全体の計画にあたつては、これまでの計

画を踏襲するのではなく、毎回、よりよいものを作成する子とをめざす。

(2)実施体制に関す
:%か ら保健指導まで円滑に実施できるように保健指導|

進め方、実施体制、広報の方法等に留意して作成することが必要である|また、実施

計画に合わせて予算を計上しt確定した予算にあわせ、実施計画の見直し、対象者の

選定方法の見直しを行う。

①保健指導の進め方

「情報提供」、「動機づけ支援」及び「積極的支援」の初回面接は、健診結果の返

去00寺にあわせて実施するなど、参加者の負lBを軽減し=2工
立立■く墨登方法

`計
画する。

R戦 鼻諺』]T場記棚キ騰、檸鰤砦裁鍮
象者が関心を持つような方法を考慮する。

看
慣檀増導の実施に当たつては、筋果・効率を考え、 適な実施体制を検討する。
保健指導に関わる関係者会議を行い、支援方法の標準4し、媒体、支援材料や記録

の方法などを徹底する:健診から保健指導までの作業工程を検討し、健診実施日か

事業
:息岩ξFょ港:

実際の参力D者の情報につしヽても共有化しておくことが重要である。

凛健指導のアウトツ=ジ
ングを行う場合は、委託業務の範囲や責任を詳細IFわた

うて明確にしておく」

③周知方法            
´

健診・保健指導の在り方や保健指導の目的(内容、効果等について、地口住民や

職員全員に■分周知しておく。また、地域住民や職員への周矢Dがポピュレーション



機密性〇

標準的な健診・・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

ァプ百二チとしての意味合いも持っことを者慮して効果的に行う。さらに、保健指

導対象者が積極的に参加できるよう、地暉L駐重皿E方法を検討する。特に被扶震

者については、周知が徹底されるように配慮することが望ましい。

なお、個々の対象者に対する計画|ついてい、■ 3編第 3早に記載する内容奮踏

. 暴、個3」に計画を作成する。

3)秤価計画
筆 尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導の効果を明確に示|していくため

には、保健指導をPDCA(計 画 (Plan)⇒実施 (Do)→評価 (Check)⇒改善:
(Action))サ イクルで計画から見直し・改善までのプロセスを継続することに■っ

[Ь虐3,静需言菖孟FIギ 彗ξ召∬塀T『穏讐_評価庭果のL情法につい、 計
画の段階から明確にしておく。また、評価計画については、企画部門及び保健事業部

P5の両者で作成 ,共有化 L/、 評価結菓のうち、公表するoの■甲確呼しておく。

アウトツーシングをする場合は、委託先にも評価計画を明示する。

(4)保健事業 (保健指導)計画作成の進め方

のような流れがある.

0 各種データから集団全体の分析と個人、保健3業の単位の分析を行い、その集団
における優先すべき健康課題を明確にする.           :
(2_≦ I凶ニェロL」口C二日』ユ

`と

[]をLEコE」建』自五塁』目Z111り笙コlζコ
=」

亡」Eュ_』巨2L山ュ低11を豊凱自」ゼ」こ」二
で、保健指導目標として達成すべき日標や数値目標を設定する^
③ ②において設定した自標を具体的に達成するために、方法、実施、評価について

計画を作成する。

15
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標準的な健診・保撻指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

第3章 保健指導の実施

(1)基本的事項

1)標準的な保偉指導プログラムにつしヽて・

糖尿病等の生活習1貫病の予備群に対する1呆健指導とは、対象者の生活を基

盤とし、対象者が自らの生活習慣における課題に気づき、健康的な行動変容

の方向性を自らが導き出せるように支援するこ|である。保健指導の軍要な

点は、対象者に必要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定できるよう

に支援することであり、そのことによつて、対象煮が健康的な生活を維持で

きるよう支援することである。              ‐

そのため、本プログラムでは1現段階で考えられる、豪低曝実施すべき保健

指導と望ましい保健指導について記載する。
これら保健指導の要件につぃては、高齢者医療確保法の施行後において、

保健指導実施機関による多種多様な保健指導の実績●成果を替積・分析する

中で、最低限実施すべき要件の秤価を行うとともに、有効な保健18導の要件

を整

晃「 量21曇竜竜ζ量襲施する機関が創意工夫することにより、より●
効な保健指導の内容や実施形態等が明らかとなり、提供される保健指導にそ

れらが反映されることが期待される。      ・

|なお、本プログラムは、保健指導の実施状況を踏まえ、必要に応じて見直
しを検討することとする。

2と対象者ごとの保健指導フElグラムについて

機5ξ黛77編鯉』酬 ン餡曇ぜ魔胡晟
を明確イヒした上で、サービスを提供する121要がある:

「動機づけ支援」とは、対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改

善のための自主的な取組を継続的に行うことができるようになることを目的

どして、医師、保健師又は管理栄賛士の面接・指導のもとに行動計画を策定

し、医師、保健師、管理栄餐士又は栄養指導者しくは運動指導に関する専門

「情報提供」とは、対象者が生活習慣病や健8夕結果から自らの身体状況を

署詈騒]宣麿ξttL思層E憲言ヨ:『置雰施量】鷹晨程労ら署学「稽実ぁ重
活習慣やその改善に関する基本的な情報を提供することをいう。

17

改着T案

第 3章 保健指導の実施       .

3-1 .基本的事項

(1)標準的な保健指導プログラムについて _

糖尿病等の生活習慣病の予備群笠に対する保健指導とは、ま」象者の生活を

基盤とし、対象者が自らの生活習慣における翠題に気づき、健康的な行動変

容の方向性を自らが導き出せるよつ|ご支援するここである。保健指導の重要

な点は、対象者に必要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定できるよ

うに支援することであり、そのことによって、対象者が健康的な生活を維持

できるよう支援することである。

本プログラムでは、現段階で考えられる、最低限実施すべき保健指導と望

ましい保健指導について記載するご

保́健指導の要件については、

…

呆健指導実施lll関による多種多様

な保健指ヨの実績・成果を蓄積・分析する中で、最低限実施すべき要件の評

価を行うとともに、有効な保健指導の要件を整理してい<。

哉た、保健lョ導を実施する機関の倉J意工夫により、より有効な保健指導の

内容や実施形想等が明らかとなり、提供される保健指導にそれらが反映され

ることが期待される。

、に応ψて見直しを検|してい<。    1

(2)対象首ごとの保健指導プログラムについて
保健指導プログラムは、対象者の保障指導の必要性[皿直

=■
「情報提供」、

「動機づけ支胸、「積極白」支援」に区分されるが、各保健指導プログラムの
‐目標を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。

「情報提供」とは、対象者が生活習慣病や健診結果から自らの身体状況を

認識するとともに、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、生

活習慣を見直すきつかけとなるよう、健言夕結果の提供にあわせて、個人の生

活習慣やその改善に関する基本的な情幸『を提供することをいう。通常t'健診

り保健指導として実施することも苦えられるFi

「動機づけ支援」とは、対象者が自らの健康状態を自党し、生活習慣の改

善のための自主的なIII組を継続的に行うことができるようになることを目的

として、医BT、 保健師又は管理栄量士の面接 .指導のもとに、文J象者が行動

計画を策定し、医師、保健師、管理栄贅士又は栄量指導若しくは運動指導に



機密性〇

標準的な健診=保促指導プログラム (確定版)(平成 19´年4月 )

"知
識及び技術を有すると認められる者が生活習慣の改善のための取組に係

る動機づけに関する支援を行うとともに、計画の策定を指導した者力l、 計画

の実績評価 (計画策定の日から6か月以上経過後に行う評1面をいう|)を行う

保健指導をいう。

「積極白」支援」とは、対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善

,のための自主的な駆組を継続曰
'に

行うことができるようになることを目的と

して、医eT、 保値師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計画を策定し、

医師、保健師、管理栄費士又は栄養指導苦しく|さ運動指導に関する専「5的矢D

識及び技術を有すると認められる者が生活習慣の改善のための、対象者によ

る主体的な取組に資する適切な働きかけを相当な期間継続して行う
ととも

に、計画の策定を指導した者が、計画の進捗状況評価と計画の実績評価 (計

画策定の日から6か月以上経過後に行う妻価をぃう。)を行う。

ま』撃ぼ撃番蠣た8憲贈野冒指[憲b習曇雇9言5gig雀冨せFg鷹,
施機関が支援を行う場合1こは、適宣、裸健指導実施者間で関係者会議を開催

し、メ」象者の課題や日標を共有して支援を行う必要がある。

また、支援プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み合わせ

や社会資源の活用、地域又は脚域で行われている健康づくりめためのポピュ

レーションアプローチとも関連づけていくことが重要である。

なお、支援プログラムは、同じ文」象者に毎年同じ内容を繰り返すのではな

く、対象者の特性に合わせ、また有効な手法の10出等により、常に改善
lL努

めることが必要でつる。

咆 確 暑i     鞠

識及び技術を有すると認められる者が生活習慣の改善のための、対象者によ

る主体的な取組に資する適切な働きかけを相当な期間継続して行うととも

に、計画の策定を指導した者が、計画の進捗状況評価と計画の実績評価 (計

画策定の日から6か月以上経過後に行う評価をいう。)を行う。

「積極的支援」の実施に関しては、文」象者の保健指導の必要性に応してさ

まざまな手段や内容を組み合ゎせながら支援プログラムを辱閑し、多職種・

他機関が支援を行う場合には、適宣、保健指導実施者間で関係者会議を開催

し、対象者の課題や目標を共有して支援を行う必要がある。

また、支援プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み合わせ

や社会資源の活用、地域又は職域で行われている健康づくりのためのポピユ

ツ悪χ「塁二ζ:ラζttlT唇]:蛋讐[詈星簡l乳瑾亀砧り返すのではな
く、対象者の特性に合わせ、また有効な手法の迪出・適用・強化等により、

常に改善に努めることヽ 燃要である。  r

i          
十 ~~丁

丁
… …

I~
||'【 平成'19年厚生労働省告示第■0暑I平成 20年 3月 10 Bl■け健尭第0310007号・

1保発第 0310001号)】
:

|

|

|_… __

|※ 2 運動指導に関する専門的知識及び技術を有する者
|(平成■9年厚生労働省告示第10書「 平成20年i3月 10日付|ザ健発第0310007署 '

1 保難 0340001勁 ■
|

|⌒        …燎∴Lょ口1■h二l ② :財団法人健康
1体力づく'り事業財団が認定する健康運動指導士又は、THP指針

|  に基づく運動指導lB当者であうで追加5111多を受話した者
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

旦と保健指導の実施者       _
保健指導は、医BT、 保健8T、 管理栄螢士が中′bとなって担うこととする。

T動機づけ支援」及び「積極的支援」において、①初回の面接、②対象者

の行動日標・支援計画の作成、C呆健指導の評価に関する業務を行う者は、

医師、保健師、管理栄姜士であるこ

`:た

だし、これまで医療保険者ゃ事業

者において雹護師による保健事業がなされている現状を踏まえ、印

師:管理栄養士の配置が進むことが期待される高齢者医療確保法の施行後5

年間に限り、二定の保健指導の実務経験のある者護師も行うことができる。

「動機づけ支援」及び「積極的支機」のプログラムのうち、食生活・運副

に関する対象者の支援計画に基づく実践的指導は、医師、保健師、管理栄養

士、その他食生活、運動指導に関する専門0勺知識及び技術を有する煮 (健康・

体力づ<り事業財団が認定する健康運動指導士や事業場における労働者の健

康保持増進のための指針に基づく運動指導t産業栄養指導、産業保健指導担
当者等)が実施する。また、それらの実践的指導においては、グループ支援
をあわせて用いることが効果的であり、その場合は、地域内の種々の関係者

の
留纏輩[鬼よT彩離[轟棋」る船と|よ 禁煙指導には、製崎
助剤の活用が有

"で

あることから医中、薬剤師と連携するなど、堡健指導の

91P量嘉8轡31:「言黒甚酪彗暑廻種農貢黒:3昌曇[筐霧事:世し
が望ましい。                          ¬

さらに、保健指導を実施する者は、保健指導のためめ一定の研,多を,多了し

ていることが望ましい。       1

0 「情報提供」に活用するためめ質問票    ｀

健診時に行う生活習慣に関すOgc間票は、「情報提供」、「零概づけ支援」、

「積極的支援」の保健指導を実施する際に活用することができる。

「情報提供iの内容を判断するための質問票としては、個
=uに
食生活、運

動』慣等の情報を提供するためlL必要な項目 (例えば、第2編第2章3と標

準白」な質問票7～ 19番)が考えられるP
なお、健診8害の質問票は受診者全員に行うことから、できる限り科学的根

拠のある項目数に絞り、また、商潔な表現とした。

ω  「動機づけ支抱  「積極的支援」に必署な詳細な質問票

「動機づけ支援」、「積極的支援」め実施に当たつては、保健指導対象者の

生活習慣及び行動変容のステージ (準備1犬態)を把握し、どのような生活習
慣の改善が必要なのかをアセスメントする必要があることから、詳静8な質問

票を実施することが望ましい。

対象者自身が自分の生活習慣を振り返るきつかけとする

改訂案

(3)保健指導の実施者
保健指導は、医8讀 保健師、管理栄養士が中,いとなつて担うこととする。

「動機づけ支援」及び「積極的支援」において、①初回の面接、②対象者

の行動目標 ,支機計画の作成、③保健指導の妻1面に関する業務を行う者は、

医師、保健師、管理栄費士であること。ただしてこれまで医療保険者ゃ事業
者において看護師による保健事業がなされてきた突簡を踏まえ、平成25年
度からのo年間においても、引き続き、二定の保健指導の実警経験のある看

議BTが行うことも可能とする。

「FJl機づl,支援」及び「積極的支援」のプログラムのうち、食生活・運動

に関する文」象者の支援計画に基づ<実践的指導は、医師、保健師、管理栄量

士、その他食生活の改善、運動指導に関する専門的矢D識及び技術を有する者

(健康・体力づくら事業財団が認定する健康運動指導士や事業場にぉける労

働者の健康保持岬進のための指針に基づ<運動指導、産業栄贅指導t産業保
健18導担当者等)が実施する。また、それらの実践的指導におしヽては、グル
ープ支援をあわサて用いる子とが神果的でありtその場合は、地1或内の種々
の関係者の協力を得ることが重黒である。    _
保健指導において、禁煙指導を提供する場合には、禁煙指導には、禁煙補

助剤の活用が有効であることから医師、薬剤8Tと澤携するなど、保健指導の

内容や対象者の出身などを考慮し、他職種との連携を図ることが望まししヽ

なお、医eTに関しては、日本医師会認定健康スポーッ医等と連携すること

が望ましい。

■%予畢舅馘寧藝怖
(4)「情報提供」に活用するための質問票  '
1 健診時に行う生活習慣に関する質問票は、「情報提供」、「動機づけ支援」、「積

極的支援」の保健指導を実施する際に活用することができる。

「情報提供」の内容を判断するための質問票としては、1固別に食生活:澤
動習慣等の情報を提供するために必要な項目 (例えば、第2編第2章別紙 3

標準曰」な質問票8番～20番)が考えられる。
なおt健診Bきの質問票は受診者全員に行うことから、できる限り科学的根
拠のある項目数に絞りtまた、簡潔な表現とt/ている。

(5)「動機つけ支援」「積極的支援」に必要な詳細な質問票

「動機づけ支援」、「積極的支援」の実施に当たっては、保健指導対象者の

生活習慣及び行動変容のステージ (準備状態)を李巴握し、どのような生活習
慣の改善が必要なあかをアセスメントする必要があることから,詳細な質問
票を実施することが望ましい。
詳細/~3質問票は、対象者自身が自分の生舌習慣を振り返るきっかけとする
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標準的な健診 ,保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )
機密性O

ほか、対象者の生活習慣の変1とが把握できることから、生活習慣改善の評価

にも活用できるL

詳細な軍問票の例としては、

①食生活習慣

次のような項目が考えられる。

食事の内容、量及び間食や外食の習慣などを1日握する:

②身体活動状況
身体活動の種類・31度上B害間二回数を把握する。

③運動習慣
日常0'に実施している運動の種類上頻度 1日当たりの実施8寺間等、
運動習慣の有無と程度に関する情報をIE握する。

C本贅・口田民
休量の取り方、睡眠時間などの状況をlE握する。

⑤飲酒1犬況

飲酒量、

0喫煙状況
頻度など飲酒の状況を把握する。

過去の喫煙や禁燿状況を把握する。

対象者の健康観を把握する。

③生活習慣改善に関する行動変容のステージ (準備状想)

生活習慣に関する行動変容のステージ (準備状態)を把握する。

⑨過去にとつた保健行動

健康のために、過去に何か実施したことがあるか把握する。

⑩その他

ストレスの有無や対処方法などについて把握する。

・ 1… '.… … … … …・ … :…

.1…
… … … … … … …・ `… …

※行動変容ステージとは、行動変容に対する準備段階のことで、次の5,
のステージに分けられる。ステージごとに支援方法を変え、ステージが改

善していけるように支援する。

無関心期:6ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意思がない時期

関 心 期 :6ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意思があるBウ期

準 備 期 :1ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意用がある3吉期

実 行 期 :明確な行動変容が観察されるが、その持絲がまだ6ケ月未満である8寺期

維 持 期 :明確な行動藍容が観察され、その期間が6ケ月メ上続いている0き期   ′
・,..… :… 1… .… … … … … :∴ … 1…… … 1・`… :… Ⅲ l:… …  :,… … …

 
・

改訂案

ほか、対象者の生活習慣の変化がig握できることから、生活習慣改善の評価

にも活用できる。詳細な質問票の例としては、次のような項目が考えられる。

① 食生活習慣
食事の時間帯t回数、内容、量及び間食や外食の習慣、噛む習慣などを

18握する。              
‐

'② 身体活動然,
身体活動の種類_71螢度二時間ェ回数豊を把握する。

③ 運動習慣■
日常的に実施してしヽる運動の種類L頻度■1日当たりの実施時間等、運
動習慣の有無と程度に関する情報を把握する。

④ 休養・睡眠 =     .         
・

体賛の取り方、睡眠の質、'睡眠8寺間などの状況を把握する。

⑤ 飲酒状況
‐
飲酒畳、頻度など飲酒の1犬況を把握する。

⑥ 喫煙状況
現在及び過去の喫煙や禁煙拭況をIB握する。

⑦ 健康意識
対象者の健康観を把握する。

③ 生活習慣改善に関する行動変容のステージ (準備状態)
生活習慣に関する行動変容のステージ (準備状態)をle握する。
◎ 過去にとつた保健行動
健康のFLめに、過去に何か実施したことがあるか把握する。

⑩・ 治療中の疾病

標準的な質F05票等で把握できなしヽ疾病の有ボ(既住歴含むゝ
‐
及び医師か

らの生活習慣に関する指示や制限を把握する:

① そ́の他                  ,
仕事の内容l勤務時間(1家族関係:‐ストレスの有無や対処方法など1「
ついて把握する。                      |

行動変容ステニジとは、行動変容に対する準備段階のここで、次の 5つ
のステージに分けられる。ステージごとに支援方法を変え、ステージが改

善していけるように支援する。

無関心期 :6ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意悪がない時期

関 IN」l期 :6ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意思がある時FJl

準 備 期 :1ケ月以内に行動変容に向けた行動を起こす意思がある0薔期

実 行 期 :明確な行動変容が観察されるが、その持続がまだ6ケ 月未満であるB寺期

維 持 期 :明確な行動変容が観察され、その期間が6ケ月以上続いている時期

・
ｒ
　
※
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機密性O

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

oと保健指導の際に活用する支援材料陛習教材集・保健指導事

保健指導の実施にあたつては、支援のための材料、学習教材等を整備する

ことが必要であるが、ヽこれらはヽ常に最新の知見、情報に基づいたものにし

ていくことが重要であり、常に改善が必要である。          ~

また、支援のための材料等は、対象者に対するもののみでなく、保健指導

を10当する者に文」するものも必要となる。さらに、それぞれ支援のための材

料等は何をめざして使用するのかということを明らかにしてわかりやすくま

とめていくこととt地域の実情や職域の状況に応じた工夫をしてい<ことが

重要となる。

①アセスメントに関
‐idる支援材料      ´

対象者の課題の明確化のために、身体状況、 活習慣、健康に関する意
識、家族の状況、仕事の状況等についてフセスメントを行うための材料で
'ある。

②行動目標設定のための支援材料

 ヽ 行動目標を設定し、評価をしていくための材料である。    ″
③知騨あ提供・生活習慣改善のための支援材料 (学習教材)

生活習慣病や内臓脂肪症候群 (メタポリックシンドローム)に関する知

識、生活習慣に係る意識啓発や実際に生活習慣を改善するための具体的な

方法を提供するための材料である。

④自己実践を支援するための支援材料 (特IF継続的に支援するための材料)

i 対象者が碑寅した行動目Fの達成のた,に活用すぅ実践状況の記零、通

信による支援等のための材料である。

OIR健指導実施者用の材料

保健増導を担当する臓員間で支援内容、実施内容、個月」相談や集回教室

め実施方凄や実施状況の記録等に関すう材料である。    、

ヱΣ記録とデータ管理

保健指導の記録の利点として,次の4点があげられる。
a 対象者の林澤が経Dj的にle2ができること  ′
b 経時的な結果から保健指導の評価ができること
c 他の保健指導を担当する者と情報を共有できること
(担当者が変更となつても継続的な支援が可能)
d 文」象者本人の要求があれば閲覧可能とすること :
内容は、個々の対象者ごとに目標、モニタリンフすべき指標 ζ検査データ、

具体的な行動など)、 個別支援やグループ支援等で提供したサービスと文」象者

の状況等が中心となるが、以上に力Dえて、行動変容に対する本人の意欲 (可

能であれば本人め言葉で記録する)、 本人が 岐 援者Jに期待 していること豊

●
４

に活用する支援材料(学習教材集・保健指導事例菊

保健指導の実施にあたつては、支援のための材料、学習教材等を整備する
ことが必要であるが、これらは、各学会めガィトライン等を踏まえだ常に最

新の
'0見

、情報に基づいたものにしてい<ことが重要であり、常に改善が必

要でぁる。      '
また、支援のための材料等はI対象者に対するもののみでなく、保健指導
を担当する者に対するものも必要となる。さらに、それぞれ支援のための材

料等は何を目指して使用するのかということを明らかにしてわかりやす<ま

とめていくここと、地域の実情や職域の1犬況に応した工夫をしていくことが

で記録する )、 本人が「支援者」に期待していること墜

① アゼスメントに関する支援材料´
  対象煮の課題の明確化のために、身体状況、生活習慣、生活環境、健康
に関する意識、家族の状況、仕事の状況等についてアセスメントを行うた

めの材料である。,

② 行動目標設定のための支援材料
行動目標を設定し、評価をしていくための材料である。     _
③ 矢D識の提供・生活習慣改善のための支援材料 (学習教材)

生活曽慣縮やメタポリックシンドロームに関する知識、生活習慣に係る

意識啓発や実際に生活習慣を改善するための具体的な方法を提供するため

の材料である。

④ 自己実践を支援するための支援材料(特に継続的に支援するための材料)
文」象者が設定した行動目標の達成のために活用する実践状況の記録、通

信による支援等のための材料である。         ｀

⑤ 保健指導実施者用の材料  |
保健指導を担当する職員間で支援内容、実施内容、1回 B」相談や集団教室

の実施方法や実施状況の記録等に関する材料ζゎる。

(7)記録とデータ常理
保健指導の記録の鹿重として、次の4点があげられる。
ど 対象者の状況が経時的に把握ができること          ■
b 経時的な結果から保健指導の評価ができること        、
=`  c 他の保健指導を担当する者と情報を共有できること
, (担 当者が変更となっても継続的な支援が可能)     |
d 文」象者本人の要求があれば閲覧可能とすること
内容は(個々の対象者ごとに目標、モニタリングすべき指標 (検査データ、

具体的な行動など)、 1固局J支援やグル●プ支援警で提供した,―ビスと対象者
の状況等に皿Z【、行動変容に対する本人の意欲 (可能であれば本人の言葉
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ども記録することが望ましい

卜量的に記6景する内容と定性的に記録する●基

があるが(両者とも必要な内容であるため、足事0'な記録
の内容については、

簡潔になつ萌確に部朝していくことが重要となる。

夕の共有・やり取りに関する事項奎団盤豆蚤ことも必要である。

理ξl驚[Ii:Iま [liI:3鰺 :|こ撃EgttEIE羅 |]0層詈逼ξ乞1:

とが望ましい。特定保健指増における保健指導結果の保存年限の基本的考え

方、具体的な保存年限は、特定健診と同様とする。

機密性0
改訂案

なお、これらの内容には、定量的に記録する内容と定性的に記録する内容

があるが、両煮とも必要な内容であるため、定性的な記録の内容について|ず、

ことが望ましいざ|             ヽ
保健l盲導の実施機関には

'」

象者の個人情報を適切に管理する責務がある

が、保健指導のアウトソ‐シングの1犬況によつては、個人の堡健指導の情報

が複数の実施機関の間でやりとりされるこ|も相定さ,る。そのため個々の

対象者に対しては、他の関連する実Flt機関との間で感要なデータを共有する

ことの了解を取ることや、共有する具体的な項目について明記する等、デー

タの共有・やり取りに関する事項についての取り決めを行ユ|とも必要であ

る。

健診結果及び保健指導の記録の管理にあたつては、管理す
べきデT夕｀

理すべきデータを決定し、可能な限り、デ
ニタベ‐スを作成して管理するこ

、とが望ましい。特定保健指導における保健指導結果の保存年限の基本的者え

方、具体的な保存年限は、特定健診と同様である (第 2編第5章 (5)参照)`

簡潔にかつ明確に記載していくことが重要こなる。

22
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(2)「情報提供」「動機つけ支援」「積極的支援」の囚査

保健指導は健診受診者全員に対して行うが,            呆
健指導の必要          に応して「情報提供」、「動機づけ支援」、
「積極的支援」

亀是
分し
こ層
施する
ЪF暑象者の行動変容とセルフケア(自

己管理)ができるようになることであるが、それぞれの保健指導では、生活

習慣改善の必要性や行動変容の準備状況等から、具体的な支援内容や方法・

頻度等が異なつている。

(※) 「情報提供」は高齢者医療確保法第24条の特定保健指導ではないが、
同法第23条により保険者が結果通知を行ぅ際に、個人の生活習慣やそ

:の改薔に関する基本的な情報を提供することとする。ヽ

:

(3)支援の際の留意点     ・

対象者の保健行動が定着するよう一定の期間継続して支援を行うため、

対象者が参力0しやすい条件を整える。

,コ 象者によつては、 ITなどを炉用レ、効率的な支援を平大すると良い。

●いくつかの支援手段 (メニュー)を組み入れ、対象者の1犬況や要望に応

じ́てメニューを選択できぅ時、柔軟な仕組みとすることを青える。

●プログラムには、食生活や運動などの実習・譜習会などを取り入れ、対

魚者が自分の生活習慣に気づき、改善できるものが有効である。

●また、個別支援のみでなく、グループ支援により、参加者同士の交流を

はかり、グループダイナミクスを活用して対象者の自己効力感を高める

ことも重要である。

機密性○  `
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(4)保健指導の実施要件

D 「情報提供」  
´

0日泊」(めざすところ)UttU」 yヽ_109Cし つノ                     t

,」
象者がlll診結果から、自らの導退状況を認識すると共に、

生活習慣を

見直すきつかけとする。                     ・

②対象者    :      ′
健診受診者全員を対象とする。

③支援頻度・期間

年1回(健診結果と同B寺に実施する。

④支援内容                         ■

全員に画一的な情Jを提供するのではなく、健診結果や健診8春の質問票

から対象者個人に合わせた情報を提供する必要がある。

健診結果や質問票から、特に問題とされることがなしヽ者に対しては、

診結果の見方や健康の保持増進に役立つ内容の情報を提供する。

a 健診結果
健診の意義 (自分自身の健康1犬想を認識できる機会、日頃の生活習

慣が健診結果に表れてくる等)や健診結果の見方 (データの表す意味

を自分の身体で起きていることと関連づけられる内容)を説里すぅ。

また、健診結果の経年変化をグラフでわかりやすく示す。

b 生活習慣        :
内臓1旨1方症候群 (メタポリックシンドローム)や生活習慣病に関す

る基本的な知識と、対象者の行つているとのよぅな生活習慣が生活習

垣写Я冦亘壁EE雀獣醤層λ兵彗し貫言籍ここ番資ム生撃汚繁捏讐電
生活活動や運動によるエネルギ‐消費量等について、質問票から得ら

れた文」象者の状況にあわせて具体0'な改善方法の例示などを情報提供

する。対象者個人の健康状態や生活習慣から、重要度の高しヽ情報を的

することが望まししヽ           三

健

機密性〇
改言T案

3-4 保健指導の実施凶査
(1)「情報提供」              、

①
層

白コ
,ぷ

ざ
ら鱈量:き、自らの身体状況を認識するとともに、螢舌習慣

を見直すきつかけとする。

② 対象者                      ■
健診受診者全員を対象とする。

③ 支援期間・頻度                 
｀

年 1回、健診結果の通知と同時に実施する。

④ 支援内容    :
○_全員に画―的な情報を提供するのではなく、…健診結果や健診B寺の質問

票から対象者個人に合わせた情報を提供する必要がある。

o 文J象者にメ」してざ健診結果に基づいた生活智債め改善にうしヽて意識う

ているこ   _
○ 健診結果や質問票から、特に問題とされるごとがない者1こ文」し下はヽ
健診結果の見方や健康の保持増進に役立つ内容の情報を提供するととも

に:毎年め継続白Jな健診受診の重要性について、対象者のモチベニショ

| ンを上げるように工大しながら伝えるよ    :
a  健診結果

健言夕の意義 (自分自身の健康状態を認識できる機会、日頃の生活習慣

が健診結果に表れてくる等)や健診結果の見方 (デこ夕の表す意味資自

分の身体で起きていることと関連づけられる内容)を情報提供する。ま

た、健診結果の経年変化をグラフ等によりわかりやすく示し、対象者が

経年的な身体の変イヒを理解できるよう工夫する。   ヽ
b‐ 生活習慣

メタポリックシントロームや生活習慣病に関すぅ基本的な知識と、対

象者の行うてい、るとのような生活習慣が生活習慣病を3き起こすかと

いうことや、食事バランスガイドや運動指針等に基づいた食生活と運動

習慣のパランス、料理や食品のエネルギー豊や生活活動や運動による工

ネルギー消費豊等について、質問票から得られた対象者の状況にあわせ

て具体的な改善方法の例示などを情報提保する。一方で、文」象者1固人の

健康1犬態や生活習慣から、
ントを紋つて提供することが望ましい。

｀ ´
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o 社会資源  '      ・

対象者にとつて身近で活用できる健康増進施設、地域のスポごツクラ

ブや運動数室、健康に配慮した飲食店や社員食堂に関する社会資源の情

`  報なども提供する。     
″

0■医后瀬関への晏診や継続治療が鮨要な対象者につし`てはt'蔓診や服薬
の重要性を認識させるよう工大する::i

⑤ 支援形態
対象者や医療保険者の特性に合わせ、支援手段を選択する。主な手段と

しては、次のようなものが考えられる。

a 健診結果を通知する際に情報提供用の資料を合わせて提供する。
b 職域等で日常的に ICT等が活用されていればtl□人用情報提供画面
を利用する。

c 結果説明会で情報提供用の資料を配布する。
d.I情報提供用の資料を用いて11個 B」に説明する:        |

―

階層化におじヽて特定保健指導の対象には該当せず:'「情報提供」
:めみとな

題があり111本重が増加しつつあるもの

i鶉建指導の対象とはならなしヽもの  :
All`診勧騒がなされているにも関わらず、医療機関受診をしていないも
の

dⅢ服薬中であるが当ジトロール不良のもの

・(2)「動機づけ支援」      :
① 目的 (めざすところ)
対象者への個月」支援又はグルータ支援により、文」象者が自らの生活習慣

を振り返り、行動目標を立てることができるとともに、保健指導終了後、

対象者がすぐに実践 (行動)に移り、その生活が継続できうことを目指す。

② 対象者                   ■

健診結果 ,質問寮から、生活習慣の改善が必要と判断された者で、生活

習慣を変えるに当たってt意思決定の支援が必要な者を対象とする。

③ 支援期間 :頻度        :
原貝」1回の支援とする。                  ′

④ 内容

改訂案
標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成19年 4月 )

。 社会資源                     .~ 
対象者の身近で活用できる健康増進施訊 地域のスポ

ニツクラブや

運動数室、健康に配慮した飲食店や社員食堂に関する情報なども掲載

する。

⑤支援形態       、           ´
対象者や医療保険者の特性に合わせ、支援手段を選択する。主な手段

としては、次のようなものが考えられぅ。

b 偲籠電                 更言袷報提ぃ占歯を
利用する。            ｀
o 結果説明会で情報提供用紙を配市するJ

⊇  「動機づけ支援」

①目的 (めざすところ)            _
対象者べの個3」対支援又はグループ支援により、対象者が自らの生活習

慣を振り返り、行動目標を立てることができるとともに、保健指導響了筆、

対象者がすぐに実践(行動)に移り、その生活が継続できることをめざす。

習慣を変えるに当たって、意思決定の支援が必要な者を対象とする。

③支援期間・頻度     ―

④内容



標準的な健診・保峰指導プログラム (確定版)(平成
19年 4月 )

対象者本人が、自分の生活習慣の改善点
。伸ばすべき行動等に気づき、

自ら目標を設定し行動に4‐3すことができる内容とする。

態予理1覆]テ辱蛋讐五型ζ喜層議曇馨こ墨5]警981頭 F単」重橿嵯
イテう。
a 面接による支援                     .

:●生活習慣を改善するメリットと現在の生活を続けるデメリツトについ

:塀矢鵞馘 絋 躊 鰤
介し、有効に活用できるように支援する。

.  :笙
層讐信日黒啓裂奮F碁璽讐層鷲器濡畠賭について話し合う。
●̈ 動暉標・行動計画を生成する。
b 6か月後の評lIII
●6か月後の評価は、1固別の文」象者に対する保健指ゃの効果に関する

も

ヽ

.墨EE2Ъ 人の行動目標が達成されているかヽ身体状況や生活習慣に

変イしが見られたかについて評価を行う。

●必要に応じそより早期に評●時期を設定し 対象百
が自ら評価すると

ともに、保健指導実施者による評価を行う。

|しなお、評価項目は文」象者自身が自己評価できるような設Fo3を置≦。

⑤支援形態

a.7貫 |]ま
:番Iの名別支援、三は 1のレー多80碁以上の力 に プ支

援 (1グルごプは8名以下とする)。   、   .
b 6か月後の評価
: ●6か月後の評1面は、通1言等を利用して行う。

旦)「積極的支援」              ■         ′

らの生活習慣:驚:こ

'「

落猷詈

;:i憔 :1:[:[liti専 量1:

ることをめざすご                       '
②対象者                 :X」家・               改善が必要な者で、そのために専門健診結果・質問票からt生活習慣の改善が必要な百で、その7こ PIし尋門

●生活習慣と健診結果の関係の理解 メタポリッ

クシンドロームや生活習慣病|こ関す

:    機密性0
改訂案

対象者本人が、自分の生活習慣の改善点・伸ばすべき行動等に気づき、

自ら目標を設定し行動に移すことができる内容とするざ

詳細な質問票におし`て対象者の生活習慣や行動変容のステージ (準備状

態)を把握し、対象者の生活習慣改善を動機づけるために次に示す支援を

行́う。                              ‐

].面ζ彗』ff檀診結果この関1系の理解、メタバリツクシンドロームや生
活習慣病に関する知識の習得、生活習慣の振り返り等から、文J象者本人

●                     と
F「
の生活を続けるデ

● 栄養 運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な支援をする。
● 文」象者の行動目標や評価時期の設定を支援する。必要な社会資源を紹

: 瞥冒魯憬男農融避:FE3讐藤輩罫高品焔|こ]i、て話し合う。
● 対象者が行動目標・、行動計画を策定できるように支援する。   .
b 6か月後の評価             ｀
● 6か月後の評価は、個B」の文」象者に対する保健指導の効果に関するも

のである。          
′

● 設定した個人の行動曰標が達成されているか、身体状況や
=活
習慣に

変イヒが見られたかについて評価を行う。

● 必要に応してよう早期に評1面時期を設定し、対象者が自ら評|口すると
ともに、保健指導実施者による部価を行う。     _
● なお、都価項目は文」象者自身が自己評価できるように設定する。
⑤ 支援形態               .
a 面接による支援                ~
● 1人 20分以上の個:」支援、又は1グルァプ80分以上のグループ
支援 (1グループは8名以下とする)。
b 6か月後の部1面
● 6か月後の評価は[面接あるいは通信等を利用して行う。

(3)「積極的支援」

① 目的 (めざすところ)                   ‐

ら』翼』檀]3:ち楓り「碁をヵ冒層::畠鵞欝]l曾看[[霞虐舗電::冨1尋
動)に取り組みながら、支援プログラム終了後

には、その生活
ダ響管
でき

ることをめざす:

② ,」象者

健診結果・質問票から、生活習慣の改善が必要な者で、そのために専P5
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職による継続的できめ細やかな支援が必要な者。

③支援期間・頻度   ,
3ヶ月以上経続的に支援する。

④内容

詳細な質問票において
'」

象者の生活習慣や行動変容のステージ (準備状

鵜)を i巴握し、健診結果やその経年変化等から、対界者自らが自分の身体

に起こつている変イヒヘの理解を促すとともに、対象者の健康に関する考え

を受け止め、対象者が考える11来の生活像を明確にする。その上で、行動

変容の必要性を実感できるような働きがけを行い、具体的に実践可能な行

動曰標を対象者が選択できるよう!ご支援する。具体的に達成可能な行動目

標は何か (対象者にできること)優先i頁位をうけながら一緒に考え、メ」象

者自身が選lRできるように支援する。    「      ヽ
支機者は文」象者の行動目標を達成するために必要な支翠計画をたて、

行動が継続できるように定期的・継続的に介入する。

1積極的支援期間を終了すうときには、対象者が改善した行動を継続す

_るように意識づけを行う鰤要がある。

く初回時の面接に■る支攣〉     ,    :      :
●動機づけ支援と同様の支援

く3か月以上の継続的な支援〉

L∬勝輪颯鴨辮〕肝饗驚舗野
上の車
=を
実施することを必須とする。        .

この場合、支援Aを支援 Bにtあるいは支援 Bを支援Aに代えることは

できないものとする。

支援A(積極的関与タイカ

●取り組んでいる実践こ結果についての評価と再アセスメント、必要0き、
・行動目標・計画の設定を行う。三中間評価と

支援B(励ましタイプ)
●行動計画の実施状況の確認と確立されだ

/flr動
を維持するために賞責や

励ましを行う。

く6か月後の評価〉          、
●6か月後の評価は、1□月」の文J象者に文まする保健指導の効果に関するも

のである。

●設定した個人の行動目標が達成されているか、身体状況や生活習慣に
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変化が見られたかについて評価を行う。

●必要に応じてより早IIEに評価時期を設定し、対象者が自ら評価すると

ともに、保健1日導実施者による評価を行う。

●継続的な支援の最終回と一体的に黒btしてもい

⑤支援形態

く初回時の面接による支援形態〉

●動機づけ支援と同様の支援

く3か月以上の継続的な支援〉

支援A(積極的関与タイプ)

●イロ別支援∧、グループ支援、電話ハ、o―mJlAから選lRして支援する二
ととする 佃 話 A、 e ma‖Aとは、o‐man、 FAX、 手紙等により(初

′ をいう)。    1
支援B(励ましタイカ
●個
=J支
援 B、 電話B、 o―ma‖ Bから選択して支援することとする{電話B、

o二mttBとは、o一mJl、 FAX、 手紙等により、支援計画の実施状況の確

認と励ましや賞賛をする支援をいう).

く6か月後の評価〉 ヽ

●6か月後の部価は、通信等を利用して行う。

●継続的な支援の最終回と一体的に実施しても構わない。

⑥支援ポイント

●|□ 8」支援A
基本的なポイント

最低限の介入畳 :

ポイントの上限 :

●1固 B」支援日

基本的なポイント

最低限の介入畳 :

ポイントの上限 :

:5分 20ポイント
10分
1回 30分以上実施した場合でも120ポ イントま
でのカウントとする。

i5分 10ポイント        
｀

5分 ■           .
1回 10分以上実施した場合でも 20ポイントまで

改訂案

変化が見られたかについて評価を行う。   ‐

● 必要に応じてより早期に副極時期を設定し、対象者が自ら評価すると
ともに、保健指導実施者による評価を行う。          .
● 継続的な支援の最終回と‐体Ol」に実施しても差し支えない。    ・

●・ 中間評価や6か月後の評価の実施者は1初回面機を行つた者と同一の

者とすることを原員」とするがこ同■機関内であってt組織として統二蘭
.

な実施計画及び報告書を用し`るなど:保健指導実施者間でギ分な情報共

⑤ 支援形態
く初回時の面接による支援〉

● 動llaづけ支援と同様の支環              
｀

く3か月以上の継続的な支援〉   ‐

ても差し支えない:｀

た支援を行う。                    .
● 個方」支援∧、グループ支援、電話A、 e―mttA(o― ma‖、FAX、 手
紙等)なら選lRして支:肘る。

B(励ましタイカ
● 支援計画の実施状況の確認と励意じや賞賛をする支援をいう。
● 個BU支援 B、 電話 B、 e―manB(0-ma‖、FAX、 手紙等)から選択
して支援する。

く6か月後の評価〉               …

● 6か月後の評価は、面接又は通信等を利用して行う。

⑥ 支援ポイント
‖口別支援バ  基本的なポイント:5分 20パイント
i        最低限の介入量 :10分

ポイントの上限 :1回 30分以上実施した場合でも 1
20ポイントまでのカウンドとする。

基本的なポイント;5分 10ポイント

最低限の介入量 i5分

ポイントの上限 ;1回¬o分以上実施した場合でも
20ポイントまでのカウントとする。
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のカウントとする。

●グループ
=援
     ‐

｀
基本04」なポイント:10分 10ポイント
最低限の介入量 ;40分
ポイントの上限:l Enl1 1 20分以上実施した場合でも120ポイントま
 ́         でのカウントとする:
●電話 A
基本的なポイント;5分 15ポイント
最低限の介入量 :5分
ポイントの上限 :1回 20分以上実施した場合でも 60ポイントまで

| のカウントとする。
●電話 B            

‐        ｀

基本的なポイント:5分 10ポイント
最低限の介入量 ;5分      ´
ポイントの上限 ;1回 10分以上実施した場合でも20ポイントまで

のカウントとする。

●e―mallA
・ 基本的なポイント :1往復40ポイント
最低限め介入童 :1往復

●e―ma‖B               _
本的なポイント:1往復5ポイント
最低限の介入量 :1往復

:

⑦留意点

(支援ポイントについて)

島暑黒斗ワ?舌響a豊覆彩慈ぉ薯8b最暑垢場移?薔看「行:・
場合、

・ 1履母編謂旨腹甕:V話滋註
1揚
曇t駐言濃易島星ヾ曇層民「膏

門的知

●電話又は o―manによる支援においては、双方向による情報のやり取り
(一方的な情報の提供 (グームやメーリングリストによる情報提供)は
含まない)をカウントする」                   j含まない)をカウントする」                   j
●電話又はo‐mJIのみで継続的な支援を行う場合には、o一商a日、F∧ X、
手紙等により、初回面接支援の際に作成した行動計画の実施状況につい…
薦理轟ξ925沐信製ξ臨 i饒魔衛翻瓢爆出膿
援としてカウントしない。

機密性O
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ついて)

●行動変容ステージが無関心期、関心期の場合は行動変容のための動機づ

けを継続することもある。

③積極的支援の例

a 支援パターン上 (個別支援を中心とした例)
b 支援パターン2(イロ

=U支
援と電話を綱み合わせた例)

Q 支援パターン旦 (電話、o・manを中|じとした例)

⑨特定保健指導支援計画及び実施報告書

⑩行動計画実施状況把握のためのチェックリストの具体的な例

30

改口T案

の継続について)

関心期の場合は行動変容● 行動変容ステージ (準備状態)が無関,い期、
のためめ動機づけを継続することもある:

③

ユ      t      :…

L―支援パタ
ニン2(1固別支援を中心とした例)(表 3■5)

Q 支援パターン旦 (個別支援と電話を組み合わせた例)(表 3二 6)
d 支援パターン4(電話(e―mJを中心とした例)(表3-7)

◎ 特定保健指導支援計画及び実施報告書 (表 3-8)

⑩ 行動計画実施状況把握めためのチェックリストの具体的な例(表3-9)



機著性〇

鋼 1ターン」

鰈
臓
さ

ご猷
■if難

:壺
`:器翻

迦
．睡

１
一

０

一
　

　

　

ｒ

嘩
　

一

20

縣 i

③ 乗曹f国護 荘 鰤 麟 繭 秘 蛉
穂

④ 苅繭 茄 鵡欄 繭 師 猛 議 離 遁 嵯

赫 獅 口鵡 訪 動

…

ち
面 る. :          i

―

ギ

枷一壁
2 2遇推 撤 10 30 30 ① 鍋 繋 搬 距 り]]ヽ い ると属諏要討島含

旦 1劇電後 ch』 A 1 40 Ю
一

一４
一 2か月後 』̈
一

10 40 110

５
一 ―

lA 1 “
一

０
一　　一一　　　　一一一一　　　　一一一一・

6 3か月後 轍 10 30 180
獅

７
一
6か曜

① 自別売黙餞嵌堅卵に霊叱が見られたぶこついclE

醜 ・  _

ｒ
∞

（Щ
寸
＝
２
簑
眸
）
ｅ
市
趣
じ
ヽ
い
ヽ
日
ヽ
辮
標
撃
堅
・
ヽ
理
姜
ｇ
赳
緊



‥
” ヽ 計 ｍ ゝ ヽ ― ヽ い Ｌ 醸 翻 む 第 醇 田 面 塾 じ バ 団 ¨ 輛 蹴 研 ■ ９ 町 ∈ 討 ３

標
準
的
な
健
診
・
保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム
(確
定
版
)(
平
成
19
年
4月
)

瑠 自

詭 爺 彗

淵 舗
副
箇

N
O
い
ヽ
ω
N

1旱
1

０ こ Ш 恥

ω け 酬 藤

Ｎ け 油 勝

ユ け 輌 藤

Ｎ 酪 『 勲 膝

O

11
11
1・
::

埋
I

ｏ ■ Ｒ 』 ∞

当 副 露 齢 ′

ｏ ■ ■ 当 ∞
]最

酪 詢

｛ 圏 晟

Ｎ Ｏ
Ｎ Ｏ
い

い ０

O
∞ Ｏ
0
∞ ０
二 〇

ユ ０ ０

∞ ０

・ 雄 ・ ´

■ 代 マ ７ ．

´ ● 駄 単 ■

い 〇
ユ ｕ

ユ Ｏ

ヽ マ ７ ・

Ｏ 虹 量 ≧ 聟 轟 渤 醐 璽 磯 彙 Ｓ Ｓ 史 爵 諄 膚 Ｕ コ 曇 輌

間 が

Ｏ 博 翻 脳 賞 馘 も 間 や Щ 響 〆 軸 嬬 嵩 封 皿 腱 炒 ド 贈

０ ユ 艶 酒 周 囲 Ｄ 　 　 一

０ 渡 攣 画 県 ３ 町 融 馨 縫 耐 直 晰 疑 硼 響 日 離 阻

凛 Ч 脚

０ 融 邸 画 Ω 赳 ョ ｑ 豆 醜 辟 癬 町 勝 尉 軸 螢 撃 器

叫 出 ば 呂 鴻 聾 萬 熙 黙 罰 ｐ

○ け 馳 封 針 醐 翠 郷 ユ 螢 Ｓ 麟 濯 蹂 Ⅲ 団 圏 Ｓ

脇 Ｓ ｒ ｘ 筍 執 Ｌ ヾ ヽ で マ ７ ロ ー ＞ ‘ 時 翻 暇 耐 沸 摯 鳳 出 叫

き

獅 も 開 喩 韓 》 ０ じ 劇 醤 艶 咄 せ 稲 鐸 籠 騰 円 け が

続 ） い Ｌ 閣 堕 頑 図 悩 購 叫 Ｏ Ｘ Ｃ マ ア 針 調 口 じ 肝 酬 戯 臨 型 Ｌ ０

¶ Ｘ Ｌ て Ｔ 南 Ｕ ぐ パ 劇 臨 可 い 。

◎ 波 甲 圃 扁 卿 減 瓢 醒 轡 逸 咄 赳 浦 戯 熙 露 Ｓ 離 晰

耐 叫 が

０ カ 剛 露 軸 罰 理 担 尉 避 曽 鰍 世 間 申 鏑

射 肝 熙 饉 酬 器 野 ｒ 耐 撃 鱗 判 宵 碑 が 力 史 ０ は 硼 ，

ｐ

〇 一 諸 攣 固 螢 昴 曹 日 腱 い
，

バ 壼 蜀 Ч が

（ ｇ 　 酔 』 ］ 鵬 醸 型 υ 齢 Ｒ 】 脚 Ｓ ′ 「 酬 帰 ］ □ 署 ｇ ｕ 口 鮒 ｗ ロ ロ ー
ー ￥ ‘ ０ ０

渤 調 野 ほ 醐 Ｃ ” ｕ ｏ

〇 一 斜 罰 岬 針 針 世 興 出 舗 ］ 聴 １ヽ ， 醸 師 古 樹 器 爵 叫 脚

|■
|:
1'
:|

l 
i1
11
1

改
訂
案

|

』
摯 雪
耐 対 稲

己 回
目 購

N
0
0
ヽ
ω
N

油
:

０ 世 硼 ボ

ω ジ 硼 藤

Ю け 呻 暉

ユ 整 硼 ぶ

Ｎ 腑 部 螢 膝

Ｏ 　 、

● ヨ Ｒ Ｌ ロ

副 風 ド

２ ヨ Ｌ ●

〓 製 出 泄 雨 ＞

■ コ 願 ョ
讐

配 品

灘
Ｎ Ｏ

Ｎ Ｏ
0

Ｎ Ｏ

熱
い
∞ 〇
O
∞ Ｑ
ユ Ｏ

郵
コ ０ ０

∞ 〇

朴 １ 部 真 ヘ マ ７ ● 一

Ｎ Ｏ
４ ０

ユ ０

〇 興 こ ｇ Ｏ 鱗 躙 麟 面 堕 ５ 罰 颯 品 受 ＝ ￥ バ 耐

群 が

０
Ｄ

調 卵 図 涌 露 脅 ⊇ 蠅 よ 勝 肝
断 齢 日 ヽ ロ

購 目 ｂ 監 圏 耐 議 謝 叫 夕 酎 登 口 瑯 澪 各 国 叫 Ｃ 由 ｍ ｕ ｏ

0 冊 腑 麟 威 耐 禰 郎 機 測 慢 習 翼 せ 皿 洒 Ｘ 貸 ■ Ｌ ヽ ヽ マ マ

７ ロ ー ＞ ‘ 世 酬 畷 顧 旦 口 暫 Ч 叡 盗 麟 Ｄ 隈 り 肝 酬 勝 ■

３ 獅 も 尚 爺 諄 ン タ ば 脚 殷 ド ほ 鮮 網 馨 躍 燿 犀 ｍ

壼 願 圏 朧 ピ 艘 脇 雌 ｂ ぼ に ド い い 喩 鵬 諄 膠 朧 踊

意 酎

曽 師 鵬 懸 陰 ｂ ｒ 肝 酬 硼 崩 働 留 ｍ 叫 Ｏ ｘ Ｌ ヽ Ｔ 住 鋼 ｎ Э

眸 島 刈 興 蟄 ｑ 馬 Ч Ⅶ Ｘ 」 ヾ ７ 日 ０ こ 「 網 艘 岡 肉 冊 閃 歴 ｎ Ｍ 町

肺 叫 が ・

滞 ・

辮 叫 Ｏ Ｆ

清 輛 嘲 域 回 面 蓼 動 濁 ョ 曽 嬌 舗 餅 鶴 叫 が や 醐

働 醇 ” 踊 苅 釉 い つ
，
図 臨 踊 日 郁 避 ｎ 訥 甜 ｄ ＝ か 肝 ｏ

百 颯 騨 が

事 麟 占 国 漱 蓄 副 円
，

コ 聾 日 か

い 陥 糊 理 “ ｕ 輛 も 高 ｇ ｒ ｎ 醐 吊 朧̈ 賀 鮨 壽 国 嘔 鐘 い ０ こ ゴ Ｏ Ｌ

艶 暉 針 田 ｃ ① ｕ ・

澄 雨 酬 針 針 強 曇 刊 躍 Ш 摘 ・ 耕 蒲 即 回 籠 ゴ 爵 叫 か ｏ

0
◎

0
◎
○

0

Ш 祗 Ｓ Ｉ マ Ｎ （ 醸 熙 薫 搬 鏑 円 勲 ） ｄ 回 淵 餌 殷 薔 晨 辞 ｇ ｎ ｇ

藤 詳 昨 ○

|

32



支援パターン旦

`継

詢椰な翅ロコ

“

π誕追岐援臨 を組蕩舒けUヨ
"

｀
「    表3越

熙
駐
誉

蕪 灘 継響
|111議

r轟
"
rント「
,=11

“

麺
醸

1 0 クしニプ

聾

80 ① 生活習慣と健診結晶の判梁以堅魚メタポリックシン

ドロー

…

選黎奴掘劇の豊歓生活習慣

娠 り返り皇就N■

―

乙     t
②

夢 &
③
驚
④ 対麺 術 鑢

―

乙 嘘
届饉ヨ源新 し塾鐘塁歩動E甜嵌憲凛 う
1蒻 乙
⑤ 優言・優副尉則翻里こ

=ル
Gヽ男班河曖ζ

⑥ 聟 飾 り返り、― 標や副憲閣瑠こついてグ
ループメントと話し合ユ   ~
⑦ 対象者とatrcl人すコ籠諏副計支援計画日悔

鰤
醒
〓

2 2雖 魏 5 10 10 ① J旺習貿振 り返りをfル 2ヽ日讀澪,6と罰こえ
"宏

3
は 行動目標・1蒐日恒の画薮奎至直三中曝調の。

0鴬箋週コ痔αヨ型弊ヒ放∃鰊
をする
Ω 行笏 α鶏勧Uヒ羅謎 釧 回調 先 行働
や取り組みを維持するために動 しを行う。

3
1か月後

珈 20 60 60

4 輌ヨB 1 5 15

5 2か月後 臨鰤
20 60 120

6
3か電後

師ヨB 1 5 20

7 ¨ 10 40 160
謳

8 6か月後
0身掘測釈略男習側こヨヒ幌られたかこ勧て確
臨     

′

”
∞

b支柳 タヾーン2G鋳制力崚聾拒おい1椰調囃 と電話を組み合わせため

（Щ
ヽ
せ
９
饉
辟
）
盆
繭
』選
）
く
い
ヽ
日
ヽ
織
編
翠
半
・
櫂
理
０
こ
■
軽

撻揮■■F●ヽ1藝| ， 評
■■■子話籠インド |■■

1瀾三
錮
醸

1 0

”」躍
80 ① 島習 慣と

極り、メタポリツクシントロ=ムや生活習慣病個関す

―

⑦動 詞懃 R笠 濁 Ю
振り返り割 ら           る
② 生活習慣を改善するメリットと現在の生活嚇 ける
テメリットに■ 可ヽ錘F"義
③ 茉量 ,

を菟
④ 鳩起Oo班諸詳副耐議蛇殻む魯泌け乙 2寝
な社会資源を橙介臥

―

うにも増す
る          |
⑤ 体重・題B聟劇極、1‐ てヽ開肘亀
⑥ 生活習慣C娠り返り、行量自緩劇調醒嗣謝こ光てグ
,"ヌ ントとおし含う
⑦ 対象者ととuこ 1人ずつ行動目標・,粥馴順曜作成す
る

鶴

醒

2 雛 都 5 10 10 ① ¨ 返り智]ヽ ¨
中 JFした期盟ご&
Ω 中鼎 畦

"。Ω 東壼・運鵬望珪括獣印亮目J狸諏実高解藍藝
夢 乙     |
④ 行]情極郵α実腱ψ晰

“

明遥霊と整迪壁才■ヨラ動称
するに越だJ鬱欧域荻夫しを行う。

3
1劇]後

聯 20 60 60

4
「
―
lB 1 5 15

5 2か腋
電盲,ヽ

l― 20 60 120

6
3劇雅
_nB 1 5 20

7 峨 A 10 40 160
輸
8 6か月後

① 身体導夢次牲妥発罰則配目い見られ勧 について確
訂 乙



機密性〇



改貫T案

¨̈
嘔”̈

∞
　

酬

Ю
　
　
　
　
６

出助̈
鵬ｍ

鵬ｍ　″川



機密性O

標準的な健診・保準指導プ甲グラム (確定版)(平成 19年
4月 )

③特定保健指導支援計画友び実施報告書
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⑩行動計画実施状況把握のためのチェックリストの具体的な例
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

4と実施にあたつて

①プライパシーの保護について    ̈ ■
保健指導の実施に当たつては、プライパシーの保護に努め、対象者が安0し
て自分めことを話せるような環境を整えるここ。

1

②個人情報保護について

健8多データ・保健指導記録は個人情報であるため、

情報保護法や個人情報保護に関する条例等に基づき、

0フォローアップについて    '

それらの管理方法は個人

適切に扱うこと。

支援終了後にも、対象者からの相談に応じられる仕組みをつくること。

④積極的支援における保健指導実施者につしヽて

糖尿病等の生活習慣病の予備群に
'」

すう保健指導は、個人の生活行動、行動

 ́ の背景にある健康に対する認識、そして価値観に働きかける行為であり、保健

檀漏i認:言浦野11窮晋響計3喜督監]]雪u暑ぶ鞣ξ38Ettξし写
⑤保健指導の文」象者呼ついて

糖尿病等の生活習慣病の予備群にメ」する保健指導||、 対象者の行動変容とセ

ルフケア (自己管理)ができるようになることを目的とするものであり、1果健
指導を実施する際には、家族等代理者ではな <、 文J象者に直壕行うこととする。
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定III)(平成 19年 4月 )

(5)望ましい保健指導

前項は、効果的な保健指導の理件存今後黎理してい<にあたつて、最低限実施すべ

き支援を整理したものであるが、参考例として、
′
これまでの事例等から望まL/いと考

えられるパターンを以下に示す。・

12「積極的支援」

①支援期間                     _      ,
●6か月間の実施

②支援形態     :
●初回面接

●文」面による中間評価                        、

●文J面による6か月後の評価

●6か月後の評価まで、電話、e― nna‖ を利用し1月 1回メ上の支援

③支援内容

●生,舌習慣の振り返り

0行動目標及び支援計画の作成       ・

●生活習慣改善状況の確認

●食生活及び運動に関して体験を通した支援           '
●歩数計などのツールを使用した支援

④望ましい積極的支援の例

」L6か月にわたる継続した頻回な支援の例
峯ユ健康増進施設{例 i水中澤動、ジム等)を,用した例       :

改言T案

する:

3-5

支援期間

②

●6か月間の実施
支援形熊

●初回面接

③ 支援内容

40







標準的な健診・保偉指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

(6)保健指導のプロセスと必要な保健指導技術

保健指導のプロセスに沿つて効果的な保健指導技術の展開例を示す。

① 保健指導の準備 ―
豊保健指導の環境整備

「  ・対象者のプライパシーの確保、話しやすい環境設定を心がけて、場を設
` 定する。           ~
・対象者にとつて都合の良い時間帯の設定に配慮する。    、
・実現可能な1人あたりの時間を設定する。

ュ資料の確認               、
・健診データ、質問票、前回までの保健指導記録等を読む。 「

. 豊対象者に活用できる資源のリストの準備
・教材、指導媒体、社会資源等のリストを準備する。     

「●保健指導担当者間の事前カンフアレンス            _
・担当者個人の莉断による指導を避けるために、必要に応して指導内容を

担当者間で確認しておく。

②対象との信頼関係の構築                   :
●自己紹介            1 ‐

・さわやかな挨拶をする。     、
・保健指導実施者としての立場や役割、目的、タイムスケジュ

ニル等を説

りをする

|  ・対象者の話すスピードや理解の度合いを把握ぃ そのベースを大切にす
る。  、               、
,緊張感等にも配慮しながら、必要に応じてユーモアを入れたり、具体的

_例示等を盛り込んで、話しやすい環境に近づける。

③アセスメント (情報収集・判断)     ●
■対隷者の準備段階や理解力、意鉢の確認 :          _

。今回の健診結果とその推移を確認する。

・健診結果のもつ意味を本人と,緒に確認する。
・家族歴や家族め状況等を確認し、疾病や健康に対する関むを探りながら

話す。                          .
・健診結果を活用し、データと病態との関連が理解出来るよう崩盟する。

その際、対象者の関心の度合いや理解度を考慮し、教材を選択し、́絵を

~     
機密性○
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3-6 保健指導のプロセスと必要な保健指導技術
保健指導のプロセスに沿つた効果的な保健指導技術の展開例を示す。

① 保健l旨導の準備     :
1と保健指導の環境整備
・ 対象者のプライバシーの確保、話t/やすい環境設定を心が1ブて、場を設

「
定する。

・ 対象者にどつて都合の良し■寺間帯の設定に配慮する。
・ 実現可能な1人あたりの時間を設定する。
2と資料の確認   _
・ 健診デ=夕、質問票、前回までの保健指導記録等

の内容を確認する:

ュと対暑者に活用できる資源のリストの準備          、
・ 教材、指導媒体、社会資源等のリストを準備する。         し
4と保健指導担当者間あ事前カンフアレンス
・ 担当者個人の判断による指導を避けるために、必要に応じて支援内容を
複数の担当者間で確認しておく。

② 対象との信頼関係の構築        .
■と自己紹介
さわやかな挨拶をし、対象者の名前を確認する。
・ 保健指導実施者としての立場や役害」、目的、タイムスケジュール等を説;  
明する。                           ・

~

2と話t/●すし`雰囲気づく0              -
・ 非言語的アプロ‐チを含めtねぎらいと感謝で迎えるなどあ雰囲気づく

りをする
. 対象者の話すスピードや理解の度合いを把握し、そのペースを本切にす
妥う。                                                            ′                                  :

‐ 緊張感等にも配慮しながら、必要に応じてューモアを入れたり、具体的
例示等を盛り込んで、話しやすい環境に近づける。

③ アセスメント(情報収集・判断)
上と
'す

象者の準備段階や理解力、意欲の確認
・ 対象者が面機自■を理解してしヽるかを確認する。.        :
。 今回の健診結果とその推移を確認するL    I
・ 健診結果のもつ意味を本人と一緒に確認する。
・ 家族歴や家族の状況等を確認し、疾病や健康に対する関心を探りながら
話す。

・ 健診結果を活用し、デ‐夕と病態との関連が自分のこととして理解出来

るよう支援する。その際、対象者の関心の度合いや理解度を考慮し、教材



機密性0
標準的な健診・保健1旨導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

描くなどしてイメージを持たせる。
｀

・他の検査結果とも関連づけながら、予防に向けての関心や注意を促す。

●これまでの生活習慣についての振り返りと現状の確認   ヽ

「
:文」豪者とこれまであ生活習慣を振り

「

り、生活習慣と健康や検査結果と

の関連について理解しているか、対象煮の関ぃの有無青を把握する。

・現在の生活習慣や健康状態の確認を行う:

・対象者の行動変容のステージの段階を理解する。

お対象者が考える現在の行動変容のステージにっいて尋ね、関心のある午

 `  ころから話を始めていく。
・生活に即した日標設定のため|き、職業だけでな<、 職場と家庭との距離

や職業以外の日常の運動量を確認する,また、習慣的な食里量⊇圃食、

飲酒等についても確認する。

④気づきのにし

●生活習慣を改善することで得られるメリットと、現在の生活を続けること

のデメリ

'卜

の理解の促し だ
。検査データが悪化した時期の生活を確認する。

・健診結果やこれまでの話の中から、生活習慣の改善の必要性を実感でき

るよう導く。                 「
.対象者の食習慣にあわせ、自分の食行動や食事量と改善目標とする食行

動やヽ事量 (例えば、1口食や飲酒量な
ど)との違いを確認Fき

るように

促すも

・毎日実施することが難しそうな場合は、週に何回か実施することでもメ

リットがあることを説明する。

・無関心期の人には、例え目標設定まで至らなくても、日常生活に目を向

けられるように促臥メタポリックの病態や予後についての意識つけを

行う。

二よい生活習慣と悪い生活習慣の比較    ~  i
・自分の身近な人での出来事など本人の気になる健康習慣や病態を伝え

る 。

・健康でいることの人事さを教えてくれた人の例を話す。  1
豊グループワークの活用    ′
・グループワークめ場合はグルァプダイナミックスを利用して、気づき

■ が自分の生活状況の表現のきつかけになるふうにする。
・対象者力ヽ グループワークでお互い共有できる部分があることを知るこ

とで、仲間とどもに具体白」な生活改善に取り組もうとする意欲を促す。

44

を選択し、絵を描くなどしてイメージを持たせる。

・ Lの検査結果とも関連づけながら、予防に向けての関iいや注意を促す。
2)これまでの生活習慣についての振り返りと現状の確調

‐1宦配ち7鍵縦穏「η翼稔Z鵞鍋膨果
と

, 現在の生活習慣や健康状態の確認を行う。
・ 本人の日常め努力や取り組みを確認し1評価する。|
・ 対象者の行動変容のステージ (準備状態)の段階を理解する。
・ 対象者が煮える現在の行動変容のステージ (準備状態)について尋ね、

関心のあるところから話を始めていく。
・ 生活にRPした目標設定のために、職業だけでな<、 職場と家庭との2E離

や職業以タトの日常あ運動量を確調する。また 、ヽ習慣的な食事時間や量、間

食習慣、喫煙習慣、飲酒習慣等についても確認する。

④ 気づきの促し
」と生活習慣を改善することで得られるメリットと、現年の生活を続けうこ

とのデメリットの理解の促し

検査データが悪化した時期の生活を確認する。
・ 健診結果やこれまでの話の中から、生活習慣の改善の必要性を実感でき

るよう導く。

・ 対象者の食習慣にあわせ、自分の食行動や食事量と改奉日標とする食行
動や食事量 (例えば、間食や飲酒量など)との違いを確認できるように促

す。                       _
・ :生活習慣あ改善によりですぐ|ヒ得られる富1次的効果が期待てきること|を

伝える。
ミ

「 毎日実施することが難しそうな場合ば、週に何回が実施することでもヌ
リツトがあることを説明する。        |
・ 無簡心期の人には、lF」え日標設定まで至らな<ても、日常生活lt~目を向

けられるように促し、メタポリックシントロームの病態や予後についての

…意識づけを行う。  r
2)よい隼汚習慣と悪ぃ生活習慣の比較∠ソよい■

'ロ

ロ頂CttVi土′●‐憬ψルし駆
・ 自分の身近な人での出来事など本人の気になる健康習慣や病態を伝え
る。                 ́   ′   「
・ 健康ていることの大事さを教えてくれた人のlF」を話す。

:旦11劣だ352蛉は勿し_プダイナミックスを利菖し
=気
づきが

自分の生活状況の表現のきつかけになるようにする:

・ 対象者が、グループワークでお互い共有できる吉β分があることを知るこ
とで、仲間とともに具体的な生活改善に取り組もうとする意欲を促す|



標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

⑤対象者の自E3の健康行動と、科学的根拠のある方法の理解の促進及び教材の

選定             ■

豊対象者の行動変容を促すことができるような教材の選択

 ヽ ・対象者が体に起こつている変イヒを実慇し、現在の健康状態を理解出来る
ような教材.
・運動によるエネルギー消費量と、よく食べる料理・菓子・アルコール等

のエネルギニ量を一緒にみながら考えることが出来るような教材。
。これまでの生活習慣について、何をどう変えたらよいのか、そL/てこれ

なら出来そうだと実感できるために、 1日あたりの生活に換算して示せ

るような教材。        .
・習慣イヒしている料理や食品などから、エネルギーの過乗」に寄与し、か

つ対象者が生活習慣の改善として豊け入れやすい教材。例えば、甲理

法 (揚げ物等)、 菓子・嗜好飲料 (ジ El~ス、缶コーヒー、フルコール等)

の量とエネルギー答との関係なと。       1
二教材を一緒に見ながら、生活習慣病に関する代謝のメカニズムや内臓1旨

:  距と食事 (エネルギーや栄養緊等)の内容との関係について説明する。

■嗣在の生活習慣における問題点への気づきがみられた際には、自らがそ

の問題点について改善が必要であると自覚できるように、その問題点に関

:頸 l鼈鯰 言「
飢  ■

●自己決定の促し

・日々の生活のいで実行出来、また継続出来るよう、より具体的な目標を

設定できるよう促す。
・本人が考え、自己表現出来る時間を大切にする。

二行動化への意識づけ

・市て″目標を見やすい場所に明示しておくなど、行動イしへの意識づけを
促す。・

・立てた目標を家族や仲間に宣言する機会をうくる。

媒体等の紹介

⑥目標設定

機密性〇         ‐
改言T案

きうかけになるよう支援する.

⑤ 科学的根拠に基づく健康行動の理解促進及び教材の選定

上と対象者9行動牢容を促すことができるような教材の選択
・ 対象者が体に起こつてしヽる変化を実感し、現在の健康状態を理解出来る

ような教材。
・ 運動によるエネルギー消費量と、よ<食べる料理・業子 ,アルコール等

のエネルギー量を一緒にみながら考えることが出来るような教材。
。 これまでの生活曽慣について、何をどう変えたらよいのか、そしてこれ
■  なら出来そうだと実感できるために、1甲あたりの生活に換算して示せる
ような教材。                        

「・ 習慣化している料理や食品などから、エネルギーの過栞」に寄与し、かつ
対象者が生活習慣の改善として受け入れやすい敦材。例えば、調理法 (揚

げ物等)、 菓子・嗜好飲料 (ジh―ス、缶コーヒー、アルコール等)の豊
とエネルギー等との関係など。

2と教材を二緒に見ながら、生活習慣病に関する代謝のメカニズムや内臓E旨
肪と食事 (エネルギーや栄費素等)の内容との関係について説明する。

こと現在の生活習慣における問題点への気づきがみられた際には、自らがそ

の問題点について改善が必要であると自覚できるように、その問題点に関

する加齢の影響などに関して専P5的な支援を行う。

4と効果的な食事・運動の根拠について説明する。

◎ 目標設定
||)●減量め数値自標あ具体化   ■
|■ヌタポウラクラントロニム改善の臨 ξ体重の4～ 5%の減量で効果が
期待できること、しヽうたん体童を減量しだ後は:そめ維持が大切であるこ
とを説明する」

2と自己沐定の促レ
・ 日々 の生活の中で実行出来、また継続出来るよう、より具体的な目標を
設定できるよう促すど

, 本人が考え、自己表現出来る時間を大切にする。
3と行動イヒヘの意識づけ       =   '
t 目標達成め自信を確認し 達成のために障害どなる場合を想定した対処
法を文J象者とともに著える。

・ 設定した日標を見やすしヽ場所に明示してお<などご行動イビベの意識づけ
:  を促す。
・ 設定した目標を家族や仲間に宣言する機会をつくる。
1・
 :セルフモニ57ウンタの意味と効用を説明するlI

4`)社会資源・媒体等の紹介
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機密性○

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

1具体的な指導媒体、記録表、歩数。Iなどを紹介・提供する。

・健康増進施設や地1或のスポ
=ツ
タラフ、教室等のプログラムを紹介する。

・地域の散歩コースなどを消費エネルギ
=が
わかるようにEE離・アップダ

ウンを含めて提示する。     1
・地域の教室や自主グループを紹介する。

⑦継続フオロー

酬 続フォローの重要性の説明と了解

・失敗したとしても、やり直せることを伝える。
,これからも支援してしヽくという姿勢・こちらの思いを伝える。

■支援形態の確認

「・面接、電話、e―malk FAXなどの具体的な方法を確認する。   :
豊目標の再確認

・ 1回設定した目標の達成度を確認する。

中間評価のB寺に自分の自標のところまで到達したことを話してもらえる

ような関係作りをしておく。

一 日標に対する到達点を対象者にも評価してもらう。

・成果を目に見える形で対象者が感じられるように気づかせる。

③評価 (3～ 6ヶ月後)

o自標達成の確認
.これまでの目標達成状況、取り組みの満足度などを確認する。

・期間中の保健指導が、対象者の生活にとつてどうだつたかを確認できる

ようにする。

・今後の目標の提示を促す。

改訂案

・ 具体的な指導媒体、記録表、歩数計などを紹介し、可能であれば提供す

る。        _
・ 健康増進施設や地域のスポーツクラブ、教室等のプログラムを紹介する。

・ 地域の散歩コースなどを消費エネルギーがわかるように距離・アップダ

ウンを含めて提示する。

地域の教室や自主グル■プ埜どを紹介する。

⑦ 継続フォロー
■と継続フオ甲―の重要性の説明と了解              .
・ 継続したフオロニを羮施することでぎ対象者め状況を把握し、適切な行

―

11対象者の負担とならなしヽ程度の17ォ由t頻度をあらかじめ確認しご設定
しておく
`         

 ́       、

・ うまくいかない場合があっても、やり直せることを伝える。
。 これからも支援していくという姿勢 。こちらの思いを伝える:
2)支援形態の確認ヽ
・ 面接、電話、eimak FAXな どの具体的な方法を確認する。
3)日標の再確認
。 事力じてしヽること、'達成感を感していることを言語化してもらう。
・ 1回設定した目標の達成度と、実行に当たって障害がなかったかを確認
する。
・・ 目標以外に実行したことを確認する。
, 中間評価のBすに自分の目標のところ事で至」濤したことを話してもらえる

ような関係作りをしてお<。

・ 目標に対する至」達点を対象者にも評価してもらう。
一成果を目に見える形で対象者が感じられるようこ堂値坐饉調上ユ泣笙Ω
変化に気つかせる。
・ 本人の努力を評価し、ほめる

「・ 白標か津成できなかうた場合はt現実にあわせた実行できる目標に修正

していく:: `

③ 評価 (3～ 6ヶ月後)       1   '
lΣ目標達成の確認             「    

‐

・ これまでの努力を労い、日標達成状況、取り組みの満足度などを確認す

る。

期間中の保健指導が、対象者の生,舌にとつてどのような効果をもたらし

たかを確認できるょうにする。
目標の提示
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

・支援レターを送付する。

・う螢の予定を説明する。
■lB人の健診データの評価

・次回の健診デニタ等を活用して、客観的な評価を行う。

【指導実施における留意点】

*教材を使用する場合、その効果を確認立二教材の改善に繋げていく。   、

*保健指導の内容や相手の語ったエビツードなどを記録して次回の保健指導ば役

立てるよう、事例を蓄積する。

機密性O                        J

を促す。           、
:=今後ざセルフケア|(自己管理)Iを行ちていくことべの意思を確認する1
・ 減量した場合tリバウントの予測と対応にうしヽで助言する。
・ 支援レターを送付する:                ′

・ 今後の予定を説明する。
2と個人の健診データの評価
・ 毎年、必ず作診を受診するよう促し、次回の健診データ等を活用して、

客観的な評価を行う。

【指導実施における留意点】                _
*教材を使用する場合、その効果を確認           教材の改
善につなげてい<。         _
*保健指導の内容や相手の語つたエピソードなどを記録して次回の保健指

導に役立てるよう、事例を蓄積する。       _ ■
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(7)保健指導の末実施者及び積極的支援の中断者への支鐸
―  保健指導実施率は高めることが望まししヽことから、医療保険者及び保健指導
実施者壼連携し、全ての対象者が保健挿導を受けられるように努力するごとが

必要となる。

しかしながら、何らかの理由により動機づけ支援の対象者、積極的支援の対

象者の中に、保健指導を受けない者・中断者がいることも想定される。その際

には、例えは次のような支援力泌要になると考えられる。     ´
●保健指導実施者は、対象者が保健指導を受けなかつた場合、電話、o一mdk
FAXな どにより宇施予定日から1週間以内に連絡し、指導奮受けるよう

に促す。

●保健指導実施者が連絡したにも関わらず、保健指導を受けない場合には、

医療保険者に連絡し、医療保険者も保健指導を受けるように促す。

●動機づけ支援及び積極的支援の初回時において、連絡したにもなかわっす

保健指導対象者が保健指導を受けない場合は、「情報提供」支援は必ず実施

することが必要である。         ヽ
●積極的支援においては、支援内容や方法、日時等について保健指導の計画

を作成する際に十分な話し合いを行い、計画にっいて対象者が十分に納得

することにより、保健指導の終了まで継続的に支嬌できぅように工夫する

ことが必要である。

●最終的に動機づけ支援や積極白」支援において保健指導が未実施となつた

者(中断した者については、次年度の保健指導実施時に、保健指導を優先

的に実施することが望ましい。́
●医療保険者は、保健指導の未実施者及び中断者からその理申を聞くことや、

保健指導実施者と医療保険者が話し合いをすること等により、保健指導を

受けない理由を明確にし、次年度以降の保健l旨導につなげることが必要で

ある。                      |
●保健指導の実施においては、ポピユレーションアプロ=チや社会資源を有

｀  効に活用する必要がある。 ‐

機密性0    1

´
   48

改言T案

3_7 保健指導の未実施者及び積極的支援の中断者への支援
保健指導実施率を高めるためには、医療保険者及び保健指導実施者が連携し

全ての文」象者が確実に保健指導を受けるように努力することが必要である。

何らかの理由により動機づけ支援又は積極的支援の対象者の中に、保健指導

を受けない者埜中断者が発生している場合には、例えば次のような支援を行う
・ことが考えられる。    ‐
O 保健指導実施者は、対象者が保健指導を受けなかった場合、電話、■han、
FAXなどにより実施予定日から1週間以内に連絡し、指導を受けるように
促す。

_〇 保健指導実施者が連絡したにも関わらず、対象者が保健指導を受けない
場合には、医療保険者に連絡し、医療保険者か二も保健指導を受けるよう

に促す。                     「

o 動機づけ支援及び積極的支援の初回時において、連絡したにもかかわら
ず1呆健指導対象者が保健指導を受けない場合は、情報提供支援は必ず実施

することが必要である。

○ 積極的支援|ごおいては、支援内容や方法で日時等について保健指導の計
画を作成する際に+分な話し合いを行い、計画について対象者が十分に納
得することにより、保健指導の終了まで継続的に支援できるようにェ夫す

ることが必要である。              `
○ 最終的に動機づけ支援や積極的支援において保健指導が未実施となつた
者、中断した者については、次年度の保健指導実bt時に、保健指導を優先

的1こ実施することが望ましい。

○ 医療保険者は、保健指導の未実施者及び中断者からその理由を聞くこと
や、保健指導実施者と医療保険者が話し含いをすること等により、保健指

導を受けない理由を明確にし、次年度以降の保健指導につなげることが必´
 要である。           ｀              _
○ 保健指導の実施においては、ポピュレーションアプローチや社会資源を
有効に活用する必要がある。



機密性○

標準的な健診・保健指導プログラム (確定III)(平成 19年 4月 )

(8)「無関心期」「関lい期Jにある対象者への支援

行動変容のステージ (準備状態)が「無関心期」「関心期」にある対象者
については、固別面接を中心とした支援を継続して行い、行動変容に対する

1 量鷲担鬱
11畠

憲ミ厭通[鷲『言言堡暑:薦:借:奨Z重電を極曇性得ま?露
象者にあわせたフォローアップを行う。

改IT案

3-8 「無 関心期」「 関 lb期」 にある対象者への支援       
‐

. 行動草容のステージ (準備状態2が「無関心期」「関b期」にある対象者につ
いては、個別面接を中心とした支援を継続して行い、行動変容に対する意識の

変化をめざす。行動目標を設定はするが、準診結果と健康黙態との蘭連の理解・

関lいへの促しや、日常生活の振り返りへの支援を確実に行しヽ 対ヾ象煮にあわせ
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標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

第4章 保健指導の評価

(1)保健指導における評価の意義

保健指導の評価は、医療保険者が行つた「健診・保健指導」事業の成果について

コ価を行うことであり、本事業の最終目的である糖尿病等め
=活
習慣病の有病者・

予備群の減少1犬況、また、医療費適正化の観点から評価を行つていくことになる。

'このような「健診・保健i旨導」事業の最終評価は、有病者や予備群の数、生活習慣

病関連の医療費の推移などでw価されるものであるが、その成果が数値データとし

て現れるのは数年後になることが想定される。そこで、最終評価のみではなく、健

診結果ゃ生活習慣の改善状況などの短期間でコ価ができる事項についても評価を

行つていくこと/」t21要である。 ｀

この評1面方法としては3つの側面が考えられる。1点目は、「個人」ヽを対象とし

た評価方法である.対象者個人を単位とした評価は、10満度や検査データの改善度、

また、行動目標の達成度、生活習慣の改善1大況などから評価が可能である。この1固

人を単位としだ評価は、保健指導方法をより効果的なものに改善することや保健指

導の質を向上させることに活用できる。

2点日は、事業所単位や地域単位で、「集団」として評価する方法である。これ

は、健診結果の改善度や、禁煙や運動習慣などの生活習慣に関する改善度を集団と

して評価することである。このような評価により、集団間の比較ができ、また、ます

象特性 (年齢別など)ごとに分析することにより、健診・保健指導の成果があがつ

ている集団が判断でき、保健指導方法や事業の改善につなげることが可能となる。

3点目は、健診・保鮮埠導の
‐
「事業」|し下の評価である。事羊であるので、費

用対効果や、対象者の満足度て対象者選定が適切であつたか、プEElグラムの組み方

は効菓的であつたか:「要医療Jとなつた者の受診率や保健指導の継続性など、事
業のプロセス (過程)を評価することができる。このことにより、効果的、効率白」

な事業が行われているかの判断が可能となり、改善につなげることができる。

このように保健指導の評価は 「個人」「集団」「事業」「最終評価」を対象として
行うものであるが、それぞれlLついて評価を行うとともにヽ 事業全体を総含的に評

価することも重要である:           :

第4章 保健指導の評価

(1)保健指導における評価の意義  …

保健指導の評価は、医療保険者が行うた「健診 ,保健指導」事業の成果について

評価を行うことであり、本事業の最終目的である糖尿病等の生活習慣病の有病著・

予備群の減少状況、また、医療貴適正イしの観点から評価を行つていくことになる。

このような「健診・保健指導」事業の最終評価は、生活習慣病の有病者や予備■の

数1生活習慣病関連の医療黄の推移などで評価されるものであるが、その成果 /」1数

値デ=夕 として現れるの
は数年後になることが想定されるごそこで、最終評価のみ

ではなく、健診結果や生活習慣の改善状況などの短期間で評価ができる事項につい

ても評価を行つていくことが必要である。
この評価方法としては3つの側面が者えられる。1点目は、「個人」を対象とし

た評価方法である。対象者個人を単位とした評価は、肥満度や検査データの改善度、

また、行動目標の達成度、生活習慣の改善状況などから評価●●IOI能である。この個

人を単位とした評価は、保健指導方法をより効果的なものに改善することや保健指

導の質を向上させることに活用できる。

2点日は、事業所単位や地域単位で、「集団」として評価する方法である。これ

は、健診結果の改善度や、禁煙や運動習慣などの生活習慣に関する改善度を暴団と

して評1面することである。こめような評価により、集Ell間の比較ができ、また、対

象特性 (年齢月」など)ごとに分析することにより、健診・保健指導あ成果があがつ
ている集団が半」断でき、保健指導方法や事業の改善につなげることが可能となる。

3点目は、健診 ,保健指導の「事業」としての評価である。事業であるので、費

用対効果や、対象者の満足度、対象者選定力恒切であつたか、プログラムの組み方

は効果白」であつたか、受診勧奨された者の受診率や保偉指導の継続性など、
′事業の

プロセス (過程)を評価することができる。このことにより、効果白,、 効率的な事

業が行われているかの判断力
'可
能となり、改善につなげることができる。

このように保健指導め評価|ま、「個人」「集団」「事業」「最終秤価」を対象として

行うもめでぁるが、それぞれについて評価を行うとともに、事業全体を総合的にξ平

価することも重要である。
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(2)評価の観点

評価はt一般的に、ストラクチャー (構造)、 プロセス (過程)、 アウトカム (結

果)の観点から行う。健診・保健指導の最終的な秤価はアウトカム (結果)で評価

されることになるが、結果のみでは問題点が明らかにできず、改善方策が見出せな

い場合が多い。そこで、結果に至る 1過程
い
を評価し、事業の基盤である 構`造"

について評価するごとが必要となる。また、最終日標のフウトカ

^(結

果)評価は

数値であるためざデータを採るためには数年間かかることから、アウトプット (事

業実施量)の観点から冊価を行うこともある。
このような観点から評価を行うが、それぞれの評価を行うためには、秤価指標、

評価手段、秤価時期、秤価基準について、明確にしておくことが嚇要であぅ。

①ストラクチャー (構造)
ストラクチヤー (構造)は、保健事業を実施するための仕組みや体制を響価す

るものである。具体的な評価指標としては、保健指導に従事する購員の体制 (職

種・鷹員数・職員の資質等)、 保健指導の実施に係る予算、施設・設備の状況、他

機関との連携体制ヽ社会資源の活用然況などがある。

②プロセス (過程)   _    「      :

「
プロセス (過程)評価は、事業の目的や日標の達成に向けた過程 (手順)や活

動状況を評価するものである。具体的な秤価指標としては、保健指導の実施過程、

すなわち情報収集、アセスメント、問題の分析、自線の設定、指導手段 (コミュ

ニケーション、教材を吉む)、 保健指導実施者の想度、記録状況、対象者の満足度

などがある。

③アウトプット (事業実施量)

目的・目標の達成のために行われる事業の結果に対する評価で、評価指標とし

ては、健診受診率、保健指導実施率、保健指導の継続率などが●る。

④フウトヵム (結果)          
‐ .    1

アウトカム (結果)響価は、事業の目的 .目標の達成度くまた、成果の数値目

は 評価である。具体的な評価指標としては、肥満度や血液検査などの健

診結果の変イビ、糖尿后等め生活習慣病の有病者
:予備群、死亡率、要介護率、医

′ 療費の変化などがある。また、贈域では休業日数、長期休業率などがある。

機密性O
改訂案

(2)評価の観点
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(3)真体的な評価方法

評価の対象ごとに区分した保健指導の評価方法は、以下のとおりであるが、評価

指標、評価手段、評1面8寺期等については、参考までに表旦に整理してぃる。

D 「 1□人」に対する保健指濾の評価
対象者個人の評価は、適切な手段を用いて保健指導が提供されているか (プロセ

支 (過程)謬価)、 その結果、生活習慣に関して行動変容が墨られたか、また健診

結集に改善がみられたか (アウトカム (結果)評価)といつた観点から行う。詳細

な内容については、第 3編第 3章を参照されたい。

⊇  「集団」に対する保健指導の評価

イ固人への保健指導の成果を、集団として集積して評1面することにより、指導を受

けた対象者全体に対する成果が確認できる。集団の単位としては、地域や事業所単

位、また、年齢や性別などが考えられ、それぞれに区分して、生活習慣に関する行

動変容の状況、健診結果の改善度、また、生活習慣病関連の医療費の評価も行う。

のための研修などにも活用する。

単  「事業」に対する保健指導の評価

医療保険者が行う保健指導は、個人への保健指導を通して、集団全体の健康状態

の改善を意図している。そのため医療保暉者は、事業全体について評価を行う。事

業の評価は、対象者把握、実施、評価の一連の過程について以下の4点から評口,
るL

・                                                               ‐

・対象者を適切に選定し、′適切な万法を用いていたか (プElセス (過程)評口)

これらの評価は、保健指導プログラムごとに行い、

を図つていく。、

問題点を明確にした上で改善

この事業としての特に、保健指導を委託して実施してい

・望訣しい結果を出していた2玉フ

・事業評1面が適正に実施されているか
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改書T案    :
丁寧に行い、効果白」な保健指導の実施につなげてい<ことが重要である。

(4)評価の実施責任者

個人に文ゴする保健指導の評1面は、実施した保健指導の質を点検し、lyl要な改善方

策を見旦出L/N内容の充実を図ることを目的としているためt保健指導実施者 (委
託事業者を含む)が実施責任者となる。
集団に文」する保健指導の評価は、保健指導を受けた個人を集団として集積し、全

体の特徴を評価するため、保健指導実施音 (委託先を含む)及び医療保険煮が、評
価の実施責任者となる。保健指導実施者に文」する研1多を行つている者もこの評価に
文」する責務を持つことになる。
・  事業としての保饉指導の評価は、「健診・保健指導」事業を企画する立場にある医
療保険者がその秤価の責任を持つ。特に保健18導を委託する場合には、委託先が行

う保健指導の質を評価する必要があり、事業のW価は医療保険者にとって重要であ
る:医療保険者として事業評価を行うことにより、保健指導の運営体市」の在り方や
予算の見直しなど、体制面への改善にも評価結果を活かすことが必要である。  .
最終評価については、健診・保健指導の成果として、文J象者全体における生活習

慣病対策の評価 (有病率、医療費等)を行うものであるからご医療保険者が実施資
任者となる。        _

(5)評価の根拠となる資料
1 保健指導の言

'1面

を根拠に基づいて、適切に行ぅためには、保健指導計画の作成段

l・●・で評価指標を決めておき、評価の根拠となる資料を、保健指導の実施過程で作成

する懸要がある:その資料は、保健指導の記録であり、また質問票・健診データで
ある。それらの資料等が必要時、確実に撃り出せ、評価のための資料として活用で

きるように、データ入力及び管理の体制を整えてお<必要がある。なお、保健指導
の評価の根拠こなる資料はいずれも個人情報であるため、その管理体制について
は、医療保険者が取り決め、責任をもって管理するlyl要がある。

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

療保険者にとって重要である。

(4)秤価の実施責任者         :

個人に対する保健指導の評価は、実施した保健指導あ質を点検し、必要な改善方

策を見出し内容の充実を図ることを目的としているため、保健指導実施者 (委託事

業者を含む)が実施責任者|なる.     :   `      ■   .
集団に文」する保健指導の評価|ま、保障指膏を受けたイロ人を寒団とレ

て集積し、拿
体の特徴を評価するため、保健指導実施者 (委託先を含む)承び医療保険者が、評

価の実施責任者となる。保健指導実施者に対する研修を行つている者もこの評価に

対する責務を持つことになる。

事業としての保健指導の秤価は、「健診・保健指導」事業を企画する立場にある医

療保険者がその部価の責任を持つ。特に保健指導を委託する場合には、委託先が行

う保健指導の質を評価する必要があり、事業め評1面は医療保険者にとつて重要であ

る。医療保険者として事業評価を行うことにより、保健指導の運営体市」の在り方や

予算の見直しなど、体制面への改善にも評価結果を活かすことが必要である。

最終評価については、健g多 .保健指導の成果として、対象者全体における生活習

慣病対策の評価 (有病率、医療費等)を行うものであるから、医療保険者が実施資

任者となる。

(5)評価の根拠となる資料          ・

保健指導の評価を根拠に基づいて、適切に1テうためには、保健指導計画の作成段

I皆で評価指標を決めておき、評価の根拠となる資料を、保健指導の実施過程で作成

する必要がある。その資料は、保健指導の記録であり、また質問票・健診データで

ある。それらの資料等が必要時、確実に取り出せ、評ヽ のための資料として活用で

きるように、7~~夕入力及び管理の体制を整えておく必要がある。なお、保健指導

の評価の根拠となる資料はいずれも個人情報であるため、その管理体制について

は、医療保険者が取り決め、責任をもつて管理する必要がある。
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表5 保健指導の評価方法 (例 )

(S)ストラクチヤー
(P)プロセス

(P)知脚の獲得
(P)運動・食事・喫煙
飲食害の行動変容
(P)自己効力感

計画した経過観
察時 (3-6ヶ

など )、 血波検査

(珈は,1旨 ,こ)、 メ,「 り,ク
シント0ムのリスクロ数

率的に活用して、実施した
か (晏託の場合、委It先が

提供する資源が適切であ

であつたか

(P)対象者に対する支援
方法の選択は適切であつ

たか

(P)対象者の満足度
(委託の場合、葦託先が行
う保健指導の実施が適 tll

改言T案

表⊇  保健指導の評価方法 (ll」 )

対象

評価項目

(S)ス トラクチャー
(P)プロセス
(0)アウトカム

評価指標 評価手段
(根拠資料)

評価時期 皿
麗
評

貴

個人

(P)患欲向上
(P)抹 0識の獲得
(P)運動・食事 喫煙
飲食等の行動変容

(P)自己効力感

行Ell変 容ステージ
(準膵状態)の変化
生活L・ l■改善状況

質問顕、観察
自己管理シ=ト

6ヶ月後、
後

1 年 保健指導
実 施 者

(委屁先
を含む)

(0)健 診データの改薔 肥繭度 (腹囲 .BM
など )、 血液検査
(D書・脂ニミ)、 メタポリ,ク
シンドロムのリスクロ級
禁煙

健診データ 1 年後

積極的支援では
計回した経過観
察時 (3～ 6ケ
月後)

集団

(P)運動・食事・喫煙・
飲食時の行動変容

生活習l■改善状況 椰
」
瞑
管
間
己
距
自

1年後、 3年後 保耀媚導
実 施 者

∈ 託先

を含む )

及び

医療保険

者

(0)ヌ ,象者の健康状態の

改善        、

肥洒度 (瞑 U・ BM
など )、 血液検査

(聴・脂質)、 メタギリフク
シンドD―ムの有病者‐予
偏群の割合、禁煙
(臓燿)体業曰数 長期

体業率

健移テータ

疾縮続計

1年後、3年後、
5年後

(0)ヌ 颯 書の∞ 舌習 l■病

関連医療費

医療責 レセフト 3年後、5年後

蓼業

(P)保健指電のスキル
(P)保健18導に用いた支
援材料
(P)保健指導の記録

生活習慣改薔 指導過程 0己録)
の振り返り
カンワアレンスピ
アレビュー

指導終了後に
カンフアレンス
をもつなどする

呆健指導
史施書(委
托先を含
b)

(S)社会質源を,期にIII
率的に活用して、実施した
か (委託の場合、委託先が

提供する資源が適tllであ
ったか)

社会資源 (施設・人
材 財源等)の活用
状況
委託件眠 委:t率

社会資源の活用状

況

晏tt状況

1■イ給 医療保崚

者

(P)対線者の選定は適切
であうたか

(P)対象者に対する支援
方法の選択は適切であっ
たか

(P)対象者の満足度
(委託の場合、委託先が行
う保健指導の実施が適切
であったか)

受診者にヌ,する保躍
指導対象者の割合
目標遠成率
満足度

買間 票、観瞑、

アンケ,ト
1年後

く0)各文J象者に対する行
動目標は適切に設定され
たか、積極的に留診・保健
指導を受ける

目標通成率
プログラム参加継航
率 (脱落率)
健診受診率

質問票、観興

アンケ=ト

1 年後

終

価
最

禦

(0)全体の健康状態の改
曽

死亡率、要介横率、
有病者、予備群、有
所見率など

死こ 疾病細計、

健診データ ヽ
後

後

年

平
年

０

辱
５

１

医療保険

者

(0)医療買適正化効果 生活習慣痛問題医療

責

レセフト
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.第 5章 地域・職域における保健指導      …

(1)地域保健と職域保健の保健指導の特徴

■と対象の生活の場に応した保健指導

.地域保健においては、地域住民を対象とした保健指導を展開している。地域の文」

療者の値康は、地域特性のある食生活や運動習慣などの生活環境や社会的要因など

の影響を受けており、そのことに配慮した保健指導が求められるも
一方、職域保健では労働者を対敏とした保健指導を展開している。問域では、対

象者は一日の大半を職場で過ごしているため、崚」象者の健康は配置や作業状況など

職場の環境に影響を受|ザる。そのため、対象者の健康問題と職場の環境や職場の健

康課題を関連づけた保健指導が展開されていう。     
´
       _

:しかし、地域の対象の中には労働に従事している者もいることや、また労働者も‐
職場を離れれば地域の生活者でもある。          _

そのため、生活と労働の視点を併せた保健指導を展開していくことが必要であ

る。

2と組織体制に応した保健指導              `
地1或では、それぞれの市BIl村が、財政1犬滉や人的資源、社会資源などが異なって

いるため、提供できるサービスやその方法は異なり、保健指導はそれぞれの体制、

方法で展開している。市町村では、ポピュレーシヨンアプローチは衛生部門で行う

ことになることから、健診・保健指導を効果的に実施するためには、国保部P5と衛

年音1門が十分な連携を取らて塚健指導奮展開する必要がむる。  .

一方、職域でも財政状況や人的資源、社会資源などが異なるため、保健指導はそ

れぞれの体制、万法で展開している:加えて、IIH域では特1こ労働者の健康について、

事業主によりその展開は異なる。効果的な生活習慣病予防の保健指導の展開には、

裏業者 (人事労務担当者、職場管理旧等)が労働煮の健康を価値あぅものと青える
ことが重要であり、それらの者と連携し、職場における健康支援の憲義や就業8寺間

内の実施等への理解を得る必要性がある。

機密性0
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」̈（一̈））

改訂案

第5章 地域 。職域における保健指導

5-1 地域保健と珊域保健の保健指導の特徴  | _ 
「

玉⊥Σ対象の生活の場 |こ応した保健指導

地域保健においては、地域住民を文」象とした保健指導を展開している。地1或の対

象者の健康は、地域特性のある食生活や運動習慣などの生活環境や社会的要因など

の影響を受けており、そのことに配慮した保健指導が求められる。    1
-方、職域保健では労働者を対象とした保健指導を展開している。職域では、ヌ」
象者は一日の大半をlgl場で過ごしてぃるため、文」象者の健康は配置や作業状況など

I14場の環境に影響を受ける。そのため、X」象者の健康問題と職場の環境や職場の健

康課題を関連づけた保健指導が展開されている。
1 しかし、地域の文」象の中には労働に従事してしヽる者もいることや、また労働者も
Fel場を離れれば地域の生活者てヽ ある。退職後には地域住民と:して国1果対象者とな
らてし、くが、高齢期に尭症する生活習慣病は〔就労年齢層における生活薔慣にその

端を発していることが多い。ギ、                     ・
そのため、生活と労働の視点を併せた保健指導を展開していくことが必要であ

る。

(2)紬紺体制に応 した保健指導           :
‐
地域では、それぞれの市町村が、財政状況や人的資源、社会資源などが興なって

いるため、提供できるサ‐ビスやその方法は異なりヽ 保健指導はそれぞれあ体制、
方法で展開している。市町村では、ポピユレーションアプローチは衛生部r]で行う
ことになることから、`健診・保健指導を効果的に実施するためには、国保部門と衛

生吉口P目が+分な連携を取つて互いに協力しながら保健指導等を展開することが非
常に重要である。またt高齢期の要介護状態ど生活習慣病との関連も深k●介護吉B

一方、職域でも財政状況や人的資源、社会資源などが異なるため、保健指導はそ

れぞれの体制、方法で展開奎れて週ユニ加えて、事業主によりその展開は異なる。

効果的な生活鷺慣病予防

任)にも関係するものである」保健指導の暴間には、事業青 (人事労筆担当者、́甲
場管理職等)が労働者の健康を価値あるものと考えることが重要であり、それらの

者と連携し、職場における健康支援の意義や就業時間内の実興等への理解を得る必

要性がある。        :
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旦Σ対象者に対するアクセス            
‐

地域では、健診後の保健指導については、文」象が地域住民である/ol、 労1動に従事

している者もおり、健診とは月1の機含に健診の結果説明会を計画しても、保健指
導

が必要な対象者が集まり|ごく<、 時間、場所などを考慮する必要がある。また、未

受g参者については、職域と比較して対応が困難な場合が多い。地域では、未受診者

に対する確実な対応として最も効果的と考えられる家庭訪間は、人的資源の観点か

ら訪間できる対象者が限られ、また効率性のFon題もあり、未受診者に十分な対応が

`行
われにくいという特徴がある。

一方、Felりでは対象者が職場に存在する場合もあるが、業種によっては、一定の

場所に集まつているわけではなく、また、業務に従事しているため保健指導が受け

に<い状況もある。健診 ,保健指導あ実bb前から質問票を配布し、健診当日に的確

な保健指導、さらには健康教育につなげることができる場合もあうが、すべての労

働者に保健指導が実施できない場合もあり、1犬況に応じて複数年度での対応や未受

診者への対応など、曲域ごとの保障1旨導の実施体制を考慮した効果的な保健指導を

行う必要があるもさらに、データを経年的に管理し、過去の推移を考慮した指導を

展開することや、健診前に質問票を配布・回収し、より1□月J的で具体的督指導を展

開することを工夫すれば、効果的な保健指導を展開していくことが可能でゎる。

今後、医療保険者/Jt健診・保健指導を行うことから本受診煮や保健指導を受けな

い者の把握は容易になるが、上』二殿」量ユれL宣量【上22立スの固盟2残う二
とになる。

4)凛健指導の評価   ́                      「

健鬱早漢橿措普暑量儒ef季聖曇七量逼置橿響塀言通畳量豊七二重量[EttEEi讐
より、市由村単位で地域住民の健康課題存分析

‐評価するためには、市町村と医療

保険青の連携が重要となる。

=方、IIa域が実施する保健指導は、電労上の配慮等に重点が置かれており、かつ

職住llu域が異なるため、地域における生活習慣病予防に関する健康課題とのつなが

りが持ちにくく、llbl或特性を言めて秤価する視点Lム」

`=ヱ

菫」を二 今後は、保

険者協議会や地域・職域連携推進協議会の活動を進め、県単位、地1或単位での評価

を行う必要がある。

改言T案

(3)対象者に対するアクセス

地1或では、健診後の保健お導については、対象はlLI域 l■民である力ヽ 労131に従事
‐している者もおり、健診とは3」の機会に健診の結果説明会を計画しても、保健指導

が螂要な対象者が集まりにくく、
イ
時間、場所などを考慮する必要がある。そのため:

指導にうなげる」また、未受診者については、織域と比較して対

"が

困難な場合が

多い。地域では、未受診者に対する確実な対応として最も効果的と考えられる家庭

訪間は、人的資源の観点から訪間できる対象者が限られ、また効率性の問題もあり〔

未受診者に十分な対応が行われにくいという特徴がある。

一方、職1或では文」象者が職場に存在する場合もあるが、業種によつては、一定の

場所に集まっているわけではな<、 また、業務に従事しているため保健指導が受け

|こ <い状況もある。健診.保健指導の実施前から質問票を配市し、健診当日に的確
な保健指導、さらには健康教育につなげることができる場合もあるがヽすべての労

働者に保健指導が実施できない場合もぁり、黙凛に応して複数年度での対応や未受

診者への文」応など、職1或 c~との保健指導の実施体制を考慮しだ効果OIJな保健指導を

行う必要がある。さら|ヘ データを経年白|に管理し、過去の推移を考慮した指導を

展開することや、健診前に質問票を配布‐回収し より個別的で具体的な指導を展

開することを工夫すれば、効果的な保健指導を展開していくことが可能である。

医療保険者が健診・保健指導を行うことから二未受診者や保健掲導を受けない者

の把握をした上で、複数年にわたつて健診を受診していない者や、保健指導レベル

(4)保 健指導の評価        ヽ

地域では、医療保険者が健診・保健指導を実施し、ァ
ニ
タも医療保険者が管理 L/

ていることから、市町村単博で地域住民の健康課題を分析
・ξ平1面するためには、市

町村と医療保険者の連携が重要となる。 .

―方、瑠域が実施する保健指導は、就労上の配慮等に重点が置かれており、かつ職

l■地域●異なるため、地りにおける生汚習慣痺予防に関する健康課題を意識し、■
1或特性を含めて評1面する視点を持ちにくい。今後は、保険者協議会や地域・職域連

_携推進協議会の活動を進め、県単位、地域単位での評価を行う必要がある。

地域・職域連携推進協議会ti保険者協議会等で、1地域 :]鶴域のデニタを共同分析

して全国や地域息」デニタと比較しながら評価を行うたり、人材育成や良好なアウト

ソーシング先についての情報交換を行つたりなど:ス トラクチや二:(構造)の改善

に努めている事例も出現してきている。
'後
t連携の二目の推進が期待される。|

56



機密性〇

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

旦とポピュレーション77□―チと社会資源の活用による支援

保健指導をより効果的に行ぅためlaま、先に述べた地域特性との関連で支援する

ことはもちろん、ポピュレーションフプローチを併用させ複合的に行うことや、社

会資源を医師、保健師、管理栄量士等の地1或の団体とも連携し、効果的に活用する

ことが必要であり、地域ではLじ較的容易に併用、または活用することができる。

職l或では、文」象者が職場に存在することからポピュレーションアプロ,チの取り

組みは容易であるが、Ha場内の活用できる資源が限られることから、効菓的な実施

が困難な場合もある。近年、保健指導後のフオEl―アップが必要であり、それぞれ

の事業所での社会資源が不十分な場合には、文J象者が生活している地域の社会資源

の活用も考慮されるようになってきている。しか臥 労働者の就業時間なこの観点

からは、地域の社会資源が現実的に活用しにくいことo多 しヽ。今後lず、地域と有機

的な連携をとりながら社会資源を効率的に活用していくことが塑里である。

改言T案

(5)ポピュレーシヨンフブロ=チと社会資源の活用による支援

保健指導をより効果的に行うためには、地域における健康課題に応して支援する

ことはもちろん、ポピJレーションアプローチを併用させ複合的に行うことやt社
会資源を医師、保健師、管理栄養土等の地1或の団体とも連携し、効果的に活用する

ことが必要であり、地1或では比較的容易に併用、または活用することができる。

職域で
'ま

、対象者がIla場に存在することからポピュレーションアプED―チの取り
組みが比較的容易な場合もある一方で、単働董⊇健康L型二五菫菫主btti疸や職
場内の活用できる資源が限られることご贈種や業種による時間的ド」限等から、効果
白もな実施が困難な場合もある。保健指導後のフォローアップが必要である江 それ

ぞれの事業所での社会資源が不十分な場合には、対象者が生活している地域の社会

資源の活用も考慮する必要がある。しかし、労働者の就業時間などの観点からは、

地域の社会資源が現実白」に活用しにくいことも多い。今後は、地l或と有機的な連携

をとりながら社会資源を効率的に活用していくことが重要である。
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(2)地域・職域連携による効果

十暑ζ庄鷹[軍栃磐月8磐信』』層言雉 導を展開して|た。しかしヽ今
重E賃糠握憬展理層薬選[言[[遣思墓電:督F昌漂晶こきF慮1を引:署事:模
億掘EP億旨写育写hそ奮昌喜Fそ喜確侵檀僣暑魔驚曇Z最仔Z倉暮磐黄籍3こ辱

思ξ営喜量是警詈Ь:13Eし翌量毒電ζ:F曇 [テ捻践F選』とし賃留F貫島彗
F21撃写「濡目E鼠最讐量筆を区切りにそれぞれが展開してきた。しかし連携
することにより、対象者は退職後L土経年的な変化を理岬してもらい、ァ貫した保

健指導を受けることができる。

2と健診・

,後は、健診・保健指導において有機的な連携が必要と/~3るも
j・bl或と1響或それぞ

れが健診・保健指導に関して、対象となる集団の生活習慣病予防に関する課題を明

確にし、活動計画を立案した上で、実際の展開で■有できる部分と協ヵァ亨る
gi分、

独自で行うことがよい部分について情報交換の機会をもち、進めていくことが必要

であり、保険著協議会、都道府県や二次医療圏の地域 `1哉域連携推進協議会を活用

することも有効である。

鋼潔ittξ靖餘:躊§忘躙険煮に義李Ⅲ社聯
艦裾憾靴燿朝岬鰊聯畢菫
が期待される。                 1
地域・IIJ域連携推進協議会と保険者協議会の主な役割は、図のとおりである。地

域・職1或連携推進協議会におしヽては、保険者協議会における医療費等の分析や特定

健診 f特定保健指導にF.3する実施体制、結果管から得られた現1本や課題1こ
ついて惰

報提供を受け、地域全体として取り組む健康課題を明らかにし、保健医療資源を相

互に活用、又は保健事業を共同で実施することにより、地域 `職域連携推進事業を

進めていくことが望まれる。

・職域連携のための方策

機密性○

58

改訂案

5-2 地域・職域連携による効果

(1)健診・保健指導における地域 ,職坪連携の効果 :
地i或と職域はそれぞれの資源の範囲の中で保健指導を展開υてき|。 しかレヽ今

後は保健指導に利用できる資源を地域と職域が共有することにより、利用できるサ

ービスの選択肢を増大させることも必要である。具体的には、それぞれの有する保

健指導のための教材、ラォローァップのため9健康熟育プログラムや施設、さらに

は地域、職域それぞれて展開されてきた保健指導の知識と技術を有する人材の活用

などが考えられる。これらは、対象者がサービスを主体的に選択し、行動変容と孟

饉 維持する可能性を高めるものとして期待できる。また、地域tw域■も費用、
人0〕資源の効率的な連用が期待される。

これまで、■域と職域は定年を区切りにそれぞれが展開してきた。しかし 塾塑

L面域が健診デ■夕を共有し、1連携することにより、対象者は退職譴後の経年

"な変イしを理解叫 、一貫した保健指導を受けることができる。

(2)健診・保健指導における地域・職域連携のための方策

今後は、l・●診・保健指導において有機的な連携が必要ヽなる。地域と職域それぞ

れ力,建診・保健指導に関して、対象となる集団の生活習慣病予防に関する課題を明

確にし、活動計画を立案した上で、実際の展印で共有できる部分と協力できる部分、

独自で行うことがよい部分について情報交換の機会をもち、進めていくことが必要

であら、保険者協議会、都道府県や二次医療箇の地域・職域連携推進協議含を活用

することも有効であう。

(3)地域 ,職域連携通進協議会と保険者協議基との連携

平成20年度から特定健診・特定保健指導が医療保険者に義務づけられ、メタポ

リツクシンドロームに着貝した高リスクアプローチ1被保険煮
・被扶量育に提体さ

れている。この医療保険者による高リスクアプロ
ニチと、地域・職l或連携推進協議

会が地域 ,職1或全体で取り組むポピュレーシヨンアプローチとを一体的に提供して

いくことが期待される。                   ́     ′

地域・職域連携推進協議会と保険者協議会の主な役割は、図OOのとおりであうぎ
地域・1哉域連携推進1脇議会においては、保険者協議会における医療費等の分析や特

定健診・特定1呆健指導に関する実施体制、結果等から得られた現状や課題について

情報提供を受け、地l或全体として取り組む健康課題を明らかにし、保健医療奪源を

相互 1ビ活用、又は保健事業を共同で実施することにより、地域・卿域連携推進事業

を進めていくことが望まれる。
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図 :地域・職域連携推進協議会と保険者協議会の主な具体的役害」

く都道府県協議会の主な具体的役割>

○ 色関係者 (医療保険者 ,市町村師
生
=「

P3・ 事業者、関係団体答)の実

施している保健事業等の情報交換、

分析及び第二者評師

○ 都道府県における健康課題の明確
化

O 都道府県lll康1曽進計画や特定健康
診査等実施81画等に位置づける曰

標の策定、押価l連携推進方策等の

協議

0 各関係者が行う各種亨業の連携促
進の協議及び共同実施

・ポピュレーションアプローチとハ

_イ リスクアプローチの連携ち繁

・生活習慣病予防対策と介護予防施

策、メンタルヘルス、自殺予防、

性差に替目した対策等、他の施策

との連携方策       ´
・科学09根拠に基づく健康情報の発

僣に00する連腱方策

・研修会の共同実施、各種施設等の

共同利用

O 事業者害の協力の下、特定饉診・

特定保健指導等の総合的推進有策

の検討

・特定腱診・特定保健指導等の従事

者などの青成方策

・1書定健診・特定保健指導等のアウ

トツーシング先となる事業者書の

育成方策

被ヽ扶養者に対する施策に関する情

報交換、推進方策

:○ 協議会の取組の広報、薔発

く保険者協議会の主な具体的役割>

O保 険者間における意見調整

○ 各都道府県ごとの医療費の調査

分析、評価

0被 保険者1渕する教育や普及啓発
害をはじめとする保臓夢業、保健

事業の実施煮の育成・研修等の共

同実施     、
o各 保険者の独自の保障事業や、運
営等についての情報交換

○ 物的。人的資源のデータベース化

及び共鵬 用

01吉定健診 特定保健指導等の実施
体おJの確保

・集合契約等に関する各種調整、情

報共有等

O特 定餞:夕 ■特定保健指導等のアウ
トツーシング先の民間事業者の評

価

。事業者等に関する情報の収集や

提供

・言葉者の評価手法の検鳳 評価

の実施

・評価結果の決定 (契約更新の適

否、機関番暑停止等の判断等)、

共有

改訂案

図Ω :地域・脚域連携推進協議会と保険者協議会の主な具体的律割

く都道府県協議会の主な具体的役割>
○ 各関係者 (医療保険者・市町村衛
生吉5F3・ 事業者、関係団体等)の実

施している保健事業等の情報交換、

分析及び第二者gV価

〇 者随 府県における健康課題の明確
1ヒ

○ 都道府県健康増進計画や特定健康
診査等実施計画等に位置づける日

標の策定、評価、運据推進方策等の

IFa議

○ 各関係者が行う各種夢業の連携促
進の協議及び共同実施

・ポビユレーションアプローチとハ

イリスクアプローチの連携方簾

・生活習慣病予防文J簾と介護予防施

策、メンタルヘリしス、自殺予防、

性差に替目した対策等、‐他の施策

との連携庖策

・科学的根拠に基づく健康情報の発

lBに関する連携方策

・研修会の共同実施、各種施設等の

共同利用

〇 事業者等の協力の下、特定健診・

特定保健指導等の総合的lt進苑策

の検討

特定健診・特定保健指導等の従事

者などの育成方策

特ヽ定健診・特定保健指導等のアウ

トソニシング先となる事業者等の

育成方策

・被扶贅者に対する施策に関する情

報交換、推進方策

0 協議会の取組の広報、啓発

く保険者協議会の主な具体89役割>
O｀ 保険者間|「おける意見調整

0各 都道府県ごとの医療費の調査、
分析、評価

0被 保険者に対する教育や普及啓
i 発等をはじめとする保健事業、保

健事業の実施者の育成・研修等の

共同実施         
′

0各 保険者の独自の保健事業R運
営等についての情報交換

O物 的・人的資源のデータベ,スイヒ
及び共同活用

04も牢健診・1う定保健指導等の実施

体制の確保    ■

集合契約等に関する各種調整、

情報共有等

O特 定健診・特定保健指導等のアウ
トソニシング先の民間F業者の

評価

・蓼業者等に関する情報の収集や

提供

・事業者の押価手法の検討、評価

の実施      ヽ
・評価結果の決定 (契約更新の適

否、機関番号停止等の判断答)、

共有
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第b章 保健指導の実施に関するアウトツーシング

(1)基本的事項

■と保健指導アウトソーシングの必要性
:これまでの健診 '保健指導は、健診の受診率を上げることに重点が置かれ、健診

盪のリスクを有する者に対する保健指導、すなわち個人の生活習慣の改善を支援す

る保健指導の実施が重要となる。このような保健指導は、老人保健事業の個別健康

教育や国保ヘルスアップ事業で実施されてきたところであるが、これらの事業には

人的資源が相当必要であるここが明らかとなっている。また、健診・保埠指導は医

療保険者が実施することから、保健指導が必要な対象者が確羮にlE握され、実際に

保健指導を受ける者がかなり多く7~」ることも予測される。
上方、内臓肥・in症候群のリスクを有する者に生活習慣の改善を促すためには、保

健師・管理栄景士等には高い専P5性が求められ、保健指導の実績を積み重ね、研鑽

を重ねて保健指導の技術を高度化していくことが求められる。また、 lT産業養ど
が開発する生活習慣改善支援機器を活用した保健指導方法の導入や)対象者の二―

ズを踏まえた多様な保健指導の実施体制が求められている。

市町村や事業所・健保組合などで健診後の保健指導に従事している現在の保健

師、管理栄費士等の実施体制のみでは、増大する保健指導業務に十分に対応できな

しヽことが想走され、また:これらの機関で大幅な増員をすることが困難であること

から、健診後の保健指導を行う事業者を育成し、このような需要に対応できる保健

師、管理栄養士等を確保し、保健指導のアウトソーシングを行つてい<右向性が示

されたところである。
医療保険者は、アウトツーシングに当たつて、健診 :保健指導業務全体の目的を

明確にしヾ 事業計画を立案、そして評価を行うことが重要である。

2とアウトソ
=シ
ングの目的・         |  ,

保健指導のアウトソーシングは、内臓肥満症候群のリスクを有する者に対して、

1固人のニーズに基づいた生活習慣め改善を支援する保健l旨導め提外体制を整備す

ることが当面の目6勺であるが、18来的に墜、保健指導の量が確保さ4る
「
とにより

保健指導の質の向上につながっていくことが期待され、効率的かつ質の高い保健指

導を実現する体制をめざすものである。

改言T案

第6章 保健指導の実施に関するフウトツーシング

6二 1 基本的事項

玉上L保健指導アウトソ‐シングの必要性

平成20年度以降は、メタポリックシンドロームのリスクを有する者に対する堡
健指導、すなわち個人の生活習慣の改善を支援する保健指導の実施が重要となつて

量暑葵屁:若暑響信[捏言呈あ喜余F讐肩香8熙型[霞贅冨醤層思繕当恩璽そZ言
ことが明らかとなっている:まに、健診l保健指導は医療保険者が実btするここか
ら、保健指導が必要なヌ1象者が確実に把握され、実際に保健指導を受ける者がかな

り多<なることも者えられる。
一方、メタポリックシン上□―Aのリスクを有する者に生活習慣の改善を促すF
めには、保健師・管理栄餐士等に対する高い専門性が求められ、保健指導の実績を

積み重ね、研鎖を重ねて保健指導の技術を高度化していくことが求められる。また、

IT産業などが開発する生活習慣改善支援機器を活用した保健指導方法の導入や、
対象者のニーズを踏まえた多様な保健指導の実施体制が求められている。

市町村や事業所・健保組合などで健診後の保健指導に従事している現在の保健

師、管理栄姜士等の実施体制のみでは、増大する保健指導業務に十分に対応できな

いことが想定され、また、これらの機関で大幅な増員をすることが困難であること

から、健:ク後の保健指導を行う事業者を育成し、このような需要に対応で育ぅ保健

師、管理栄養士等を確保し、保健指導のアウトツーシングを行つていく方向性が示

されている。  ■      …    ___
医療保険者は、アウトウーシングに当たって、健診・保健指導業務拿体の目的を

明確にし、事業計画を立案、そして秤価し、質の担保を行うことが重要である。
ヽ

                     1

(2)'ウ トツ_シングの目的   ~
保健指導のアウトツーシングは、メタポ1リ ックシンドロームのリスクを有する者

に対して、個人のニーズに基づいた生活習慣の改善を支援する保健指導の提供体制

を整備することが、保健指導の量が確保されることにより保健指導の質の向上につ

ながつてい<ことが期待され、効率的かつ質の高い保健指導を実現する体制をめざ

すものである。
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(2)アウトソ■シングの対象となる保健指導業務

保健指む業務の範囲を建診後の保健指導、1すなわち「情報提供」「動機づけ支援」

「積極的支援」に限定して考えると、アウトッーシングができる業獅は、それぞれ

の保健指導の
二
=口

の業務を事業者へ委託すること (吉β分委託)「や、保健指導業準を

それぞれ又はすべてを一括して委託すること (全画委託)が考えられる。また、ど

のような範囲の業務委託であつてもご健8多・保健指導の事業の企画及び言平価につい

ては医療保険者自らが行うものである。

なお、純然たる保健指導業務以外の健診受診者のデマタ処理、保健指導文」象者の

選定、保健指導結果の処理などについては、ここでは触れないこととする。

⊥L全面委託、部分委託のメリツト、デメリット
保健指導業務の委託の考え方として、全面委託をする場合は、事業者の裁量が増

え様々な工大や効率イしが図られることになるが、
=方
で、保健指導業務のコ価には

年数がかかることから、成果の出る保健指導が行われているかの判断が澤れるとい

うリスクを医療保険者は掴えることになる。また、,医療保険者に所属する保健BT・

黒モ菅書蓮種25ξ「
導技術の低下が危惧され、事業の企画及び評価

?冒
"に

問題

他方、部分委託の場合は、委86された業務の効率イヒはあまり望めないが、医療保

険者に業務の実施が残ることからくここに所属する保健8T・ 管理栄贅士等の技術の

向上や生活習慣病対策への熱意を維持することが期待できる。また、医療保険者の
保健師、管理栄景士等が直接、対象者の保健指導を行うここで、対象者め問題や課

題を早期に把握でき、改善に向けた事業の企画が可首ヨこなる。

響
鷺

報

蝙舅葛倒 れ巣
「 鍼

果ど質問葉の角るこ基づよ 対象讐全瓢こ個別

に行うことから、委託をする場合は、健診機関から直接データをもらい、結果表を

作成し対象者に提供するという業務となる。全面委雷モ|ま、これら一連の業務を事業

者が行うことになり、医療保険者は情報提供を行ったという結果が事業者から連絡

される。
一方、部分姜話の向としては、健診結果と質問票の内容につしヽて結果表作成議で

を委託し、文J象者に提供する役割は医療保険者自身が行う方法である。健診結果を

渡す時を保健指導の重要な機会と捉え、健診結果と生活習慣に関する情報を保健

師・管理栄贅士等が直接説明をする方式をとる場合は、このような音口分委託となる。

6=2 アウトツーシングの対象となる保健指導業務
保健指導業務の範囲を健診後の保健指導、すなわち「情報提供」「動機づけ支援」

「積極的支援Jに限定して考えると、アウトソ▼シングができる業務は、それぞれ
の保健指導の一部の業務を事業者へ委託すること (部分委託)や、保健指導業務を
それぞれ又はすべてを一括して委託すること (全画委託)/」

t者えられる。:また、ど

のような範囲あ業あ委話であつても、健診1堡健指導の事業の企画及び評価につい

ては医療保険者白らが行うものである:

なお、純然たる保lti指導業務以外の健診受診者のデータ処理、保健指導対象者の

選定、保健指導結果の処理などについては、ここでは触れないこととする。   、

(1)全面委話、部分委託のメリット、デメリット

保健指導業務の委託の考え方としてl全面委託資すぅ場合は、事業者の割量が増
え様々な工夫や効率化が図られることになるが、一方で、保健指導業務の評価には

年数がかかることから、成果の出る保健指導が行われているかの判断が遅れるとい:

うリスクを医療保険者は抱えることになる。また、医療保険者に所属する医団L保
健師=管理栄登=等

の保健指導技術の低下が危惧され、事業の企画及び評価の実施

に問題がでる可能性もある。   1        .
他方、部分委託の場合は、委託された業務の効率化はあまり望めないが、医療保

険者に業務の実施が残ることから、ここに所属する保健叩・管理栄餐士等の技術の
向上や生活習慣病対策への熱意を維持することが期待できる。また、医療保険者の

医師、保健gT、 管理栄養士等が直接、文」象者の保健指導を行うことでt対象者の間

題や課題を早期に把握でき、改善に向けた事業の企画が可能になる。

(2)「情報提供Jのアウトツーシング      :
「情覇提供Jについては、健診結果と質問票の内容IL基づき、対象者全員に個別
に行うことから、委託をする場合は、健診機関から直接データをもらい:結果表を
作成し対象者に提供するという業務となる。全面委託は、これら一連の業務を事業

者が行うことになり、医療保険者は情報提供を行ったという結果が事業者から連絡

される。                    ,
一方、3,分委託の例としては、健診結果と質問票の内容|ごついて結果表作成まで

を委託し、対象者に提供する役害」は医療保険者自身が行う方法豊がある。健診結果

を渡す時を保健指導の重要な機会と捉え(健診結果と生活習慣に関する情報を保健
師・管理栄養士等が直接説明をする方式をとる場合は、このような部分委託となる。

合性を保づこと:=情報提供の結果を評価すること等、委託元が事業全体を管理する

改訂案   ・

となる保健指導業務

目指導、すなわち「情報提1

アウトソ▼シングができ
'

:託すること (部分委託)'
~る
こと (全面委託)が者,
健診1保健指導の事業の1

)健診受診者のデータ処理、

てヽは、ここでは触れない|

ット、デメリット

[l全面委託をする場合は、
二になるが、一方で、保健」

蔵健指導が行われているか(

二なる。また、医療保険者|

)低下がヽ 惧され、事業の1

1た業務の効率化はあまり:

ここに所属する保健師・管I

静することが期待できる。■

文」象者の保健指導を行うi

コけた事業の企画が可能に
'

ノング      :

:と質問票の内容|=基づき、

健診機関から直接データ7

二なる。全面委託は、これ :

]報提供を行ったという結:

●
Ｕ
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旦)「Ell機づけ支援」のアウトソーシング

「動機づけ支援」については、このような保健指導の方法を採用するかによって

異なるが、たとぇば1□別面接や、グループ面接を組む場合には、こあよぅな支援全

体を委言モする場合は全面委託となる。動機づけ支援の対象煮の職場を訪ねて口接指

導3言曇勇][R堪曇箋51事:梨僣:Z〒[1程曇亘ξ雹「
うT'らっ
F甲
摯写

一方、部分委託の例としては、1回の支援のうち運動指導の部分のみを委託する

場合や、電話やメールで6ヶ月後の評1面を行う部分のみを委託する場合が考えられ

4)「積極的支援」のアウトツーシング

「積極的支援」については、3ヶ月から6ヶ月程度の車援プログラムを組んで行

ぅ
.も
のであるので、全面委話の場合は、初回面接から継続支援の実施、中間評価t

6ヶ月後の評価のT連の業務を季託することになる。

一方、部分委託は、多くの例が考えられる。例えば、初回面接から支援計画の作

成、中間調面、6ヶ月後め評価などは医療保険者の保健師二管理栄景士等が行い、

施設を使つて行う食生活指導や運動指導のような文」象者が自ら実践するような事

業にっしヽては委託する場合や、評価のみ医療保険者が行い、支援の計画作成から実

施までを委話する場合も考えられる。          一

また、詳細な質問京から行動変容の支テージ (準備段膿)を把握することが可能

となるが、無関,い期の対象者に対する保健指導は画―的な支援プログラムで支援す

ぅことは困難である9で、このような対家芦は医療保険者
の保健師、管理栄景士等

が支援することも考えられる。                ′
~

どのような保健指導業務を委託するのかの判断は、保健指導の目的とする生活習

慣の改善が図られる体制の在り方をます者え、医療保険者が有する人的資源、委託

できる事業者の有無等から総合的に判断し 委託の範囲を決めるべきであろう。

保健指導アウトツーシングの留意事項

健診後の保健指導は、付加的なサービスという位置づけであつたことに加え、特

に地1或においては、保健活動は公共サ
ニビスの一つとして行政が直接実施してきた

歴史があることから、この分野において、民間事業者の参入はほとんと行われてこ

なかった。このため、保健指導のアウトツーシングは、民間事業者の育成を図りつ

つ実施されていくことになる。このような状況であるため、委託元となる医療保険

者、特に市OJ村国保、そして委託先となる民間事業者は手深りの中でアウトツーシ

ングを進め、関係性を築いていくことになる。そこで、民間事業者への委言■が進ん

でいる分野の軍例を参者として、フゥトソーシングにあたっての留意事項脅整理し

た。
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(3)「動機づけ支援」のアウトツーシング

「動機づ|,支援」については、どのような保健指導の方法を採用するか|「よつて

異なるが、たとえば個別面接や、グループ面接を組む場合には、このような支援全

体を委託する場合は全面委話となる。動機づけ支援の
'J象

者の胸場を訪ねて重う面

接指導を委託する場合や、公民館等に動機づけ支援の対零者に集まってもらつて面

接指導する業務をすべて委託するような場合も、これに該当する。

一方、部分委託の例としては(動機づけ支援の効果を高めるために、経適中|ご付

加的な支援を計画して運動指導の部分のみを委

“

する場合二生が者えられる。

(4)「積極的支援」のアウトソーシング

「積極的支要」につしヽては、3ヶ月から6ヶ月程度の支援プElグラムを組んで行

うものであるので、全面委託の場合は、初回画接から継続支援の実施、中間評価、

6ヶ 月後の評価1事業全体の秤価等の一連の業務を委託することになる。

¬方、部分委託は、多くの例が考えられる。例えば、初回面接oら支援撃画の作

成、中間評価、6ヶ月後の評価などは医療保険者の医師t保健師L管理栄養士等が

行い、施設を使つて行う食生活指導や運動指導のような対象者が自ら実践するよう

な事業についでは委託する場合や、事業評価のみ医療保険者が行い、支援の計画作

成かっ実施t個人め6ケ月後評価までを委話する場合も煮えられぅ。
「

また、詳細な質問票から行動変容のステ‐ジ (準備広霊)を把握することが可能

となるが、無関心期の対象者に文」する保健指導は画―的な支援プログラムで支援す

ることは困難であるので、このような文」象者は医療保険者の医師、保健師、管理栄

贅士等が支援することも考えられる。

どのような保健指導業務を委託するのかの判断は、保健指導の目的とする生活習

慣の改善が図られる体市」め在り方をます者え、医療保険者が有する人的資源、委託

できる事業者の有無等から総合的に判断し、委託の範囲を決めるべきであろう。

6-3 保健指導アウトン‐シングの雷事事項         : 
‐

: 健診後の保健指導は、過去においては付カロ的なサービスとし、う位置づけであらた
こと|「加え、特に地域においでま、保健活動は公共サービスの一?として行政が直

接実施してきた歴史があることから、この分野において、民間事業者の参入は1まと

んど行われてこなかつた。このため、保健指導のアウトソーシングは、民間事業者

の育成を図りつつ実施されてしヽくことになる。以下に、アゥトソーシングにあたっ

ての留意事項を整理した。



機密性〇

1上と委託する葉務の目的の明確イヒ                  
′

｀
 医療保険者は、業務を委託する前に、健診・保健指導業務全体の目的、理念を明
確にしへ実施体制を考え、その中からどのような業務を委託するかを決めていくがt

l墓健槽導お質の爺濡  ‐
委託に当たって、保健指導の質を確保する仕組みを導入することが必要であう

1つは、事業者の選定に際して、保健指導の質を基準とすることである。
.保
健指

導の質は、サービス提供者の技術と熱意が関係することから、選定B寺にサービス提

医療保険者にPJl属する専P5職の目を通して確認することが重要である。

2つめは、保健指導業務の終了後に、その評1面を行うことである。例えば、対象

者の満足度調査を行う、次年度の健診結果や対象者の生活習慣の改善度をみる、そ

.して直診結巣としセプトあ突合による保健指導の効果をみる●どの有法が考えら

れる。その結果により、事業者に対して保腫指導の質の改善を畢すことや、改善の

見込みがない場合には、契約を更新するかについて検討する必要がある。

3つめは、委託業務に関する情報交換と情報公開でめる:これは、各都道府県に設

置されてしヽる保険者協議会などを活用して、事業者の資質に関する情報交換等を行

しヽ 他の医療保険者の目を通した秤価を行うことも必要であろう。     、

3)委託した業務と生活習慣病対策全体の運動
保健指導業務の委託には、前述したように様々な萎託方法があるが、どのような

委託を行ってもその業務は生活習慣病対策の一古βであり、ポピユレーションアプロ

ーチを含めた文」策全体といかに運動させていくかが重要であるR
事業者が地1或や事業所で行われているポピュレーションアプローチを理解し、こ

のような社会資源を個々の対象者に対する保健指導に活用することを、委託業務の

中に1立置づけることが必要である。このためには、医療保険者は、事業者と十分な

情報交換を行うとともに、地域や事業で行われているポピュレーションアプローチ

改ヨT案

(1)委託する業務の目的の明確化      '

医療保険者は、業務を委託する前に、健診・保健指導業務全体の目的、理念を明

確にし、実施体制を考え、その中からどのような業務を委託するかを決めていくが、

委託する業務はどのような理念に基づき、その目的は何かを明確にし、それを委託
´
先の事業者に伝えることが重要である。    1
具体的には、委託に際して作成する基準などに理念や目的が表現されることにな

るが、このことによつて、適切な事業者を選定することができる。また、医療保険

童宣委託後に事業者と事業の目的を共有L事 業を協働する関係

…

、

効果的、効率的な事業の実施につながる。「

(2)保 健指導の質の評価

委話に当たって、保健指導の質を確保する仕組みを導入することが必要である。

1つ旦は、事業者の選定に際して、保障指導の質を基準とすることであるα保健

指導の質は、保健i旨導実施者の保健指導技術の程度を資格及び研修体制、研1多実績、

マニュアルの有無、資の加価ジステムあ策定及び過去の実績1成果:て支援実施規模j

初回面接実施者の継続1天況16ヶ月後の体重|ヽ 腹□の減少状況等ゝ・|こよりti医療保
険者に所属する専P目職の目を通して確認することが重要である。    |
2つ旦は、保健指導業務の終了後に、その評価を行うことである。lFJえ |よ 文」象
者の保健指導利用率:1初回面要実施者の継続率:10.ゲ月後の体重■

・腹囲の減少率t
満足度、次年度の健診結果における保健指導レベルの改善率や対象者の生活習慣の

改善度をみる、そして健診結果とレセプトの突合による保健指導の効果をみるなど

の方法が考えられる。その結果により、事業者に対して保健指導の質の改善を促す

ことや、改善の見込みがない場合には、契約を更新するかどうか検討する必要があ

る。                            ‐

3つ旦は、委託業務に関する情報交換と情報公開である。これは、各都道府県に
設置されている保険者協議会などを活用して、事業者の資質に関する情報交換等を

行い、他の医療保険者の目を通した評価を行うことも必要であろう。   _

(3)委託した業務と生活習慣病対策全体の連動

保lll指導業務の委託には、前述したように様々な委託方法があるが、どのような

委託を行つてもその業務は生活習慣病対策の一部であり、ポピュレーションアプロ

ーチを言めた対策全体といかに連動させてい≦かが重要である。

事業者が地域や事業所で行われているボピュレーシヨンアプローチを理解し、こ

のような社会資源を個々の対象者に文」する保健指導に活用することについて、委託

業務の中に位置づけることが必要である。このためには、医療保険者は、事業者と

十分な情報交換を行うとともに、地域や事業でイテわれているポピュレーションアプ
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に関する活動を提示することが必要となる。そして、医療保険者は、常に生活習慣

病対策全体を視野に入れて、事業の運営に当たることが重要である。

4)医療保険者の専門職の技術の維持・向上

医療保険者に所属する保健師・管理栄餐士等の役割は、事業者へのアウトツーシ

ングを含めた保健指導プElグラムの企画や実施機関間の調整、そして委託した事業

者の保健指導の質を課1面することである。これらの業務を行うためには、保健指導

に関する技術をfll持・向上させることが前提となる。このためには、医療保険者の

:』駆ボ醗友詔慶愛譴話器酢話諮員
『
贈響[辱ξ低

保健指導業務の一部 (個別面接、指導計画作成、評価)●医療保険者の保健8F、 管
理栄豊士等の業務とすることや、支援プログラムに乗りに<い「無関心期」の文」象

者の保健指導を医療保険煮が直接に実施することなどが煮えぅれる。

一

苦情処理

医療保険者は事業の実施責任者として、委託した業務の実績や支援プログラムの

進行状況、保健指導を受けなしヽ者に対す●対処状況、事業所の保健8雨二管理栄養士

等のサービス提供者の変更や研修の状況など、通切な保健指導が行われているのか

について、通宜報告を求めることが必要である。

そして、対象者から出される保健指導サービスに対する不満ゃ苦情を受け止める

窓□を設置するとともに、これらの情報に対して,早期に適切に対処することが求

められる。

0と保健指導の価格の設定               '
健診後の保健指導業務は、付力0的な存在であつたことから、現1犬では価格が設定

されていないことが多いが、今後、保健指導業務をアウトツーシングしていく際に

は、前述した事業者の選定方法を参考に、価格が決まっていくものと目われる。し

かし、保健指導は

る支援は文」象者に合わせて行うものであることから、文」象者からはサ
ニビスを受け

たという受益を感じることが難しい場合もある。このため、医療保険者、対象者と

このため、保健l日導の質の評価を十分行えない状態で価格競争が始まると、必要

以上L菫皿重皿壺生壼豊J月ミ健l旨導業務全体の質の低下につながることが懸念され

る。

導の価値がわかりに 旨導内容の良し悪しの判断は難しいもに、保鰹指導のllll順力7DかりlLく く、1呆纏彊導囚谷の長し思 L/の判団 |

のである。このことは、医療サービスも同様である。

改言T案

□―チに関する活動を提示することが必要となる。そして、医療保険者は、常に生

活習慣病対策全体を視野に入れて、事業の運営に当たることが重要である。

(4)医療保険者に所属する専門職の技術の維持「向上

医療保険者に所属する保健ミ_管理栄螢士等の役害Jは、事業者へのアウトソーシ
ングを含めた保健指導プログラムの企画や実施機関間の調整、そして委託した事業

、者の保健指導の質を評il15することである″これらの業務を行うためには、自らの保

健指導に関する技術を維持・向上させることが剪提となる。このためには、彗務存

委話した場合であっても、医療保険者の保健BIL管理栄費士等/」ヽ保健指導業務に

直接従事できる体制を整備しておくことを考慮する必要がある。例えば、対象者に

対する保健指導業務の一
=β
(個別面接、指導計画作成、評価)を医療保険者の医eT、

保健師、管理栄餐士等の業務とすることゃ、支援プログラムに乗りにくしヽ「無関心

期」の対象者の保lle指導を医療保険者が直接に実施することなどが考えられる。 '

(5)モニタリング及び苦情処理           ~
医療保険者は事業の実施責任者として、委託した業務の実績や支援プログラムの

進行然況、:保健指導を受けない者に文」する文」処状況、事業所の保健師二管理栄螢士

等の保健指導実施者の変更や研修の状況など、輝切

`保

健指導が行われているのか

について、適宣報告を求めることが必要である。      ,
そして、対象者から出される保健指導サ‐ビスに対する不満や苦情を受け止める

窓□を設置するとともに、これらの情報に対して、早期に適切に対処することが求

められる。

(6)保健指導のアウトツーシング先を選定する際の留意事項

保健指導のアウトツーシングにあたり、保健指導の質を問うことなく、価格を主

な半J断指標として事業者が選定される二ととなると、必要以上に価格競争が促進さ

れL保健指導業務全体の質の低下が進むことが懸念される。
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rキニター,現状把握及び対象者の意見、要望、llt評等を収彙すること.

保健指導のアウ トツーシングに当たっては、サービスの質の評価を抱き合わせに

価格の設定を行うことやご医療保険者が保健指導の成果を押価し、それを価格に反

映させていくことが必要である。  ヽ     :

■ 誦 譲 8「
gト
フ ζtttt、 医療凛険暑は姜託基準を作成することに

なるが、こあ場合、委託する保健指導業務の目白」を明確に示すこと、また、保健指

導の質が判断できる項目を設定することが軍要でめる。
そして、事業者の選定に当たって|よ 選定の手順を透明化することが重要でわる。

:

3)個人情報の管理         、
保健指導は対象者の生活そのものを把握することになり、その情報峰
知られたくない情報であることもある。このため、保健指導を行つた場合の記録の

る。アウトソーシングを行う場合は、事業者がこのような規定を有しているか確認

をするとともに、情報の管理状況を定期的に確認する必要がある。

9)塁
塁暑芳言25fFr蟹糞を行っそ:ヽる書も想定され、様L悪健康嘔関する商ξ
(健康食品ご器具等)の販売を保健指事業務の委託と合わせて行う事業者に対して
は、収益事業との区別を明確にし、保健指導と同時に行うことがないよう、医療保

険者の委託基準に明記しておくことが必要である。また、保健指導を行う地位を利

南した不当な推奨・販売 (例え|よ 商品等を保健指導対象者の誤解を招く方法で勧
′めること)等を行わないことが必要である.                 _

改言T案

′  cのため二保健指導のアウトソTシングに当たっては、サービスの質の評価豊を
勘案した価格の設定を行うことや、医療保険者が保健指導の成果を評価し、それを
価格に反映させてい<ことが必要である。

(7)委託基準の作成及び委託方法の透明イヒ  ‐

保健指導のアウトソーシングに際して、医療保険者は委託基準を作成することに

なるが、この場合、委託する保健指導業あの目的を明確に示すこと、また(保健指
導の質が判断できる項目を設定することが重要である。   _   「
そして、事業者の選定に当たつては、選定の手順を透明1ヒすることが重要である。

(8)個人情報の管理
保健指導は、対象者の身体状況や生活習慣等に関する重要な個人情報壼皿2五ュ
業務であり、事業実施にあたつては、万全の安全管理体制が求められる。アウトソ
ーシングを行う場合は、事業者が個人情報の漏洩を防止し、適切かつ安全に利用及

び管理が行われているか、保険者の責任のもと、情報の管理状況を定期的に確認す

る必要がある。

(9)収益事業との区分の明確化   i          f
事業者の中には、収益事業を行つてしヽる者も想定され、様々な健康に関する商品

(健康食品、器具等)の販売を保健指ご業務の委託と合わせて行う事業者に対して
は、収益事業との区別を明確にし、保健指導と同時に行つことがないよう、医療保

据言E素雪言還異甲顧薫耳温身:F響当暑馨倶量指喜辱豪曇傍曇滉:E2磐曇辱〕
めること)等を行つてはならない。
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(4)委託基準

■と早本的考え方

0 アウトツーシングを推進することにより、利用者の利便性に配慮した堡健指導
(lJ」えば、■日祝日・夜間に行うなど)を実施するなど対象者の二―ズを踏まえ

た文」応が可能となるなど、多様な事業者による競争により保健指導のサTビスの

質の向上が図られる。一方で、効果的な保健指導が行われないなど保健指導の質

が考慮されない価格競争となり、質の低下に繁がることがないよう委託先におけ

る保健指導の質の確保は不可欠である。

○ 医療保険者が事業者4へ保健指導の実節を委託する場3には、当該医療保険者
との役割分担、責任が詳細にわたつて明確にされた上で、委託基準を作成し、本

プログラムに定める内容の保健指導が適切に実施される事業者を選定する必票が

ある。なお、健診・保健指導の事業の企画及び評価については医療保険者自らが

行う。

O 医療保険者は、委託契約期間中には、保健指導が適切に実施されているかにつ
いてモニタリングを行うことが重要である。

o 姜託契約の終了時には、保健指導の成果につしヽてタト吉βの人間も含め複数の観点
から評価を行うことが重要である。その際には、保健指導の専F5的知識を有する

者の意見をllt<ことが重要である::

0 個人情報にういては、その性格と重要性を十分認識し、渾切に取り扱われなけ
ればならず、特に、医療分野は、「個人情報の保諄|=関する基本方針」等において、

個人情報の性質や利用方法等から、特に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必

要がある分野の一つとされており、委託先の事業者は個人情報を適切に駆り扱わ

なけれ|まならない。なお、保健指導の記録等の情報を取り扱う業務のみを委託す

る場合にも、姜託先の事業者は2)④ ll定める保健指導の記録等の情報の取扱い
に関する基準を遵守することが求められる。

○ 医療保険者が基準を満たしている委託先を選定しやすいようにするFtめ、保険者

協議会等においてホームベージを作成し、事業者の申告に基づき、事業者の各暉

情報を掲載するなどの万策を検討する必要がある。

○ なお、巡回型・移動型で保健指導を行う場合も、委託先の事業者の施設で行う
ンとする必要がある。

66

改言T案

6-4 委託基準

(1)基本的考え方

0 アウトソーシングを推進することにより、利用者の利便性に配慮した保健指導
(例えば、土日祝日 夜間に行うなど)を実施するなど対象者のニーズを踏まえ
た対応が可能となるなど、多様な事業者による競争により保健指導のサービスの
質の向上が図られる。上方で、効果的な保健指導が行われないなど保健指導の質

が考慮されない価格競争となり、質の低下に繋がるここがないよう委託先におけ

る保健指導め質の確保は不可欠である。

0 医療保険者が事業者等へ保健指導の実施を委託する場合には、当該医療保険者
との役割分担、責任が詳細にわたうて明確にされた上で、委託基準を作成し、本

プログラムに定める内容の保健指導が適切に実施される事業者を選定する必要が

ある。なお、健診・保健指導の事業の企画及び評価については医療保険者自らが
,行う。                       ●  :       、

○ 医療保険者は、委託契約期間中には、保健指導が適切に実施されているかにつ
いてモニタリングを行うことが重要である:

○ 姜託契約の終了時には、保健指導の成果について外吉βの人間も含め複数の観点
から評価を行うことが重要である。その際には、保健指導の専門的知識を有する

者の意見を1恵くことが重要である。

O IE人 1青報については、その性格と重要性を十分認識L/.適切に取り扱われなけ
ればならず、特に、

｀
医療分野は、「個人情報の保護に関する基本方針」(平成 16

年4月 2日閣議決定)等において、個人情報の性質や利用方法等から、特に適正
な取扱しヽの厳格な実施を確保する必要がある分野の一つとされており、委託先の

事業者は|口人情報を適切に取り扱わなければならない。なお、保健指導の記録等

の情報を取り扱う業務のみを委託する場合にも、委託先り事業者は (2)の④に
定める保健指導の記録等の情報の取扱いに関する基準を導守することが求められ

る。

○ 医療保険者が基準を満たしている委託先を選定しやすいようにするため、保険者

協議会等においてホームベージを作成し、事業者の申告に基づき、事業者の各種

情報を掲載するなどの方策を検討する必要がある。     ■

○ なお、巡回型・移動型で保健指導を行う場合も、施設自で行う場合と同じ基準
とする必要がある。
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機密性O
標準的な健診・保健指導プログラム (確定IIF)(平成 19年 4月 )



機由性○

(5)国、

標準的な健診 Ⅲ保値指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

都道府県、市町村(医療保険者の役割

ュと国の写割       ,
国はt保健指導の標準的なプログラムを示すとともに、これを基にした保健指導
の委託基準を示す。          

′         イ

また、都道府県において、事業者の指導ができるよう、保健指導に関する情報を

都道府県に報告する規定を設けるなど、情報の公開に努める。

旦江市町村 (-11行政)の役割
地域住民からの健診・保健指導に関する様々な相g災に応じる体制をつ<る。

4と医療保険者の役割                       一   ´

保健指導に関する計画を策定し、効果的な保健指導が提供できるよう、予算の確

保、実施体制の整備を行う。

その中で、地域・職域の特性を考慮に入れた保健指導の理念と生活習慣病対策全

体における保健指導の位置づけを明確にするとともに、アウトツーシングする業務

の範囲や考え方を定め、質の高い事業者を選定する。
アウトツーシングの目的に合致した委託基準を作成し、適切な事業者を選定する

これを基にした保健指導

予算の確

適切な事業者を選定する
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機密性○

標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成19年 4月 )

とともに、契約内容についてモニタリングを行い、間

求める。

場合には適宜改善を

また、委託した事業者から提出された事業の結果報告以タトに、ヌ」象者から直接的

な評1面、また、費用対効果を評価し、効率的でかつ質の高い保健指導の実施に努め

る。

72

改訂案

とともに、契約内容についてモニタリングを行い、問題がある場合に|ま適宜改善を

求める。

また、委託した事業者から提出された事業の結果報告以外に、文」象者からの直接

的な評価立費用対効果の評価等により、効率的でかつ質の高い保健指導の実btに努
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標準的な健診 ,保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

第 1章 人材育成体制の整備

(1)基本的考え方

○ 健診・保健指導事業の企画立案・実施・評価が本プログラムに基づき適切に実
施されるよう、これらの業務を行う者は、都道府県等が実施する研修に積極的に

参加するとともに、常に自己研鑽に努める必要がある。

○ 国、都道府県、市町村、医療保険者、医療関係団体等は、健診・保健指導事業
の企画立案 '実施・評価の業務を行う者に対し、最新の科学的矢D見に基づいた効

果的な保健指導の知識・技術を修得するための研修や、具体的な保健指導の事例

の情報提供など人材育成の機会を提供する必要がある。

(2)国の役割

国は、全国において一定レベルはヽの人材の質が確保されるよう、健診 .保健指

導に関する人材育成の体系や研修に関するガイドラインを作成し、割道府県等に示

すとともに、都道府県等が研修を行う際に使用することができる学習教材等を作

成・提供する。

また、国は、国立保健医療科学院において都道府県の指導者 (健診・保健指導に

関する研修を企画立案する者)等に対する研修を行う:

(3)都道府県の役割

都道府県は、国が示した健診・保健指導に関する人材育成の体系や研修に関する

ガイドラインを踏まえ、健診・保健l旨導事業の企画立案 ,実施・評価の業務を行う

者を対象に、①企画立案 .評価に関する矢0識 '技術、②最新の科学的知見に基づい

た効果的な保健指導の知識′技術、◎ポピュレーションアプローチとの効果的な組

合せ等に関する研修を実施する。

また、これらの研修を実施するため、都道府県は、地域の医療関係団体、教育機

関等の協力を得て、研修を行う講師等を確保するとともに、都道府県が実施する研

修会と医療関係団体等が実施する研修の開催曰時が重なったり、同じ内容となった

りしないよう、考β道府県が中心となって、研修を行う団体間の調整を行う。

さらに、都道府県は、当該都道府県内において健診・保健指導を行う人材の確保

が困難な地域が発生しないように、市町村の求めに応じて、当該市町村に研修を行

う講師等を派遣し、研修を実施するなど各都道府県内で研修の実施体制が確保でき

るよう配慮する。

改訂案

第1章 人材育成体制の整備

(1)基本的考え方

○ 健診・保健指導事業の企画立案・実施 ,評価が本プログラムに基づき適切に実
施されるよう、これらの業務を行う者は、都道府県等が実施する研修に積極的に

参加するとともに、常に自己研鎖に努める必要がある。

○ 国、都道府県、市町村、医療保険者、医療関係団体等は、健診・保健指導事業
の企画立案・実施 ,評価の業務を行う者に対し、最新の科学的知見に基づいた効
果的な保健指導の知識・技術を修得するための研修や、具体的な保健指導の事例
の情報提供など人材育成の機会を提供する必要がある。

(2)国の役割

国は、全国において一定レベル以上の人材の質が確保されるよう、健診・保健指
導に関する人材育成の体系や研修に関するガイドラインを作成し、都道府県等に示
すとともに、都道府県等が研修を行う際に使用することができる学習教材等を作
成 ,提供する。

また、国は、国立保健医療科学院において剖道府県の指導者 (健診・保健指導に

関する研修を企画立案する者)等に対する研修を行う。

(3)都道府県の役割

都道府県は、国が示した健診・保健指導に関する人材育成の体系や研修に関する
ガイドラインを踏まえ、健診・保健指導事業の企画立案 ,実施・評価の業務を行う
者を対象に、①企画立案 。秤価に関する知識・技術、②最新の科学的知見に基づい
た効果的な保健指導の矢□識・技術、③ポピュレーションアプローチとの効果的な組
合せ等に関する研修を実施する。

また、これらの研修を実施するため、都道府県は、llB域の医療関係団体(教育機
関等の協力を得て、研修を行う講師等を確保するとともに、都道府県が実施する研

修会と医療関係団体等が実施する研修の開催日時が重なつたり、同じ内容となった
りしないよう、都道府県が中心となって、研修を行う団体間の調整を行う。

さらに、都道府県は、当該都道府県内において偉診 `保健指導を行う人材の確保
が困難な地域が発生しないように、市町村の求めに応して、当該市町村に研修を行
う講師等を派遣し、研修を実施するなど各都道府県内で研修の実施体制が確保でき
るよう配慮する。



標準的な健診・保健指導プログラム (確定版)(平成 19年 4月 )

(4)市町村の役割

市町村は、保健事業 (①医療保険者としての健診・保健指導、②住民に対する生

活習慣病予防のためのポピュレーションアプローチ)に従事する保健師、管理栄養
士等に対して、市町村自らが研修を行うことに力0え、都道府県、医療関係団体等が

実施する研修を受けさせることが必要である。

また、医療保険部門と衛生3,門のジヨブローテーション
1により、健診 .保健指

導とポピュレーションアプローチとの効果的な組合せを企画立案できる人材の育

成を行うことや、健診・保健指導の経験を有する者を都道府県等が実施する研修の

講師とする等の協力を行うことも必要である。

さらに、市町村は、これまで健康づくりに関するポランテイアを育成してきたと

ころであるが、生活習慣病対策の充実・強化を図る観点から、ヨき続き健康づくり

を推進するパランティア育成のための研修を実施することが必要である。

(5)医療保険者の役割

医療保険者は、健診i保健指導事業の企画立案・実施・評価の業務を行う者に対
して、医療保険者自らが研修を行うことに力0え、者口道府県、医療関係団体等が実施
する研修を受けさせることが必要である。
また、医療保険者の団体は、最新の科学的知見に基づいた効果的な健診・保健指
導が実施されるよう、医療関係団体、1教育機関等の協力を得て、資質の向上を継続

的に図られるよう団体所属の医療保険者に対し、医療保険者が研修を行う際に使用
することができる学習教材等を作成・提供することや、医療保険者団体自ら研修を
実施するなど医療保険者が行う人材育成を支援していくことが必要である。

(6)医療関係団体の役割

日本医師会、日本看護協会、日本栄螢士会等の医療関係団体及び当該団体の都道

府県支部は、保健指導を実施する者の資質の向上を図るため、積極的に研修会を行
うことが求められる。研修会の実施に際しては、複数の医療関係団体が協力し、共

同で実施することや、日本歯科医師会や日本薬剤師会等の医療関係団体及び当該団
体の都道府県支音βから講3市を紹介してもらうことなど、複数の臓種で構成されるチ
ームによる保健18導に葉がるような配慮も必要である。

また、保健指導に従事する医師等については、内臓脂肪症候群 (メタポリックシ
ンドロニムとの概念を導入した保健指導に関す 技術を有することが必須で

改訂案

(4)市町村の役割

市町村は、保健事業 (①医療保険者としての健診・保健指導、②住民に対する生
活習慣病予防のためのポピュレニションアプローチ)に従事する医師、保健B雨、管
理栄養■等に対して、市町村自らが研修を行うことに加え、都道府県、医療関係団
体等が実施する研修を受けさせることが必要である。
また、国堡部Pヨと衛生部Pヨのジョブローテーション

1により、健診・保健指導と
ポピュレーションアプローチとの効果的な組合せを企画立案できる人材の育成を
行うことや、健診・保健指導の経験を有する者を都道府県等が実施する研修の講師
とする等の協力を行うことも必要である。
さらに、市町村は、これまで健康づくりに関するポランティア豊を育成してきた
ところであるが、これらのポランティア等による活動は、健診受診率の向上や住民

プローチの重要な手法と位置づけ、地域で自主的に健康づくりを推進するボランテ

(5)医療保険育の役割

医療保険者は、健診・保健指導事業の企画立案 1実施・評価の業務を行う者に対
して、医療保険者自らが研修を行うことに力0え、都道府県、医療関係団体等が実施
する研修を受けさせることが必要である。
また、医療保険者の虫央団体は、最新の科学的知見に基づいた効果的な健診・保
健指導が実施されるよう、医療関係団体、教育機関等の協力を得て、資質の向上を
継続的に図られるよう団体所属の医療保険者に対し、医療保険者が研修を行う際に
使用することができる学習教材等を作成・提供することや、医療保険者団体自ら研
修を実施するなど医療保険者が行う人材育成を支援していくことが必要である。

(6)医療関係団体の役割
日本医BT会、日本看護協会、日本栄贅士会等の医療関係団体及び当該団体の薔B道
府県支部は、保健指導を実施する者の資質の向上を図るため、積極的に研修会を行
うことが求められる。研修会の実施に際しては、複数の医療関係団体が協力L/、 共
同で実施することや、日本歯科医師会や日本薬剤師会等の医療関係団体及び当該団
体の都道府県支部から講師を紹介してもらうことなど、複数の職種で構成されるチ
ームによる保健指導に繋がるような配慮も必要である。

また、保健指導暉従事する医師、保健師、管理栄彗士等については、メタポリッ
クシントロームの概念を導入した保健指導に関する矢D識・技術を有することが必須
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あることから、関係団体、学会等が保健指導に関連し、特に認定する既存の資格 (日

本医師会認定健康スポーツ医など)の賛成課程においても、そのような観点からの

研修内容の見直しの検討が求められる。

'資質向上のため、人材育成計画に基づいて、職務の異動を行うこと。

第 2章 最新の知見を反映 した
健診・保健指導内容の見直しのための体制整備

(1)基本的者え方

○ どのような健診項目等を設定し、保健指導を実施すれば、効果Ot」 ・効率的に被
保険者の生活習慣病予防が図られるのかを評価するため、各医療保険者は、健

診・保健指導に関するデータを継続的に蓄積することが必要となる。

○ 各医療保険者が畜梗したデータについては、個人情報の保護に十分留意しつ
つ、国において分析・秤価し、その結果を健診・保健指導プログラムに反映する

ことが必要である。

(2)国の役割

国は、医療保険者の協力を得て、健診・保健指導データを統計的に処理・分析す

るためにlll集 し、関係学会等の協力を得て評価を行う。その評価結果を踏訣え、医

療保険者による効果的・効率的な健診・保健指導の実施のために必要な場合には、

健診項目、保健指導の内容等を見直していく必要がある。なお、政府の「IT新改革

戦略」においては、「個人が生涯を通して健康情報を活用できる基盤づくり」
Xをめ

ざし、個人情報の保護に十分留意しつつ、健診結果を電子データとして組続的に収

集し、適切に管理するための仕組みや、疾病予防の推進のため、健康情報を収集、

活用する方策を確立することとされている。            
｀

重た、国は、健診・保健指導データの評価を踏まえ、保健指導に用いる学習教材
等の作成を行う。このような学習教材の作成にLelしては、独立行政法人国立健康・

栄費研究所における研究成果や調査結果の活用について協力を得ながら、国立保健

医療科学院が中心となり、学習教材を作成していくことが必要となる。さらに、国

立保健医療科学院においては、保健指導を行う際の支援材料、学習教材等をインタ
ーネットで公開し、自由にダウンロートできるシステムを構築すべきである。

また、国立保健医療科学院においては、健診・保健指導内容の科学的根拠を継続

的に収集し、評価するため、健診・保健指導データ等を分析する機能 ,役割が必要

となる。

さらに、国は、最新の矢0見を反映した健診・保健指導を建皇に行うために、保健

師、管理栄養士等の基礎教育において必要な知識・技術を習得させる必要があり、

これらの賛成カリキュラムの見直しの検討を行うことも必要である。

改訂案

であることから、関係団体、学会等が保健指導に関連し、特に認定する既存の資格

(日本医師会認定健康スポーツ医など)の餐成課程においても、そのような観点か
らの研修内容の見直しの検討が求められる。

1資質向上のため、人材育成計画に基づいて、臓務の異動を行うこと。

第 2章 最新の知見を反映した
健診 ,保健指導内容の見直 しのための体制整備

(1)基本的考え方

〇 どのような健診項目等を設定し、保健指導を実施すれば、効果的・効率的に被
保険者の生活習慣病予防が図られるのかを評価するため、各医療保険者は、健
診 '保健指導に関するデータを継続的に蓄積することが必要となる。

○ 各医療保険者が蓄積したデータについては、個人情報の保護に十分留意しつ
つ、国において分析・評価し、その結果を健診・保健指導プログラムに反映する
ことが必要である。

(2)国の役害」

過去の状況に関する

記述のため削除

国は、健診・保健指導データの評価を踏まえ、保健指導に用いる学習教材等の作
成を行う。このような学習教材の作成に際しては、独立行政法人国立健康・栄養研
究所における研究成果や調今結果の活用について協ヵを得ながら、国立保健医療科

学院が中′いとなり、学習教材を作成していくことが必要となる。さらに、国立保健
医療科学院においては、保健指導を行う際の支援材料、学習教材等をインターネッ
トで公開し、自由にダウンロードできるシステムを構築

=登
。

また、国立保健医療科学院においては、健診・保健指導内容の科学的根拠を継続
的に収集し、評価するため、健診・保健指導データ等を分析する機能・役割が必要
となる。

さらに、国は、最新の知見を反映した健診・保健指導を効果的に行うために、医

師二保健eT、 管理栄養士等の基礎教育において必要な知識・技術を習得させる必要
があり、これら リキュラムの見直しの検討を行うことも必要である。
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K IT新改革戦略 (平成 18年 1月 19日、IT戦略本部 〔本8B長 内閣総理大臣〕)
(P13よ り抜粋)

`個
人が牛涯芥縄して融虐情鶴芥活用で董る基盤づくりヽ

|.生涯にわたる腱診結果を電子データとして継続的に収奥し、適切に管理するための仕組み (収

奥すべき健診項目、標滋的なデニタ形式、管理運営方法等)を 2007年宮議でに確立する.
2_電子データとして収奥される健診結果等の健康情報を個人、保Lt者等が活用するための基盤

機能暮)の整備を2∞8年度までに開始し、2010年慮までにその普及を推進する。
〕 藤病 平防 の 推 進事 に向 li収 隻 誦 F―健 康億 綿 の 活 用お 簡 丼 ,040年 慮 議で に腔 青す る .

(3)関係学会の役割

関係学会は、国が行う健診・保健指導データの分析・評価につしヽて協力し、学会
における最新の知見などの議論を踏まえ、健診 .保健指導プログラムの見直しを行
う必要性やその内容について国に対し協力を行うことが望まれる。

(4)都道府県の役割

都道府県においては、医療保険者や地域の大学・研究機関等の協力を得て、健診・

保健指導データを統計的に処理・分析し、評価を行うことにより、都道府県におけ

る健康づ<り施策や都道府県が実施する研修内容へ反映させるとともに、各地域の
保険者協議会生地域・贈域連携推進協議会間との健診・保健指響の効果の評価、研
修内容の相互評価、委託先の事業者のサ

=ビ
スの質の相互評価を図る場を提供する

ことが必要である。

(5)市町村の役割

市町村においては、保健事業 (①医療保険者としての健診・保健指導、Otl民に
対する生活習慣病予防のためのポピュレーションアプロ■チ)を総合的に実施する
ため、衛生gsP3の医師、保健師、管理栄養士等がレセプトや保健指導データ等を活
用 (医療保険者としての個人情報保護に抵触しない方法での利用が前提)すること
により地域ごこの課題を明確にした上で、ポピュレーションアプローチを効果的・
効率的に実施していくことが必要である。

(6)その他

今後、健診・保健指導データの蓄積が進むにつれ、医療保険者自らが実施する場
合も含め、健診・保健指導の軍の管理・評価を行うための第三者評価め仕組みが必
要となると考えられぅため、都道府県地域・職域連携協議会の活用等を含め、第二
者機能評価の在り方につしヽて検討を進める必要がある。

改訂案

過去の状況に関する

記述のため肖1除

(3)関係学会の役割

関係学会は、国が行う健診・保健指導データの分析・評価について協力し、学会
における最新の知見などの議論を踏まえ、健診・保健指導ブログラムの見直しを行
う必要性やその内容について国に対し協力を行うことが望まれる.

(4)都道府県の役割

都道府県においては、医療保険者や地域の大学・研究機関等の協力を得て、健診 ,

保健指導データを続●t的に処理 ,分析し、評価を行うことにより、都道府県におけ
る健康づ<り施策や都道府県が実施する研修内容へ反映させるとともに、保険者協
議会

…

職域連携推進協議会等lL対 し、健診・保健指導の効果の評価、
研修内容の相互評価、委託先の事業者のサービスの質の相互評価を図る場を提供す
ることが必要である:

(5)市 町村の役割

市EU村においては、保健事業 (①医療保険者としての健診・保健指導、②住民に
対する生活習慣病予防のためのポピュレーションアプローチ)を綸合的に実施する
ため、衛生部PSや介護部門の医師、保健師、管理栄養士等がレセフトゃ保健指導デ
ータ等を活用 (医療保険者としての個人情報保護に抵触しない方法での利用が前
提)することにより地域ごとの課題を明確にした上で、ポピュレーションアプロー
チを効果的・効率的に実施していくことが必要である。

(6)その他

今後、健診 '保健指導データの蓄積が進むにつれ、医療保険者自らが実施する場
合も含め、健診 :保健指導の質の管理・評価を行うための仕組みが必要となると考
えられるため、第二者機能評価の蕉り方について検言」を進める必要がある:
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第3章 健診。保健指導の実施・評価のためのデータ分析とデータ管理

(1)健診・保健指導の実bu・ 評価のための指標・項目

1)基本的考え方
○ 国の目標 (平成27年度に平成 20年と比べて糖尿病等の生活習慣病有病著 ,
予備群を25%減少させる)の達成のためには、不健康な生活習慣の蓄積から、
生活習慣病の予備群、生活習慣病への進展さらに重症イし,合併症へと悪イしする者

を減少させること、あるいは、生活習慣病から予備群さらには健康な状態へ改善

すぅ者を増力Dさせることが必要である (旧」紙 11)。

O 医療保険者には、健診・保健指導データとレセプトが集議ることになるため、
電子化された健診・保健指導データとレセプトを突合したデータの分析を行うこ

とにより、この分析結果を基にして、前年度の保健指導による予防の効果を評価

することや、健診結果が「受診勧奨」となった者の受療状況の確認をすることが

可能となる。

○ 突合データを用しヽて、個人や対象集団ごとに、健診・保健指導プログラムの評
価を客観的1ご行うためには、どのような健診・保健18導の指標・項目等を抽出す

れば良いか整理する必要がある。

O 医療保険者に所属する医師、保健師、管理栄霞士等は健診・保健娼導データと
レセプトから、どの3β分に焦点を絞って、疾病予防・重症イし予防を行うのが効果

的かを検討することが必要である。

○ また、医療保険者に医師、保健師、管理栄養士等が所属していなしヽ場合には、
地域・F●l域の医師、保健師、管理栄賛士等の協力を受けて評価する必要がある。

例えば、市町村国保においては衛生部門と、確保等では職塀の産業医、保健師等
の協力を得ることが想定される。さらに、小規模な健保等については、保健所・

健康科学センター等の協力を得ることも想定される。

O 健診・保健指導の実施・評価の際には、対象集団の母集団となる行政単位の人
□Ell想統計 (死因続計)、 憲者調査、国民生活基礎調査、国民健康・栄養調査 (県

民健康・栄費調査 )、 医療費データ、介護保険データなどから確認しうる地域集

団の健康課題の特徴を把握するとともに、対象集団の健診結果や生活習慣の知

識・態度・行動に影響を及ぼす要因を把握することが必要である。

改訂案

第3章 健診・保健指導の実施・評価のためのデータ分析とデータ管理

3-1 健診・保健指導の実施 :評価のための指標・項目

(1)基本的考え方
○ 国の目標 (平成27年度に平成20年と比べて糖尿病等の生活習慣病有病者・
予備群を25%減少させる)の達成のFLめには、不健康な生活習慣の蓄積から、
生活習慣病の予備群、生活習慣病への進展さらに重症化 ,合併症へと悪イヒする者

を減少させること、あるいは、生活習慣病から予備群さらには健康な状態へ改善

する者奮増加させることが必要である (掲 U紙 11)。

O 医療保険者には、健診・保健指導データとレセプトが集まることになるため、
電子化された健診・保健指導データとレセプトを突含したデータの分析を行うこ

とにより、この分析結果を基にして、前年度の保健多旨導による予防の効果を押1面

することや、健診結果が「受診勧奨」となった者の受療状況の確認をすることが
可能となる。

○ 突合データを用いて、個人や対象集団ごとに、健診・保健指導プログラムの評
価を客観的に行うためには、どのような健診・保健指むの指標・項目等を抽出す

れば良いか整理する必要がある。

○ 医療保険者に所属する医師、保健師、管理栄養士等は健診・保健指導データと
レセプトから、どの部分に焦点を絞うて、疾病予防・重症化予防を行うのが効果

的かを検討することが必要である。

○ また、医療保険者に医師、保健師、管理栄量士等が所属していない場合には、
地域・職域の医師、保健師、管理栄賛士等の協力を受けて評価する必要がある。

例えば、市町村国保においては衛生3口 F日、健保等では職域の産業医、保健師等の

協力を得ることが想定される。さらに、小規模な健保等については、保健所・亘
生研究所 .健康科学センター等の協力を得ることも想定される。

○ 健診 保健指導の実施・評価の際には、対象集団の母集団となる行政単位の人
□動想統計 (死因統計)、 患者調査、国民生活基礎調査、国民健康・栄養調査 (県

民健康・栄贅調査)、 医療費データ、介護保険データなどから確認しうる地域集

団の健康課題の特徴を把握することもに、対象集団の健診結果や生活習慣の知
識・態度・行動に影響を及ぼす要因を把握することが必要である。
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都道府県が策定する医療計画、都道府県介護保険事業支援計画、都道府県健康

増進BI回、都道府県医療費適正化計画等の基礎資料としても有益な指標・項目で

あることが必要である。

2と具体的な健診・保健指導を秤価するための指標・項目
① 個人の評価のための指標・項目
0健診の指標・項目 (当該年度)                   :
・受療状況

・健診受診状況

・各健診項目 (測定値)

・各健診項目判定結果

○保健指導の指標・項目 (当該年度)

・生活習慣改善状況

・行動変容ステージの変化

・介護保険の利用状況

Oレセプト
・受療状況の有無

(健診の結果、「受診勧奨」となったにもかかわらず、受診がなされていないの

ではないか、糖尿病で受診中断がないのか等の確認ができる。)

② 集団の評価のための18標・項目
0健診の指標・項目 (当該年度)
・健診受診者数、内訳
,各健診項目判定結果

0保健指導の指標・項目 (当該年度)
'保健指導階層化判定

・生活習慣改善状況

○レセプト       ,
・受療状況の有無

・医療費

③ 事業評価のための指標・項目
※母集団 (対象集団)の1巴握が重要である。
O健診の指標・項目 (当該年度)
○保健lB導の指標・項目 (当該年度)

○レセプト

○事業を椰価するための関連情報

改打案

O 都道府県が策定する医療計画、都道府県介護保険事業支援計画、都道府県健康
増進計画、都道府県医療責適正1じ計画等の基礎資料とし、も有益な指標・項目で

あることが必要である。

(2)具体的な健診 :保饉指導を秤価するための指標・項目
① 個人の秤価のための指標・項目
O健診の指標・項目 (当該年度)
・受療状況

・健診受診状況   
｀

・各健診項目 (測定値)

・各健診項目判定結果

○保健指導の指標・項目 (当該年度)
・生活習慣改善状況
・行動変容ステージ (準備状態)の変化
・介護保険の利用状況

○レセプト

・受療状況の有無

(健診の結果、「受診勧奨」となったにもかかわらず、受診がなされていないの
ではないか、糖尿病で受診中断がないのか等の確認ができる。)

② 集国の秤価のための指標・項目
○健診の指標・項目 (当該年度)
・健診受診者数、内訳

・各健診項目判定結果

○保健指導の指標 ,項目 (当該年度)
・保健指導階層化判定
― ・生活習慣改善状況  :
○レセフト

・受療状況の有無

・医療費

③ 事業評価のための指標・項目
※母集団 (対象集回)の

'巴

握が重要である。
○健診のlB標・項目 (当 3亥年度)

○保健指導の指標・項目 (当該年度)

〇レセプト      ・
0事業を評価するための関連情報
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(2)医療保険者における健診 ,保健指導の実施・評価

上Σ基本的考え方

O 医療保険者は、全ての40歳から74歳の被保険者に対し、健診の受診を促す
とともに、健診結果のデータを有効に活用し、必要な保健指導 (情報提供・動機

づけ支援・積極的支援)を受ける者を確実に選定し、被保険者の生活習慣改善の

取組を支援する。また、対象集団 (医療保険者)における健診 .保健指導プログ
ラムが有効であったかどうかについて、 iCD-101に基づいて分類される疾病
`の受療状況についてレセプトなどを活用するなどの方法によりg平価を行う。

○ 医療保険者は、レセフトを活用した分析を実施し、健診・保健指導の計画、秤
価を行い、保健指導内容の改善、アウトツーシング先の選定の参考とするなど、

健診・保健指導事業の改善を行うことが可能である。

O 医療保険者は、事業者から健診データが円滑に移行されるよう、事業者との連
携を密に図り、効果的・効率的な健診・保健指導実施計画を策定し、事業を実施

すべきである。

O 医療保険者はt特定健診・保健指導の実施状況や、レセプトのオンラインイヒの
選 状況、医療保険者における評価・改善に関する知見の集積状況や習熟度等の

動向をFeXまえ、健診保健指導の評価に取組むbyl要がある。

2と具体的な健診・保健指導の実施・秤価の手順 (例 )
医療保険者において、健診・保健指導関連データとレセプトを突合したデータを

用しヽて健診・保健指導の評価を行うため、医師、保健 8T、 管理栄養士等は、生活習

慣病は予防可能であることを理解し、予防するために何が必要かを考えることが重

要である。また、予防ができなかったケースのデータから、なぜ予防できなかつた

のかについて分析重うことも重要である。

'in"ma10n』 lb“負31。口OF Disease=国 際疾病分汎 疾病の国際比較を可能にするためⅧo(世界保
健機関)力:作成。

改訂案

3-2 医療保険者における健診・保健指導の実施・秤価

(1)基本的考え方
O 医療保暉者は、全ての40歳から74歳の被保険者に対し、健診の受診を促す
こともに、健診結果のデータを有効に活用し、必要な保健18導 (情報提供・動機
づけ支援・積極的支援)コ象者を確実に選定し、被保険者の生活習慣改善の取組
を支援する。訣た、対象集団 (医療保険者)における健診・保健指導プログラム
が有効であったかどうかについて、 lCD-10'に基づいて分類される疾病の受
療状況についてレセプトなどを活用するなどの方法により評価を行う。

O 医療保険者は、レセプトを活用した分析を実施し、健診・保健指導の計画、評
価を行い、保健指導内容の改善、アウトソーシング先の選定の参考とするなど、
健診・保健指導事業の改善を行うことが可能である。

O 医療保険者は、委託先の事業者から健診データが円滑に移行されるよう、事業
者との連携を密に図り、効果的・効率的な健診・保健指導実施計画を策定し、事
業を実施すべきである。                       ′

○ 医療保険者は、特定健診 ,保健指導の実施状況や、レセフトデータの状況、医
療保険者における評価・改善に関するlll見の集積状況や習熟度等の動向を踏ま
え、健診上保健指導の評価に取組む必要がある。

(2)具体的な畔診・保健指導の実施・評価の手順 (例)
医療保険者において、健診・保健指導関連データとレセプトを突合したデータを
用いて健診・保健指導の評価を行うため、医師、保健師、管理栄螢士等は、生活習
慣病は予防可能であることを理解し、予防するために何が鰤要かを考えることが重
である。また、予防ができなかつたケースのデータから、なぜ予防できなかった
のかについて分析し、次の事業に反映させることも重要である。

'lnten3“OnJ Clas■ ncaぃ。.oF Dヽそasc=国 際疾病分類。疾病の国際比較を可能にするためwHo(世界保
饉機関)力

'作
成。
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〔評価手順の一例〕                    .
①利用するレセプトの抽出

○ 利用するレセプトは、生活習慣病に関係する病名により抽出 (旧J紙 2)。
○ レセプトの病名は主傷病と冨J傷病に分かれているが、両方とも拾つ。さらに、
生活習慣病に関係する病名が主傷病か冨」傷病かを分類するため、主傷病が分か

るようにデータを抽出する。

○ 将来的にレセフトがオンライン1しされれば電子データからの変換が可能と
なるが、それまでは、健診データにレセフト病名コートを追加することにより

対応する。

○ 病名コードは、lCD分類に基づくものとする。

②集国の疾患特徴の把握

(高額レセフト、長期レセフト、重複疾病の抽出による突合分析)

○ 高額なレセフト (例 :lヶ 月200万円以上など)を分析することにより、
どのような疾患が高額になつているかを調べ、どの疾患の予防を優先的な保健

指導の対象とするか者える(障式1-1、 21)。
O 高額なレセフトだけでな<(長期に治療が継続することにより結果ll」に医療
資が高額になる疾患についても調べ、どの疾患の予防を優先的な保健指導の対

象|するかについても考える(障式2-1～ 3)。
O 被保険者集団の特徴や健康課題を把握するため、複数の生活習慣病の罹患状
況を調べ、糖尿病、高血圧症、高8旨血症、虚血性心疾患、脳卒中、人工透析を

要する慢性賢不全等の疾病毎に分析を行う (際ゴ3-1～ 71)。
O 全国又は都道府県のデータと比較することにより、被保険者集団の疾患分布
等の特徴をlBrするための資料を収集・作成する (朦式4-1～ 61)。
O 健診・保健指導の効果を評価するため、レセプトa転により、保健指導によ
る重症イヒ予防、合併症予防の成果を確認する (III式5-1～ 141)。

◎県回の健康状況の把握 (健診・保健指導結果による経年的なアウトカム評価)

O 被保険者集団全体の健康状況を把握するため、健診有所見者状況、内職1旨賄
症候群 (メタポリックシンドローム)のリスクの重複状況、健診受診率、支援

1・  B」保健指導実施率等の健診・保健指導実bL結果の特徴を、経年的データを用い

て分析する (障式6-1～ 111)。

④健診・保健指導の総合的評価に関するデータ
0 健診・保健指導の評価を行う上では、内臓脂肪症候群、糖尿病等の生活習慣
病の増減等を秤価する必要がある (障式7)。
O 毎年の健診・保健指導事業の評価を行うためには生活習慣病の有病者・予備
群への移行者数の減少以外にも、補足Ot」な評価項目が盛要である。

O 補足的な評価項目としては、有病者又は予備群のままであったとしても、リ

改訂案

〔評価手I原の一例〕

①利用するレセフトの抽出

○ 利用するレセプトは、生活習慣病に関係する病名により抽出 (旧」紙21)。
O レセプトの病名は主傷病と目」傷病に分かれているが、両方とも拾う。さらに、
生活習慣病に関係する病名bl■傷病か副傷病かを分類するため、主傷病が分か
るようにデータを抽出する。    .
0 将来的にレセプトがォンラインイしされれば電子データからの変換が可能と
なるが、それまでは、健診データにレセフト病名コードを追加することにより
対応する。

○ 病名コードは、ICD分類に基づくものとする。

②集団の疾患特徴の把握                   ‐

(高額レセプト、長期レセプト、重複疾病の抽出による突含分析)
O 高額なレセフト (例 :lヶ月200万円以上など)を分析することにより、
どのような疾患が高額になつているかを調べ、この疾患の予防を優先的な保健
指導の対象とするか考える (障期 -1、 2)。
O 高額なレセプトだけでなく、長期に治療が継続することにより結果的に医療
質が高額になる疾患についても調べ、どの疾患の予防を優先的な保健指導の対

象とするかについても考える (障式2-1～ 3)。
O 被保険者集回の特徴や健康課題資把握するため、複数の生汚習慣病の罹患状
況を調べ、精尿病、高血圧症、脂質異常症、虚血性

`い
疾患、脳卒中、人工透析

を要する慢性腎不全等の疾病毎に分析を行う (臓式3-1～ 71)。
O 全国又は都道府県のデータと比較することにより、被保険者集団の疾患分布
等の特徴を把握するための資料を収集・作成する (騰式4-1～ 61)。
O 健診・保健帽導の効果を評価するため、レセプト分析により、保健指辱によ
る里症{ヒ予防、合併症予防の成果を確認する (臓式5-1～ 141)。

③集団の健康状況の把握 (健診・保健指導結果による経年的なアウトカム評価)
○ 被保険者集団全体の健康状況を把握するため、健診有所見者状況、メタポリ
ックシンドロ‐ムのリスクの重複状況、健診受診率、支援BU保健指導実施率等

鱚 写F実
施結果の特徴

奮
、経年的デー

7を
用いて分析すo(匿 ヨ

④健診・保健指導の総合的評価に関するデータ

○ 健診 ,保健指導の評価を行う上では、メタポリッタシンL日 =ム、糖尿病等
の生活習慣病の増減等を評価する必軍がある (臓式71)。
○ 毎年の健診・保健指導事業の評価を行うためには生活習慣病の有病者・予億
群への移行者数の減少以外にも、補足的な部価項目が必要である。

○ 補足的な評価項目としては、有病者又は予備群のままであつたとしても、リ
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スク数の減少などが想定される。

○ 健診・保健指導の費用と医療費の肖J減効果が比較できる仕組みが必要であ
る。

○ 医療保険者は、被保険者に対して健診・保健指導の総合的評価を情報提供す
ることが麟要である。

⑤健診受診者個人の評価

○ 健診受診者ごとの1夏囲、体重、血圧等の改善も罪価すべきである。
O 腹囲の1曽加、体重の増力B等が認められないこと、追加リスクがないこと く現
状維持)も評価すべきである。また、追加リスクがある場合であつても1員囲等

が減少したことを評価すべきである。

O 動機づけ支援、積極的支援の対象者|ごついては、生活習慣の変化 (食事、運
動、喫煙等)、 行動変容の準備段階 (ステージ)の変化、設定目標の達成状況
についてもE平価すべきである。

注)詳細な手順等については、厚生労働科学研究費補助金による研究事業におい

て、「健診データ・レセプト分析から見る生活習慣病管理」が取りまとめられ

る道 。

改訂案

スク数の減少などが想定される。

○ 健診・保健指導の費用と医療費の削減効果がLじ較できる仕組みが必要であ
る。

O 医療保険者は、被保険者に対して健診・保健指導の総合的評価を情報提供す
ることが必要である。

.

⑤健診受診者個人の評価

〇 健診受診者ごとの腹囲、体重、血圧等の改善も評価すべきである
`〇 腹囲の増力0、 体重の増力0等が認められないこと、追力0リスクがなし`こと (現

状維持)も評価すべきである。また、追カロリスクがある場合であっても腹囲等
が減少したことを評価すべきである。
○ 動機づけ支援、積極的支援の対象者については、生活習慣 (食事、運動、喫
煙笠との蛮仏 行動変容のステージ (準備状態)の変イし、設定目標の達成状況
についても評価すべきである。

注)詳

“

Bな手順等については、厚生労働科学研究費補助金による研究事業におい

て、「健診データ・レセプト分析から見る生活習慣病管理」(平成18年度)が
取りまとめられている。
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(3)健診・保健指導計画作成及び部価のためのデータ管理

ユΣ基本的な考え方
O 健診・保健指導のデータは個人の健康情報が入つているので、あらかじめ医療
保険者により定められた責任者をおいて管理することが望ましい。

O また、偉診・保健指導のデータ管理を外部委託する場合は、本プログラム第2
編第6章 (2)④及び第3編第6車 (4)2)④に定める基準を遵守する必要が
ある。

O 医療保険者は被保険者に対して、健診・保健指導結果を管理するとともに、そ
の情報を各個人が保存しやすい形嵐で提供することが必要である。

※健診結果の様式の考え方
・日本工業規格∧4型 1枚に収納される様式であること。
・特定健診の標準的な健診項目全てについて検査値及び結果とその判定について

記載されていること。               .
・できる限り、経年的な結果、データを視覚的に表現し、受診者が理解しやすしヽ

体裁を有すること。

なお、具体的なイメージ案は、睡 照
`

改訂案

3-3 健診 `保健指導計画作成及び評価のためのデータ管理

(1)基本的な考え方
0 健診 '保健指導のデータは個人の健康情報い入つているので、あらかしめ医療
保険者により定められた責任者をおいて管理することが望ましい。

○ また、健診・保健指導のデータ管理を外部委託する場合は、本プログラム第2
編第6章 (2)⊇④及び第3編第6章 (4)2)の④に定める基準を遵守する必
要がある。

O 医療保険者は被保険者に文」して、健診・保健指専結果を管理するとともに、そ
の情報を各個人が保存しやすしヽ形Xで提供することが必要である。

※健診結果の様式の考え方
。日本工業規格A4型 1枚に収納される様式であること。
.特定健診の標準的な健診項目拿てについて検査値及び結果とその判定について
記載されている

「
と。

・で書る限り、経年的な結果、データを視覚的に表現嗽 受診者が理解しやすしヽ
体裁を有すること。

なお、具体的なイメージ案は、旧岨 参照。
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(4)個人情報の保護とデータの利用に関する方針

■と基本的考え方

医療保険者は、健診 ,保健指導で得られる健康情報の取扱いについては、イ□人情

報の保護に関する法律及びこれに基づくガイドライン等を踏まえた対応を行う。そ

の際には、受診者の利益を最大限に保証するため個人情報の保護に+分に配慮しつ

つ、効果的・効率的な健診・保健指導を実施する立場から、収集された個人情報を

有効に利用することが必要である:

2と具体的な個人情teの保護とデータの利活用の方法
O 個人情報の取扱いにつしヽては、個人情報の保護に関する法律及びこれに基づく
ガイドライン (「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイドライン」、「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イトライン」、「国民健康保険組合における個人情報の適切な取扱しヽのためのガイ

ドライン」等)等を遵守すること。

○ 健診・保健指導データの電子媒体による保存等については、「医療情報システ
ムの安全管理に関するガイドライン」を遵守すること。

O 医療保険者は、健診 ,保健指導データを都道府県に提出する場合には、健診 .

保健指導データのうち、氏名等の情報をはずし、何らかの整理番号を付番する等

により、匿名(しされたデータを作成すること。

○ 上記の個人情報の保護に係る一定のルールを満たした上で、収集・蓄積された
健診・保健指導に係るデータについては、健診・保健指導の実施に係る者が、国・

都道府県レベルで利用することができるような仕組みが望ましい。

○ 国により都道府県毎に分類され、都道府県へ提供された健診・保健指導に係る
データについては、医療保J交者による医療費適正化の一環として、保険者協議会

等の場において、生活習慣病文」策の企画立案・評価のために利活用されることが

望ましい。

改訂案

3-4 個人情報の保護とデ▼夕の利用に関する方針

(1)基本的考え方                          ―

医療保険者は、健診・保健指導で得られる健康情報の取扱いについては、個人情

報の保護に関する法律及びこれに基づくガイトライン等を踏まえた対応を行う。そ

の際には、受診者の利益を最大限に保証するため個人情報の保護に十分に配慮しつ

つ、効果的・効率的な健診・保健指導を実施する立場から、収集された個人情報を
有効に利用することが必要である。

(2)具体的な個人情報の保護とデータの利活用の方法
○ 個人情報の駆,いについては、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律

―

びこれに基づくガイドライン (「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイトライン」(平成 16年 12月 24日厚生労
働省)、「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライ
ン」(平成 16年 12月 27厚生労働省)、「国民健康保険組合における個人情報
の適切な取扱いのためのガイドライン」〈平成 17年 4月 1日厚生労働省)等 )
等を遵守すること。

O 健診・保健指導データの電子媒体による保存等については、「医療情報システ
ムの安全管理に関するガイトライン」(厚生労働省)の墨新版を遵守すること。

O 医療保険者は、健診 保ヽ健指導データを都道府県に提出する場合には、健診・
保健指導デT夕のうち、氏名等の情報をはずし、何らかの整理番号を付番する等
により、匿名化されたデータを作成すること (第 2編第6童 )。

○ 上記の個人情報の保護に係る一定のルールを満たした上で、収集・蓄積された
健診・保健指導に係るデータについては、健診・保健指導の実施に係る者が、国・

都道府県レベルで利用することができるような仕組みが望まししヽ。

○ 国により都道府県毎に分類され、都道府県へ提供された健診・保健指導に係る
データについては、医療保険者による医療責適正1しの一環として、保険者協議会
等の場において、生活習慣病文」策の企画立案 。秤価のために利活用されることが
望ましい。
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